
様式1号(事務事業評価)

1 

手段|産学公に関する啓発活動、セミナー・意見交換会の開催

日回|企業立地推進室|

産学公連携推進事業

山口東京理科大学、市内企業

商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課局宮置所(係)I 

事|山口東京雇科大学は、「地域のキーパ二ヲジ育戒Jをスローガン
|に掲げ改革を進めておりゼ地域の課題を解決することで双方の
業|発展を目指している。その大学と市内企業の交流を促進すること
概|で、新商品の開発はもとより、人材育成など幅広く連携する環境
要|を整備し、これを起爆剤に企業誘致の促進を図る。

大項目(政策)

多様な働く場の確保
田町計画n

歳入 予算現額(円) 決算額[円)

国庫支出金

財 県支出金、
源割
地方債

内合
訳 その他 ζ

一般財源二

二ムJdロh 計 。、 O

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

主全主向面

訳

三合三計: 。 。

経常
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l人工数t人役)1入件費(円)I 
|0.11 557，1701 

活動指標、または成果指標

山口東京理科大学と連携した企業訪問
1 I 
又は、セミナー開催の回数

2 

3 

三三三1自治体関与の妥当性l妥当である|大学と企業のマッチングは、市が積極的に関与する必要がある。
¥妥 I・M・...........…M・M・..………|・・ ・・ l 
当 |目的の妥当性と ご|妥当である|新事業、新産業の創出は、雇用の場の確保や安定した税収に寄与する。
性 ~....・H・-一一-・?山王子，-.-正;:;.-;;.，.............................，

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|大学と企業の双方に利点がある。

1:1;7.ト-効率Jι | 適正である|ゼロ予算事業として実施しているo

三塁:11蒜誌記通言語|逼日記L作品量子五L3:み芯副長両日子;:説兆五五五広三
そ性 fト.........'0....................日……，.............................，.

.負担割合の適正化工一一一| 適正である|大学や企業側の負担を考慮すると、年1回程度の実施が妥当である。

有 1空空黙存f長ι.. 一......;.;......I~~竺llJ{:ò.iil胃黙?任とf士士"(~'i5ど三:三オ5オ1.望号門f史!明:芳雪:烹雪烹号常~;Õ~~幣門?翌閉門且男竺;px:ð史?
二i三頬三|類類主似事業の存在 | 存在しない
ェ:性~............................;..:;.;.. ，'.}..~I 
上位施聾伐の貢献度J貢献している

山口東京理科大学と連携し、 1年に1回もしくは隔年にセミナーを開催しているが、参加企業が減少している。
参加企業に有益な情報提供、講演を行うことにより、参加企業を維持する必要がある。

J ※セミナーの実施年度→平成19年度、平成21年度、平成22年度、平成24年度、平成26年度

マ
計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課骨呈・所(係)I 商工労働課 |企業立地推進室IINol 卜I2 I 

事|市内企業k対して、園、県(山口県産業技術センター、や
1r1まぐち産業振興財団等)、関係機関の行う産学公連携な
事|ど新産業創出に係る各種事業の啓発に努め、既存企業|手段|市内企業への啓発活動と園、県などの情報収集
要|の事業拡大に繋げる。これにより、最終的に企業誘致に
l結びつけることを目標とする。

歳 r 出 予算現額L円) 決算額(円)

支

三費宵出弓￥量乏z 

合三三計 。 。
士人件費概算

(円)

。
一般 経常

活動指標、または成果指標 I H24 ~I H25 
150社 I 150社

1 I企業訪問件数 I 249社 I 235社

2 

166% I 156.67% 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である|産学公連携の仲介は、市が率先して行う必要がある。
妥 ド…………，.....…・竺山山 .........・4
当 |目的の妥当性三ァ |妥当である|市内企業の内発展開の促進は、多面的な効果が得られるため事業継続は妥当である。
性~;;.........………，..........…4 ・・ | 
l 王 |対象(雪空事の妥当性|妥当である|事業拡大を模索する企業と関係機関の連携であり、両者のマッチングは重要であるo

コスト効率 |適正である|ゼロ予算事業として実施している。
効 }証明・・4………・山H・H・-….，・・ 4 
率 γI実施主体の適正化三二|適正である I産学公連携の仲介は、市が率先して行う必要がある。
性三cf:.;・H・'，&0………......る......u.・-ト ト

七 l負担割合の適正記 |適正である l企業と関係機関の情報収集とマッチング作業であり、負担はそれ程大きくない。

F三~烹E烹空烹翌黙?持警 ;;，，;I~:門;þjlpjì;門?と三三--C~\だゴ~\.:5寸:三ゴTオ1|l惇空??吠空号門ij!:::.芳mii望烹吹翌?幣門r竺竺T引幣幣黙!円旦史蛇P史忠貯il::竺引l:: v
効 I類似事業の存在 |存在しない

γ姓ト マ | 

|上位施策今の貢献度|貢献している .. 
ヤ一一 企業ガイドブックやホームページの更新を密にし、最新の情報提供を行う必要がある。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期
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様式1号(事務事業評価)

6 日回商工労働係商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課・局直面所(係)I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金、

訳源財商f方割音

県支出金

地方債

そo他
一般財源三三

ム計 。 。ロ

L 歳二出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出

キ'1向R 

「合計 。七三: 01 

- 二

. 且且 ・.ol"_'¥. I E t22圃

交付税
、軍λ

|人工数(人役)1人件費(円)1 

0151 8丸 7551
Ai'牛費概算 臨時

活動指標、またほ蔵裏霜覆

1 1市長企業訪問数(求人確保促進月間活動)

1.0以上 L:::::::~~以上21宇部管内有効求人倍率(年間平均)

3 

j自治体関与ぬ妥当性|妥当である|市、商工会議所、職業安定所が連携して雇用確保の要請を行う必要がある。
妥トψ…………ι山川ャ山1.............................1
当 |目的の妥当性三三三|妥当である|地元の雇用確保のために必要な事業である。
性トH・H・-…..................・子H・I・H・.........................，
l I対象(受益者)の妥当性|妥当である|新規学卒者だけでなく高齢者や障がい者の雇用確保を図っている。

三三|コえト効率 |適正である

::[言極的手56:::[:日夜!?;::抗争志村正予持活再殺害弁51115::::
負担割合の適正記~'. I適正である

主二|目堅持 |概ね達成問、る1

効三|類似事業の存在マτ |存在しない|類似事業なし
性 }ト卜トバ一………Jム一….. ………… .. ………… .. ………… .. 山……….. 山……….. 山……….. 山……….. 山……….. 山……….. 山……….. 山…….. 山….. 山.. …… .. 山.. 山.. ぷ.

l上位施策への買献度 I貢献してしい、泊る|雇用確保を図る事業であり玖、貢献しているo.. 
市主企業訪問以外でも、担当課で随時事業所訪問を行っているが、今後更に頻度を上げ、新規学卒著玖タド函著者、女性、
高齢者、障がい者等の雇用確保を要請する取組を行う。またハローワークとも連携強化に努める。

1課題

125| 計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局E室育所(係)1 商工労働課 商工労働係 1 INol 1 -1 7 1 

......，地域f;:扇面ミれた職業教育・職業司Ifi諌丙蕩Eして、利用者・
芸|利用団体のニーズに対応する施設としての体制整備及び
概|環境整備を行う。

要

歳 出 予算現額(円) ，望算璽I円)
需用費 3，135，450 3，028，510 

宜自役務費 127，550 117，130 

委託料 3，493，000 3，346，643 

訳 その他 133，000 85，956 

歳 入一二 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 A 

源割
地方債内合

訳 その他 4，490，000 3，834，402 

一般財源 2，399，000 2，743，837 

合r 計ヰム 6;889，000 6，578，239 dE』コ 計 . 6，889，000 1.. 6，578，239 

i人瑚明人句引|官|無|陣司一般
若動指標、または成果福覆 H24 

1 ，年間使用日数 261日

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

25 . 1 I H26 1 ~標 l

252日

達成
二度

l自治体関与の妥当性|妥当である|国の撤退により施設を市が管理運営しているが、貸館業務が主である0
1 妥ト.........................・M・-……山1.............................，
J当 |目的の妥当性三三三|妥当である|職業訓練、職業能力の開発のために利用されており、妥当である。
性 1............;・H・H・-ーが・山…:1.............................1
対象(受益者t"ib妥当性| 妥当である

効f.lg~t-~竺… I....~.~.~~~...Jザ0)~;j:7]♂15?T.今:::Z_A}-O)烹Oil'ì~合ttõo

ミ率三|実施主体の適正化 |適正である|市として雇用促進施策を展開するための事業であり、適正と判断するo
z

性ト…........……きH ・H ・-ー…，.............................，

負担割合の適正化三|適正である|適正に運営している。

l目標達成度三
賓豆I山示台付，"い"….
効 I類似事業の存在 |存在しない|類似事業なし
性 lトト卜.. 山……….. 山……….. 山…….. 山….. 山.. 山……….“山…..……..………….. 山……….. 山….. 山…..山…….，山.日…....川山川川.. …………..一….. 山…"山….. 
上位施策̂ 、.(習D貢献度|貢献している|雇用確保に貢献してしい、泊る事業である。

.レ

経常

施設の老朽化による維持管理コストの増加および大規模改修等の必要性が出た場合の対応が今後の課題で、あるo施設維
持については、今後も適切に対応する。

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局官・所得)I 商工労働課 商工労働係 I INol 卜I8 I 

手段|国や県、関係団体との連携による就職情報の提供等

歳、出 予算現額(円)

出
内
訳

合キ計

llit_ 
...， i • 

!?苦動指標Jまたは成果指標

1 I宇部管内有効求人倍率(年平均)

2 

3 

。

決算額(円) 歳入 至豊里璽1円)
国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

その他二

ー般財源。 合計 。
， " ，、

一般

0.87 0.91 

I~ 'l自治体関手白雪男性|妥当である|求職情報の提供は国が行っているが、自係団体と連携して支援を行う。
〈当 |目的の妥当性 1妥当である|求職者や離職者の就業支援を行う。

性 |卜で竺γγ.. ……….日….一…-一..  プ戸i一ぷ
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

Iコスト効率 | 適正である

I1耕地主~"'4'"日夜J~:~:~班長持主的;::::
負担割合ぬ適正化 |適正である

.百標達成度 |概ね達成して引bい、るる|求人数が少しても上がるようI乙、 PRfにこ努める。
弓有 iト"……….. 山……….. 山….. 山….. 山....…可
1 効 |類似事業の存空 r 主主1存在しない|類似事業なし。
性 九 |卜卜.. 山……….. ………… .. ………… .. 一…….叫山…….凶山.凶山可7戸汗正ヤ?ヤ一アん日...・M・....1 十
|土位施策への貢献度|貢献しているi雇用促進を図る事業であり貢献している。.. 

決算額(円)

経常

。

就業支援として、市ホームページなどを使った就職説明会や相談会等の情報提供だけで、なく、他の事業との連携や園、県
及び関係団体との連携を密にして市内の離職者や求職者に対する支援策を実施する必要がある。
地域職業相談室の活用や雇用能力開発支援センターや勤労青少年ホームで開催されるセミナーや相談会の周知を図る必

課題 要があるため、積極的なPRに努める。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

閣吋事業



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E局室園所(係)I 商工労働課 商工労働係 I INol 卜I9 I 

意図|センターの経営基盤安定による高齢者の就業機会確保、拡

歳 出 予算現額(円J決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 7，280，000 7，280，000 国庫支出金

支
出
内
、訳

覇肘訳内 割合

県支出金

地方債

その他

一般財源 7，280，000 7，280，000 

，t.ロ!>. 言十 7，280，000 7;280jQOO 合計 7，280，000 7，28Q，000 

一般 経常

活動指標ーまたは成果指標 H24 

1 Iシルバー人材センター会員数 448人 426人

2 

3 

1 1自治体関与の妥当性|妥当である|高齢者の就業機会確保のために市が支援している。
妥 1.，..・S・.....らH・...…山・H・H・..…|・・・ | 
当 |目的の妥当性 |妥当である|高齢者の就業機会確保に寄与するため妥当である。
性 1.....…...................・H・..……十 ...1
?， 1対象(受益者)の妥当姓|妥当である|高齢者の能力活用を支援するためのものであり、妥当である。

|コスト効率 τヲ 1適正である|高齢者の就業支援のため、固と同額を補助している。
三効 lトト川山….. 山….. 山.. …‘ 
ι 率 |実施主休の遁正化 |適正である|高齢者の雇用安定を図るものであり弘、適正である。
性 }トトト“山……...山…….. 山…….目一.目一..…，..日白而山川.“山.“臥"………..…..…...日………….. ……… .. …… .. 山………..山….. 山….. 山..“……..….“...…叶..1.............................1
負担割合の適正化 |適正である|市の補助金額と同額を国も補助している。

|目標達成度
三有斗・・・…・......，..........，.....，....... ，..." 
効 |類似事業の存在 |存在しない

竺 r:ii~詩集ス説古屋|説日:帯雨漏五五漏出記正副仁三;:z;.. 
両齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく事業であり、市内の局齢者の就業機会の確保など生涯にわたり安定した働
き方の支援のために、会員数の確保と就業先の確保・新規開拓に取り組む。

課題

今の方
後

計画どおり事業を進めることが適当 改時善
期

向性

園



様式1号(事務事業評価)

10 日回商工労働係商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課町局室・所得)I 

地域職業相談室管理事業

きlafFtJJZ25韮笠原!i?として固と市が協!対象1離職者・求職者
毒|市が施設(雇用能力開発支援センター内)の提供、維持|手段|固と市の協働による相談窓口の設置
|管理を行い、国が相談員を派遣することで、求職相談等l t 

要|就職支援を行う。 1意図|就職支援

歳入 予事扇福I円〕 決算額{円〕
国庫支出金

財 県支出金

源訳向
割
合
地方債二

その他

一般財源 309，000 181，166 

AE』2 言十 1 309，000 181，1661 

歳 :γ一出 予票覇覆I円) 決算額(円)
「通信運搬費 309，000 181，166 

支

可三山訳長

合γ計 309，000 181，166 

交付税
算入

i J人工数(人役)!人件費(同Y!
|0.11  557，1701 

経常人件費概算ヲ

H24 二 三活動指標、または成果指標:三

i
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…Q口
一

求職相談件数(年間累計)

2 

3 

t自治体関与の妥当性、|妥当である|就業対策の充実を図る事業あり妥当である。
一三妥 1山・........・u………...・M ・...・1.............................1
当三三|目的の妥当性 | 妥当である|離職者や求職者の就職支援につながり妥当であるo
三性 ト.~...........…・・…..........・H・り・・ 1.............................1

対象(受益者3の妥当性| 妥当である|離職者や求職者を対象にした事業であり妥当である。

コスト劫率 .1適正である
効 h<，・M・-村山…H・H・....・H・...・H・1.............................1.
率戸|実施主体の適正化 |適正である|固と市の協働事業であり適正である。
二性C;lぷ… ...........……1.............................1ト
|負担割合の適正化 |適正である↓相談支援員の人件費を国が負担し、施設の維持管理費を市が負担している。

目標達成度日:
有 } 

九ユ ;;;;.............，.1 
劫ー.1類似事業の存在 |存在しない

|二世1エ雨量二雨量-説|説.c~.~.~6.1房長言語;;員長じ二日;.ト
有効求人倍率は1.0倍を超えている(H27年2月末時点)が、引き続き、求職者や離職者への就職支援を行う。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局面室E所(係)I 商工労働課

手|勤労者右主び市民の福祉の肩盃f;::蚕する施設として利用
主|促進を図る。
概|指定管理者制度を活用し、施設の運営・管理を行う。

要

歳 出 予算現額(円j 決算額(円)

委託料 6，512，000 6，508，073 

L量寸J血訳ー均j三f ニ
その他 316，000 103，912 

会主計 I 6，828，000 6，611，985 

歳 入

国庫支出金

財[県支出金
源割 地方債 γ

内合
訳 その他

一般財源

二:合計

商工労働係 l 回 1-1 11 

予算現覇(円) 決算額(円)I 

1，527，000 1，423，310 

5，301，000 5，188，675 

I 6，828，000 6，611，985 
ヘ

' 
且 L da ， Z主邑

当件費概算 I人工数(人間人句~;ol I官|無 Ir会副 一般 | 経常

メニミ二一三で 動指標tまたは成果指標 て に I . H24 

1 I年間利用者数 16，278人 15，246人

2 

3 

|自治体関与の妥当性 I妥当である|勤労者および市民の福祉の増進に資する施設であり市が管理することが妥当であるo
ι 妥 f..:'O......…"'11・...._._.........._..・H・.1.............................1
当 |目的の妥当性三 |妥当である|勤労者および市民の福祉の増進に資するため妥当である。
;性 ト………....…….. …...ザ一一…….ιιi二.. …… .. … .. ι. 
l対象象.(受益者)の妥当性| 妥当である

コスド効率 |適正である|指定管理者制度を導入し、適正に管理している。
効.F~.. ・H・....・H・.，・H・H・..……内;;;;1.............................1.

dl~'l実施黙の空署長 I 翌正で空る I.~.~~主体吹:望正!こ運営してい全
|負担割合の適正化 |適正である↓適正に運営している。

旧標達成度
九有 p・・ム".....・…....・R・H・.....・・.........・，.............................，
三頼壬二斗二二|類似事業の存在三 | 存在しない|類似事業なし。
主 性 |トトト.. 山……….“山……….“山……….. 山……….. 山….. …….一…....…….. 山..._.別山山.. 川..デ.日.戸ιぷ山)一戸山.. 山……….. 山….. 山….“山..…….. 川川…….. 山….“山….. 山.. ↓ | 
|上位蹟策入の貢献度|貢献している|労働環境の向上を図る事業であり貢献している。

..... 
施設の老朽化による維持管理コストの増大及び大規模改修が課題である。今後も適切に管理を行う。

課題

今の後方h 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善
向性

国



平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 商工労働課

.....，覇芳著語よび市長函福証ゐ増進に責子吾施設として利用

主|促進を図る。
概|指定管a理者制度を活用し、施設の運営・管理を行う。

要

歳出 予算現額(円) 決算額C円)

報酬 12，000 12，000 

f 支 報償費 158，000 150，000 
出
その他 49，000 30，379 

内
訳

.g; 計f 219，000 192;379 

活動指標、または成果指覆: H24 

1 I被表彰者の人数 43人

2 

3 

賃担割合の適正化

，目標達成度ー
:ーニ有 ~"""''';;'''è~;.\;;，.g，:;";:"""，，，，'..1 
z 効 |類似事業の存在 γ|存在しない

歳 入

国庫支出金
財ニ
県支出金

源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

dロ』 言十

46人

様式1号(事務事業評価)

商工労働係 1 INolー ム|一 I12 I 

予算現額(円) 決算額f円)

219，000 192，379 

219，000 192，319 

一般 経常

性二|エ半面員二伝言証言;:1長示しモ;ミ|副議i;員長区長長沼123;ぷii選議長扇面ぷ日以

--申請手続きを簡素化するなど、これまで本市の地域産業に貢献した勤労者を表彰できるように努めている。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 時改善期

向性

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課z局E室'所得)I 商工労働課 商工労働係 I INol . I一I13 I 

勤労福祉推進事業(勤労福祉共済会補助金・中小企業退職金共済掛金補助金)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

」補助金(共済会) 。 。 国庫支出金

支 補助金(掛金補助) 770，000 633，150 
出
内

練財 割
県支出金

内合
地方債

訳 訳 その他

一般財源

l'二合計 770，000 633，150 合計

活動指標tまたは蔵菓子宮覆 | へ H24' I H25 
1できるだけ多く|できるだけ多く

1 I勤労福祉共済会加入促進のための企業訪問 I 80事業所 I 50事業所

できるだけ多く|できるだけ多く

21勤労福祉共済会加入者数 665人 715人

3 

-自治体関与の妥当性|妥当である|行政として中小企業勤労者のための活動を支援するo
妥 lトトト"山….“.....
当 |旧目的の妥当性 壬 |妥当である|労働環境の向上を図る事業であるo
性 ト..山.. 山品山品ぷι.. ….ぷ…ぷよム.

I対対.象f受益者)の妥当位| 妥当である|勤労者のための事業であり妥当である。

二:三三三|匝孟スト効率 | 適正である

770，000 

}70，OOO 

一般

il-4Egg-2521::任.~~~....I日H12111三者計5555:伝子今日日351;::::
一負担割合の適正化; .1適正である

三l目標達成度 I概ね達成しーている
三有 トH・H・山川・… | 
効 |類似事業の存在三|存在しない

!ti.-Jエ説量二諸説|長福山~~"I説説副五両手五五五証仁三三.. 
勤労者の労働環境の向上を図るため、引き続き制度の普及活動に努める。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

l豊|

改善
時期

決算額(円)

633，150 

633，150 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課z局面室・所(係)I 商工労働課 商工労働係 回

.....，勤J芳者面詰働福祉の向上を図るためL芳蘭福祉を目的と
芸|する労働者団体の支援を行い、勤労者の福利厚生を充

概|実させる。

要

歳 出

地区労働者福祉協議会補助金

労働福祉対策費補助金

中小企業福祉事業補助金

合計

三人件費概算

予算現額(円)

135，000 

1，200，000 

486，000 

1，821，000 

l人工数t入役)1 
|0.11 

活動指標、または耳菓子融

1 1地区労働者福祉協議会の団体加入数

決算額(円)

135，000 

1，200，000 

486，000 

1，821，000 

人件間

勤労者の労働福祉の向上

1" 三三歳 一入

-財源 割

国庫支出金

県支出金

地方債
内合
訳 その他

ー般財源

合計

できるだけ多く|できるだけ多く

21地区労働者福祉協議会の会員数 2，431人 1 2，357人

3 

予算現額(円7

1，821，000 

1，821，000 

I自治体関与の妥当性|妥当である|市として労働環境の向上を図るための事業であり、妥当と判断するo
妥 1・ .........õ....._....~...i.-..i..山三日;，..;，， 1.............................1

当 |目的の妥当性 " 1妥当である|勤労者の福利厚生を充実させるためのものであり、妥当である。
性ト…"…い〕竺..............・M・;..1.............................1

|対象(~受益者)の妥当性| 妥当である|勤労者を対象とした事業であり、妥当である。

三l::iスト効率 |適正である|要綱に従って、適正に実施している。
劫"F..……....・....…...・H・-…一..，.1 ↓
ざ率 |実施主体の適正化三l適正である|要綱に従って、適正に実施している。
二 性 I・M・..…...............一……-・・4 ↓ 

負担割合の適正化 |適正である|要綱に従って、適正に実施している。

|目標達成度 |概ね達成している
I .有fヰー・H・...…・ | 
三効 1類似事業の存在在+-=--士

性 I~説f!i:語語語語長長ぶ::;三三1:三又;え二ζ;;;;:石沿記量言説説.説瓦示証.房i 貢可C日ぷモ主石i弓i;訂語説肩説語μ両王五;;逗岩説証瓦じ日そhしぷ弓;吾忘=ζ ; 
.レ

勤労者の福利厚生を充実させるため、引き続き支援を行う。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

圏

改善
時期

日 14 

決算額(円)

1，821，000 

1，821，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局冨室・所得)I 商工労働課 商工労働係 I INol I一I15 ・

労働福祉金融制度事業(勤労者緊急小口資金貸付預託金)

宅島 E責両面責の充実を図ることで、中小盃嘉覇労者の生活安

芸|定と福祉の向上を図る。
概|県の貸付制度と協調し、金融機闘が貸付を行う。また、制
要|度の啓発を行う。

歳 出三 予算現額(円) 量豊里(円) 歳入 予算現額(円)h 決算額{円)ご

2 

3 

貸付金(預託金) 1，000，000 

支
出

内
訳

;Lロ』 言十 1，000，000 

活動指標、または成果指標

融資希望者への貸付対応率
(相談件数/実績件数)

。 国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債J

内合
訳 その他三 1，000，000 

一般財源三。 て合~計 l，OQO，OQO 

一般

H24三

0件|。件
0% I 0% 

自治体関与の妥当性|妥当である|中小企業勤労者の生活安定と福祉の向上を図る事業であり玖、妥当ある。
妥 iトトト.. 山一.. 一.一円一!穴寸..山...一…M山…….. 山….川.
当 1旧目的の妥当性主 i 妥当である|中小企業勤労者の生活安定と福祉の向上を図る事業であり弘、妥当ある。
性f 主lι+←}ト卜ト円...……仔.. … .. 示f三竺，.. μ円....o控-主. 竺-山一.. 
三三二I苅象I受益者)の妥当性| 妥当である|中小企業勤労者を対象としてる。

|コスト効率 | 適正である
効 J トト山トH山…….山…、h一…….. 山……….. 山….. 山….. 川.刊山…….. 山…….. 山…….. 山.. 

率 |実施主体の適正化 Jよc I適正である|県と協調しながら行つている。
性 }ト?川円.吟今.'.，一……….. 山.“...…….. ….....…J主H円.てで1竺(百戸戸んtぷ示ι.. ……鳳.. バ正.→}…H ・H ・...1.............................1
|ミ 二|負哩朝倉b適正化 |適正である|適正に実施している。

|旧目標違成度 |検討が必必、要|制度周知を図る必要がある。
有 iトトト.. 川…….. 山山…….. 山….. 川….. 川.. 叩…….. 山…司"山…町"川....…… 
効 |類似事業の干樟事在三 .....1 存在しない|類似事業なし
性f...'ザH・H・-・1・4・....・...........…1.............................1
'; FI..f.t立施策への貢献度|貢献している|労働環境の向上につながる事業である。

---貸付実績がないため、制度周知が必要である。県や金融機関と連携し普及に努めている。

課題

臨時

今の向後方性= 事業の進め方等に改善が必要
改善
27年度中に改善に着手

時期

園

。
。



様式1号(事務事業評価)

16 日

労働福祉金融制度事業(離職者緊急対策資金貸付預託金)

回商工労働係商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課a局E室・所得)I 

中小企業の勤労者の生活安定

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金二合
源割
地方債内合

訳 その他一一三一ー キ 800，000 。
寸ー ー般財源

dロ』 言十 1. .800，000 。

二歳出 予算現額(円) 塁重璽{円LJ

幸三向
貸付金(預託金) 800，000 。l

訳

:ュ舎二計 工 800;:0001 。
臨時

交付税
算入

|木工数C入役)1人件賓I再n
|0.051 278，5851 

活動指標、またぽ市裏指標:

融資希望者への貸付対応率
1 1 
(相談件数/実績件数)

2 

3 

二 |自治体自与の拍車I*~-z"<bる|一勤労者の生活安叩…一…蹴
王妥 f......….......…......~..・:.;...， ..1.............................1.

J 当、旧的の妥当性予三 |妥当である|中小企業勤労者の生活安定と福祉の向上を図る事業であり、妥当ある。
性 l…・.......…・...i::".:......，...1 ・}

|対象(受益者)の妥当性i検討が必要|中小企業勤労者を対象としている。

ご|コスト効率 |適正である
7効"~h.;・……・・……山山叩!山・・1.............................1

三率|実施主体の適正化 |適正である|県と協調しながら行っている。〆
性 I・M・....・uァぷ"・)・..o.-，..…・五;."..1.............................1
負担割合の適正化 1適正である|適正に実施している。

五-c1目標達成度 ， I検討が必要|制度周知を図る必要がある。
手効 |類似事業の寮在宅 1存在しない|類似事業なし

性 lトト.. ……… .. …… .. ….…?一.. 竺一!一一.. ………  .. ……一.一……占一一一子!一旨…?心ふ一一7、一一日山ぷ.. 示証己可}|よ位極策八の貫献度|貢献している|労働環境の向上につながる事業である。.. 
貸付実績が少ないため、制度周知が必要である。県や金融機関と連携し普及に努めている。

曹F里

今の向方性後 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 27年度中に改善に着手

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局宣明(係)I 商工労働課 い野田勤労青少年ホーム| 回 LLヨ

宅...1勤労青少年福祉法に基づき設置。勤労青少年の福祉増
芸|進と健全育成を図るため、主催講座の開催、クラブ活動
概|の推進を積極的に行う。また、スポーツ、文化振興の為、
要|活動場所を必要としている個人、団体に貸館業務を行う。

歳出 予算現額(同) J決算額(円)

報償費 300，000 300，000 

支 需用費 4，185，318 4，173，107 

3出E向戸H三ーZ三E 
役務費 116，000 78，651 

委託料 3，720，000 3，677，593 

その他 353，000 264，382 

手段|主催講座の開催、クラブ活動推進、貸館業務

意図|勤労青少年の福祉増進、健全育成。地域住民の活動拠点とする。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

調財 割
県支出金

内合
地方債ー

訳 その他 使用料等 1，362，000 1，040，879 

ー般財調 7，312，318 7，452，854 

I戸二ト合三昔.~三 τ8，674，318 8，493，733 合 計 8，674.$18 8，493，733 

目 E 1-，-_&Uι_， . dr冒晶、. a E且且~，重重量 ，~唱、

に 人件費概算 一般

三ム活動指標、または成果指標 三

1 I利用人数

H24 

13568 

H25 

14134 

2 

3 

.自3渚台1体本関与の妥当性| 妥当である|勤労青少年福祉法において、設置に関する規定があり仇、妥当であるo
妥 ιド}竺山.一ん..……..山山.. 山山..山..……..山………..山……..山….“山.“...山 .竺.....μ.一i戸ふぶぷHぷ山山.. 戸山斗斗i戸ふ斗..イ;.1.↓|ト.............................1
当主|百的の妥当性一~ 1妥当である|勤労青少年福祉法において、設置目的が規定されているロ

J 性二斗l.…………..…………..山…..山…..………….目……..山…..山....…………H山…..…………..……..……..…...….
|対象(受益者Jの妥当性|妥当である|勤労青少年の利用が極めて少なくι、特例利用が多い状況とyな旨つているo

|ヲ |コスト効率 |適正である|他の同規模公共施設と同等のコストであり、概ね適正である。
効 1........."...;;.;.…・…・…・.1……・|
率 |実施主体の適正化 1適正である|公共施設の運営であり、市が主体で実施すべき。適正である。
性 I":;;:~'""""~" ，，…引き"ー…1.............................1
|負担割合の適正化 |適正である|会場使用料についての見直しを平成26年度より実施o

: 目標達成度度
f 有 i…..…….ム…叩〉い.
4 効 I頬似事業の存在主 | 存在する |公民館活動o
性 F;一…….，山…….日山..山...川……..山…..山....………..…....……..山…..山川..川.日‘“川山.“嗣山百..
|上位施策(令‘の貢献度|検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少なく、目的とは、かけ離れた状祝。

..... 

経常

利用者の多くが、特例利用であることから、「勤労青少年ホーム」としての本来機能を果たすため、勤労青少年の利用促進を
目指す。
施設は、老朽化が目立つことから、利用者が安全かっ快適に利用で、きるよう、施設の改修、備品の更新等が必要。'

課題

、

今の向性後方 事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要 改時善期 28年度以降、改善する予定

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課掴局E室，所得)I 商工労働課 |小野田勤労青少年ホームIINol トI2 I 

ー，平面右手7月30日に東南側描百i再雇I扇 10m)からコ
芸|ンクリート片(約30ω角柱)が落下し、緊急補修工事を
ZI行う。この場所以外にも、多くのクラックが見受けられ、更
童|なるコンクリート片の落下も懸念されるため、足場を設置
|し、全体の軒先、軒裏の改修を行う。

キ歳出 予算現額(円) 産璽璽(円)

汗 茸出向

工事請負費 3，900，000 3，487，320 

訳

三会;計 よ 3，900，OQO 3，487，320 

-'=_.111.L， ， dn.，a E .. 1. E箇且，.噌司、 1 

活動指標二または成果指標

1 I改修工事

I 、歳入 予算現額(円) 決算額t円)

国産支出金

財 県支出金

源肉 割合 地方債

訳 その他

ー般財源 3，900，000 3，487，320 

;合:計 3，900迎。。 3.487.320 

H24 
標同ロ一--

M
 

段一
5

上一
2
i
:
 

i
l
 

-
-

一般 | 臨時

2 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である|勤労青少年福祉法において、設置規定のある公共施設の維持管理であるため、妥当
妥 .1..・H・-山…・山五示..山山M・M・..トH・H・ ↓ 
当 |目的の妥当性二 γ |妥当である|利用者の安全確保の為、補修は妥当である。
性?ト._...~i_~õ-..;.~.-.i……....・H・.....… 1.............................1

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である |公民館等の利用を含め年間5万人以上の市民力E利用しており、安全や利便性を確保するため、補修は妥当である。

|コスト効率 I適正である I競争入札の上、工事の契約を行っているため、適正である。
=効 、1.....…占H・M・一日・M・l・・| ・ ↓ 
τデぺ率 |実施主体の適正4化じじミ I適正である|公共施設の維持管理であり玖、市が主体で実施すベき。適正であるo
性 lトトト“山….“..……..山血“山.“.…，-....-一.日...与…….“山.. 山.. ザ.
|負担塁吾罰F語j合音よの遁正化 I適正である|公共施設の維持管理は市の負担で行うものであり、適正である。

l目標達成度 1達成している
有 1..;:....;....................り ょこ l 
効 |類似事業の存在 I存在しない
性 }….......言・7…・二一 | 
| 争 |よ泣施策への貢献度l貢献している .. 
も一

課題

今の方後
事業の終了

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

3 日回|山陽勤労青少年ホーム|商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課圃局宮=所(係)I 

事|勤婿扉福祉面事弓き設置。扇面、年幡踊
~I進と健全育成を図るため、主催講座の開催、クラブ、活動
議|の推進を積極的に行う。また、スポーツ、文化振興の為、
要|活動場所を必要としている個人、団体に貸館業務を行う。

主催講座の開催、クラブ活動推進、貸館業務

意図|勤労青少年の福祉増進、健全育成。地域住民の活動拠点とする。

歳 1入 予算現額(円) 決算額(円)

財

国庫支出金 2

県支出金
源割
地方債7

内合
訳 その{也 使用料等 662，000 828，280 

二般財源 2，814，882 2，264，611 

4E』2 計三 3，476，882 三3;092;891

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 60，000 60，000 

需用費 1，352，312 1，034，205 

役務費 67，000 47，486 

委託料 1，970，000 1，924，483 

その他 27，570 26，717 

ご合 計ご 9，476，882 " 3;092，891 

. 岨 a . E t草画
経常|官|什

H
a
a

生
町

川
口
U

一

E
A
せ

E

M
A
u
d
"
 

'
E
E
B
E
E
-
'
 

n
n合
υ
"

山

Q
d
-

H
F
h
u
"
 

で
R
U

一

l人工数(人役)1人件費(円H
131 3，556，895 

H24 活動指標、または戒果指標

、 壬三:入件費概算干

1 I利用人数

一

2 

3 

五|自治体関与の妥当性|妥当である|勤労青少年福祉法において、設置に関する規定があり、妥当である。
.........H...-.!..長白・・・・処.........‘・・・・....・・1.............................，

三当 |国目的0のヲ妥当性 r 三cl妥当である|勤労青少年福祉法において、設置目的が規定されているo
三性 lトト"……E町E円ぷ……..孟ι主示;己..山畠H一.
|対象{受益者)の妥当性l検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少なくι、特例利用が多い状祝となつているo
1コ4スト効率 =三主三弓~ ~ア< I概ね適正である|他の同規模公共施設と同等のコストであり、概ね適正である。
効 l一一....イH・H・....山....・H・.....0'......1.............................1

i-d三~n'ffiぞPFF.-ipfT2|竺警たP2b.T!?竺.許士プ:空iE-z"iliJ壬
|負担割合の適d正イビ三云|概ね適正である|会場使用料についての見直しを平成26年度より実施o

目標達成度、三
有 三~，-，..・d・山H・M・・・正町、H ・H・..…・，.............................，

地:へ|類似事業の存在 γ| 存在する |公民館活動。

に E上位施策への貢献度|検討が必要|勤労青少年の利用が極めて少なく、目的どは、かけ離れた状況。.. 
利用者は年々増加している。「勤労青少年ホームJとしての本来機能を果たすため、勤労青少年の利用促進を目指すが、実
際の利用者は特例利用が大多数を占めている。
建設から40年近くたっていることから、建物の老朽化が激しい。また、平成22年度外壁工事の仕上工事がなされていないた

課題 め、目地から水が浸み込み無数のクラック、雨漏りが確認されている。改修工事等の検討が必要。
合併により、設置目的が同一の施設が2箇所存在している。また、厚狭地区複合施設が設置されるととも踏まえ、今後のあり
方を検討する必要がある。

ニ 今の向方後性 事業の休止・廃止の検討が必要
改善
27年度中に改善に着手

時期

園



様式1号(事務事業評価)

3 日回|企業立地推進室|商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課豆局冒室伺(係)I 

事|小野田・楠企業団地への新規誘致苓丙嘉捉進(市内の
業|既存企業による設備投資)に努め、市内事業所の増加を
概|図り、市勢の発展へ寄与する。

要

歳入 :至里里璽(円J 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金一三
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100% 1，595，379 1，553，645 
合 計 1;595，379 1，553，645 

歳出 予算現額t円) 法草璽I円)

?士主主主凪両訳夫季r 

普通旅費 623，000 608，996 
消耗品費 72，000 71，270 
印制製本費 199，800 199，800 
手数料 193，579 193，579 
山口県企輩誘致推進連絡協議会負担

507，000 480，000 金、石油基地自治体協議会負担金

~ .....tt 三 1，595;379 1 . 1，553，645 E司

経常団一
l人工数{人役)1人件費(同Tl
|0.61  3，343，0201 

人件費概算

扇動指標、または成栗福覆

31ターゲット企業へのアンケート調査

21企業立地ガイドの配布数

1 1企業立地ガイドの更新

|自治体関与の妥当性|妥当である l市内事業所数の増加は市勢発展の礎となるため、市が積極的に関与する必要がある。
妥ミF;....……H・H・..………...01-.… l 
当 |旧目的の妥当性 |妥当である|市勢発展に寄与する事業で、ある。
j牲性 lトトト..山………..山………..山…….“山….“山.“..……….，…….“…一..一.マ一………了?一…..山…..山.日..…………..……..……..…....…………..……..…...……..一山，戸山山?下戸山……..……..……..…..………..…..…ぷ..
1:牛 |対象(受益者)の葺当性|妥当である|市内事業所数の増加は、企業間取引の拡大など多面的な効果が期待できる。

ヨスト効率三小 き |適正である IpR事業に徹する必要があり、予算内でできる限りの活動を実施している。
効、……竺ふι……山.......1.............................1
k率二一ご|実施主体の適正化 1適正である|市勢発展に寄与する事業であり、市自らが率先する必要がある。
、性:十一...・M・-….~..・M・..……ぷ1............................. ，

|負担割合の適正化=三|適正である IPR事業がメインであり、できる限りの対応をしている。

有 i里\青空空..，...;.:...........I~.~~~とfr!??.f.??で竺三円.ff.f??!Z.?とり男??kr
君 l~.~~秀子??」 ?21:.
目上位施策への貢献度 l貢献している

平成15年の分譲開始以来、小野田・楠企業団地は平成24年3月に県防災用地としての取得以外、企業誘致は進展しな
かった。また平成22年度以降は、全国でもトップクラスの用地取得費用に対する80%補助を県とともに実施したものの、成果
が得られなかった。

課題 このような中、平成26年度に当該団地の半区画ではあるものの、民間企業の誘致が実現したところである。
今後も早期の完売に向けて、当該団地の特性や優遇措置のPR活動を展開する必要があるとともに、内発促進(市内企業
の増設)についても誘致活動を展開する必要がる。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

• 

園



様式1号(事務事業評価)

7 日回|企業立地推進室|商工労働課

中項目(施葉)

工業の振興

平成26年度事務事業評価シート|課・局E室置所(係)I 

事|厳しい都市間競争の中で誘致活動を進めるため、工場設
ZI置奨励条例による優遇措置(工場設置奨励金、雇用奨励
副金、用地取得奨励金、従業員住宅新設奨励金)を特典と

要lし、企業誘致を展開する。

0 

0 

企業誘致の推進

予算現額(円)1、決算額f円)

臨時

200，000 

200，000 

三二 J て吉歳 入

|国庫支出金

財寸県支出金
源:割 I~~._;_hk一
内合世主豊
訳 1その他

一般財調、

計二

100% 

合

人件費l両Tl

竺竺l

三歳ニ出 予算現額(円) 決算額(円)

雇用奨励金 200，000 。
三tさ可r喧支訳向三γLγ

._ 

合二 百十「 |工 200，000 。
|人工数(人役)1

|0;151 ^件費概算

ι三H24活動指標、または成果指標

1
・

一…・府下…一

"唱・
i

"

E
E
E
+
E
E
E
E
E
'
E
E
 

一
日
件
山
一

n
n
J

“" 

1 1奨励金交付件数

2 

3 

三三モ三|自治体関与の妥当性|妥当である|設備投資を行った企業への税収還元であり、市が実施する必要があるo
E妥そ I…山H・M・H・H・-…山..............1.............................1
r工一当菖 !旧目的の妥当性 | 妥当である|市内企業の安定した経営活動は、雇用の場と税収の確保が可能となる。
J 性 }トトトト“……….目一.. ……… .. … .. ….. ……...……… .. 山….. …....…"…"叩...……円川.. ……… .. 一一…，一一!竺….山"五一.. ……… .. … .. …斗.. 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である l設備投資を行つた企業への税収還元となるため、受益者は妥当である0

.コスト効率二二二ム|概ね適正である|自治体間競争に打ち勝つため、一定規模の優遇措置は必要である。
効三1-ケ竺1竺竺!一.長.. 一.. 一再守示山戸一…ぷ}一.正而品Jι示而.. 山…….. 山…….. 山.. 
三率三H二1実施主体の適正化 i適正である|設備投資を行つた企業への税収還元であり玖、市が実施する必必、要がある。
=藍壬 f'いL二....一……….. …… .. …… .. 山...……….. 山….. …….“山..山……….. …...….川山……町叩山…….“山.. 山..山H ・H ・u・…，.1.............................1
i負担割合の適正化 l概ね適正である|優遇措置の自治体問競争は激化しているが、県内他市と比べ現行制度は概ね適正である。

目標達成度子三
Zニ有 I売可j号、;，.・・百，;[;...;;;....;.........-..1
三効壬|類似事業の存在 |存在しない
て性 "1..;..........................................1
上位施震への貢献度|貢献している

....... 
平成15年の分譲開始以来、小野田・楠企業団地は平成24年3月に県防災用地としての取得以外、企業誘致は進展しな
かった。また平成22年度以降は、全国で、もトップクラスの用地取得費用に対する80%補助を県とともに実施したものの、成果
が得られなかった。

課題 このような中、平成26年度に当該団地の半区画ではあるものの、民間企業の誘致が実現したところである。
今後も早期の完売に向けて、当該団地の特性や優遇措置のPR活動を展開する必要がある。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

固



様式1号(事務事業評価)

11 日回J|企業立地推進室|商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課・局官官所得)I 

100% 

臨時

2，432，364 

2，432，364 

予算現額(円)1決算額(円)

2，512，916 

2，512，91~ 

下子~ 歳 、λ

|国庫支出金

財 |県支出金L

吉宮i地方債三
訳一|その他 γ 三二二

>:-1子被財源F ニ

三三合計

凶一
r

四一
J人王数{人役)1人件賓伺Tl
三 1 0.71 3，900，1901 

一一一号 歳、出 予算現額(円) 決算額f円〕

?三ニ;主官主

普通旅費 704，000 667，420 

消耗品費 99，316 98，744 

印刷製本費 129，600 129，600 

訳 企西業機械立要地フ素ェ技ア術参展加参負加担負金担、金関 1，275，640 1，236，600 

電源地域振興センター負担金 304，360 300，000 

2三合計 γ2，512，916 2，432，364 

ふ入件費概算

包
囲
…
回
…
川

H

一l
…1
…H

i

-

若動指標=または成果指標

1 I展示会等の出展数

2 

3 

|同自治体闇与の蚕蚕:当詰性| 妥当であるい、野田.楠企業団地の分譲促進を図るもので、市が率先して行う必要がある。
三妥 iトM山……….“山………"山山"叫山.川叩~...山叩ぞ勺'山………“山山….古弘k

当 |旧目的のτ妥当桂二 |妥当である I地域経済の活性化及び雇用の場の創出に繋がる事業である。
性}卜…..…山..、h→.

一，-;1同詫象(受益者)の妥当位|妥当である|県外企業の誘致は、新たな事業展開が期待できる。

OJ--羽有羽羽j
子て=平一率率 I~，宗施主性の適回bι子三...1 適正である|小野田楠企業酌分譲促進齢悶を掴図る仇市糊し市必要陥o
性 '--!"':ê"';';一言..・・..u.子 ;;+:~""""".I.............................I
|負担割合の適正化 |適正である|地道なPR活動を展開する必要がある。

fl.-"望号待.聖 J よ|空?と-Z- v三 t府:~~-C忠明!151T.t空たfF.?!?fir-生
=効 |類似事業の在在二三 1存在しない
性 }い.てナrケ.. 竺.叫.日…….叫.....一…….. ふ.

土位施荒への貢献度|貢献している

司ι
小野田・楠企業団地の分譲促進を図るため、展示会等で、のPR活動をより効果的にする工夫が必要で、ある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

一

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 商工労働課 |企業立地推進室| 回 日 4 

企業団地維持管理事業

工業団地

工業団地のイメージ向上による販売促進と安全性の確保

2 

3 

I同)

23，760 23，760 

691，200 691，200 

23，328 23，328 

7，000 3，622 

1;101，669 1，098，291 

l人工数(人役)1二人件費I同)1
0251 1，392，9251 

活動指標、または成果指標三ぐ

歳'入『

国庫支出金了

財源訳向 割合三

県支出金主三

地方債三プ

そ@弛三ユ二

三般財源

|三子 ←合計

交付税
算入 凶
※上段:目標

7回 1 7回

工業団地における除草等の環境整備回数 ト 5回 T........u回

予算現額(円) 決算額(円)

5.3% 58，000 58，000 

94.7% 1，043，669 1，040，291 

宮 1.... U01，669 、ム 1，098，291

lJ会計開| 一般 | 経常

;吉博

自治体闘与の妥当性l妥当である|工業団地等における市有地の管理となるため、市が行うことが妥当であるo
妥 lトトトトu山山…….. 山….“山…….. 山山…….. 山山.. 山….. 山..，….. 川山….. 山….. 山.日.…… .. 山..山……….“山.“.一…盆“山.. ….日山‘日.
当 |目的の妥当性主 ー二|妥当である|団地のイメージ向上と周辺住民の安全性の確保と怠る事業である。
性 1……・H・H・-……...-......ヂ…，.............................，
l対象t受益者Jの妥当性| 妥当である|進出企業と周辺住民に関わるものである。

二コスト効率二日 |適正である|人件費の高騰等の要因はあるものの予算内での事業を実施している。
毛効 ~.:ドJιぷみjら山山.. 川川.. 

予率 |実施施J主体の適正化 |適正である|市有地の管理業務である。
性 lトトトu山…….. 叫山…….. 山.“山.“...….“.“山……M山..…….. 日.. 一一!一.一円一…H山且.“山吃空竺竺竺.竺Z竺-竺
負担割合の適正1也じ主|概ね適正である|予算を超える部分の草刈業務は職員が実施している。

五|哲男f i |???と:.~.:~I讐?で\~f*7J士芳???主-CV¥00 
:効、!類似事業の存在 |存在しない
性 1......，・H・..二 ".....1
〉上位施策ベの貢献度|貢献している .. 
市内の工業団地を定期的に巡回し、適正な管理を実施していく必要がある。
また、工業団地における除草等の環境整備は年聞に複数回実施する必要があり、業者委託のみでは限界があるため職員で
対応しているものの、業務負担は大きい。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

6 日回|企業立地推進室|商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課・局直面所(係)I 

歳入 r 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

E樹君R塁E 
県支出金

地方憤J

その他

一一 一般財源 100% 6，338，000 6，268，447 

合計 I 6，338，000 6，268，4主T

歳三出 予算現額(円〕 =て決算額(円)

土地開発公社利子補給金 6，338，000 6，268，447 

支

室τ E聞向r号にご

合計 6，338，000 13，268，447 

一ー も一 一一 一一一 E 且且ιE dtn.¥. I E =生垣l人工数(人役)Jc;人件費(円)I 
0 051 278，5851 

一算一一
-概一質一一

時
T
一

-人 臨時

H24 三活動指標、または成果指揮=

1 I利子補給額

2 

3 

l自治体関与の妥当性|妥当である|市土地開発公社への利子補給に関する事業であるため、必要な事業である。
妥三Hl;.;;;...・M・....・H・...…川・H・H・...，.............................1

i当云l目的の妥当性子 三|妥当である|市土地開発公社への利子補給に関する事業である。

?I対員長益者)の-自主|妥当である|団地造成事業費の利息支払いである。
I .. Iコスト効率 1適正である|毎年、金融機関の利率について入札を行い、経費削減に努力している。
効 .…言怜邑"…"引山….. 山…….. 山.. 山...…"山……….. 山……….. 山川.. 山山.. 川..‘….. 川山.“山山‘“山...山…….. 山….. 山.. ↓ ↓ 
主|軌跡の適正化 |適正である|市土地開発公社への利子補給であ日が行う必要があるo

|負担割合の適正化二三|適正である[適正である。

目標達成度f
| 有 }円二ぷ・ふ:・H J | 
効三|類似事業の存在 |存在しない
世e F;......~................:........ ，.....;...-I 

l上位施輩ろの貢献度 l貢献している

平成15年の分譲開始以来、小野田・楠企業団地は平成24年3月に県防災用地としての取得以外、企業誘致は進展しな
かった。また平成22年度以降は、全国でもトップクラスの用地取得費用に対する80%補助を県とともに実施したものの、成果
が得られなかった。

課題 このような中、平成26年度に当該団地の半区画ではあるものの、民間企業の誘致が実現したところで、ある。
今後も早期の完売に向けて、当該団地の特性や優遇措置のPR活動を展開する必要がある。

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

.. 

園



様式1号(事務事業評価)

三|小野田・楠企業団地のインフラ整備を園己三とで、企業誘|対象二ノト野田・楠企業団地
主|致の進展を図る。特に、光ファイバー線の敷設は企業活! ! 
毒|動にとって必要不可欠な高速インターネット回線網を整備|手段|光ファイパ一線の敷設による高速インターネット回線網の整備
|することができる。また、民間企業の進出に伴い、水道加E E 

要|圧ポンプや区画内進入路の基盤整備を実施した。 I意図|小野田・楠企業団地の分譲促進

8 日回|企業立地推進室|商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課，局室随所(係)I 

歳=入 予算現額(円) 決算額{同7
国庫支出金

財 県支出金

源自主叫主子割
地方債

その他

一般財源、; 100百 10，062，036 8，569，800 

、.g-ヨ 計三 10，062，036 8，569，800 

法事富市7ι
660，420 

7，344，000 

565，380 

0 

予算現額(円)

660，420 

7，344，000 

565，380 

歳)面

入|修繕料

| Z |光ファイバー設置委託料
zi抑圧装置設置委託料
=ミ訳三|光ファイバー設置負担金 1，492，236 

臨時|会計種足d一般 | 

幹事

凶一一間一

交付税
算入

8，569，800 

!人工数(人役)1人件費I円下1
021 1，114，3401 

10，062，036 言十;一一三 → 

A件費概算

A 
回

H24 守二:て7吉動指標、または蔵裏商事

1 I小野田・楠企業団地に係るインフラ整備

2 

3 

I主圃自?遁台体聞与の妥当性| 妥当である|市土地開発公社の所有地であり札、市が関与する必要がある。
ミ妥 γ三I…..….. タ!
;当三ごプ~I回買的の蛋当性 I 妥当である |小野回.楠企業団地の分譲イ促起進に繋がる事業である。
三性住ι~ fトト"………….“山………盆U…….日…....日一……….“山….“山…..…....…………H山….....………'.巾….. 山u..…………..…一….一一Jιよ....…………..……ι..…ぷ..ι….二L…川".い..ιι二し.
|対象(受益賓}の妥当性|概ね妥当である|分譲促進を図ることで、市土地開発公社の負担が軽減される。

、Iコスト効率三 |概ね適正である|企業にとつて基盤整備は進出に際し、重要事項であるため可能な限り整備を進捗する。
効 |ト.手.り山..i.三.."孟Jι . ι円..，.マ.. 川.
率ζヨ|実施主{体本の適正化 τ| 適正である|市土地開発公社の所有地であり札、市が関与する必要がある。
:牲三享lトiぶζいぷ..…ぷ;一ぷ.戸Lιu…温H山且......山……….“山….. 山……….“山….日……..….“.…・4・±盲目| ・|

|負担割合の適正化ご I概ね適正である|分譲促進を図る上での負担割合は適正である。

I I目標達成度と I I基盤整備の実施に伴い、平成15年の分譲開始以来、初めて民間企業の進出が実現した。
有、 :ト・ふ…o'，-.i...“…-…H・H ・..，..1................…・…....1・...
効三三類似事業の存在 | 存在しない
、性二ト - 、 l 
.上位施策への貢献度|貢献している .. 
光ファイバ 線の敷設は、小野田・楠企業団地の入口付近までとなっており、区画によっては相当額の敷設費用が必要と
なる。
また、当該団地の水道施設は、ある程度の水量を使用しない限り稼働できないため、安定した水道水の供給には加圧装置

課題 が必要となる。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性 時期

固



様式1号(事務事業評価)

9 日回|企業立地推進室|商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課・局・室・所恨)I 

市行政財産の適正管理

歳 入 予算現額(円)|決算額(円主:

国庫支出金

覇財訳向 割合

県支出金

地方債

その他

一般財源三ご d 100% 10，554，000 9，089，280 

合〆計 10，554;000 ニ9，089，280

J歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

苦z手
工事請負費 10，554，000 9，089，280 

訳

合 言十 ミ 10;554，000 9，089，280 

臨時人明l人エ数(入役)I 
|0.151 

H24 活動指標、または成果指標

1 I東沖ファクトリーパークの水路復旧工事

2 

3 

妥
当
性

自治体関与の妥当性l妥当である|市行政財産の適正管理であり、市が実施する必要がある。

目的の妥当性 ，01妥当である|市行政財産の適正管理である。

封象(受益者)の妥当性l妥当である|東沖ファクトリーパークの水路は、市行政財産である。

clコスト効率 I適正である l競争入札による事業者選定を実施している。
効三}・.....・H・'"・H・-竺...…，......・山・・H・I・............................1

r 率、|実施主体の適正化、 |適正である|市行政財産である。
山 ..............山一.....…………・- ・
| ニ |負担割合の適正化 I適正である|執行委任による事業実施である。

有一cil~.~号待号~.}r.........，..I~.~~~とご.~.:~I需主~T0三衿き.円0)7k~照子f'i明史
効 |類似事業の存在 1存在しない
:性ト..…-ぎ :.1 
|上位施策への貢献度|貢献している .. 
東沖ファクトリーパーク内の水路は、老朽化と構造上の問題により複数個所で倒壊の恐れがある。
当面は、定期的に巡回し、水路の状況を把握する必要があるとともに、水路全体に梁で補強する必要がある。

課手題三ξ

ム今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善 t 、
時期

圏



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課骨室引(係)1 商工労働課 |企業立地推進室| 回 E:c己

一l市内に主蕩建設等の設肩投資を計画する盃業が、投資
霊|を行い易いように融資制度を設定することにより、資金の
概|調達の選択肢を広げる。

要I I意図|資金調達の選択肢を広げることで、誘致活動を有利にする

歳ム出 予算現額f円) 決算額(円)
金融機関預託金 10，000，000 。

主
今出

訳内

一~> 合=計 ー~> 10，000，000 

ご歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財掘訳向三話割音三

県支出金

地方債

その他 100% 10，000，000 。
一般財源

合許 10，000，000 。
:よ件費概算三|人瑚人?iI人件12。||官|無|恒割 一般 経常

H24 r ム活動指標、または成果指標 H25 

1 I融資件数
1.......・・・ot平..........1...........前年...

2 

3 

l自治体関与の妥当性|妥当である|企業誘致の特典となる事業であり、市が関与する必要がある。
妥斗MJu--NUMMu--1MM・H・..…・・，.............................，

当三|目的の妥当性 |妥当である|資金調達の選択肢の拡大は企業にとって魅力的な施策であるo
ト 性~:.........…..・....................…・・ 1..............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|設備投資を行う企業が対象であり、その経済効果は多面的に期待ができる。

，.. ，コ元ド効率 ι 歪|検討が必要 l近年、貸付実績がないため予算規模も含め検討が必要である。
効 lイ.イ手主………一…..川-
率]翼施主体Gの2逓孟f低記 |適正である|融資の選択肢を拡大するためのものであり弘、市が関与する必要がある。
性佳:三ゴlトH………….. …………且u山……….. 山….“山….“….. 且“山………“山….“..……一戸M…….. …....ι山一.山山“山….“山…….. … .. 山.“+....・H ・.......・H ・ -十

l 三|負担割責の適正化 |適正である l実質の融資は民間企業が行うため、負担割合は少ない。

|} !?日空聖子:.!..~;....../，:;.:...I........................... ..I.
効三|類似事業の存在 | 存在する |中小企業制度融資(中ノト企業振興資金、中小企業大型JI5対策資金)
佐 1........・H・-・..........い・H ・H ・...・H ・..1......…H・H ・....・H ・......1.

l上位施策ヘの貢献度|貢献している

県の制度や他市の制度を調査し、競争力のある融資制度を検討する必要がある。

Z課F題J 
また、他制度と限度額や融資期間等で差別化を図ることにより、借り手となる企業の選択肢を広げる必要がある。

今の向方後性 事業の進め方等に改善が必要
改善
27年度中に改善に着手

時期

.. 

固



様式1号(事務事業評価)

10 日回|企業立地推進室|商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課町局直面所得)I 

....1厳しい都市間競争の中で誘致活動を盃めるため、工場設

芸|置奨励条例による優遇措置(工場設置奨励金、雇用奨励
概|金、用地取得奨励金、従業員住宅新設奨励金)を特典と
要|し、企業誘致を展開する。

企業誘致の推進

塵三ι入 杢璽璽璽(円) 決算額L円)
国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債」

訳 その他

ー般財源 100% 78，862，000 78，662，000 

d目』 呈白品l 78，862，Q(>0 I 78，662，000 

歳マ出 杢草璽額(円) 決算額f円)

:、支

工場設置奨励金 78，023，000 78，023，000 

雇用奨励金 600，000 400，000 

ご 出内 従業者住宅新設奨励金 239，000 239，000 

訳

合計よ ム|一 78，862;000 78，662，QOO 

臨時団一
人再開1i人工数(公役)1

=I 0叶
人件費概算

1
・

一一
μ
千
…
-

H
P
h
U
H
 

E
B
E
A
T
-
-
E
E品
E
E
E

M
-
-
…件…一

H

一…
6

…

--ゴr 這塾指標、または成果指標
ー

1 1奨励金交付件数

2 

l自治体閏与の妥当性|妥当である|設備投資を行つた企業への税収還元であり玖、市が実施する必必、要がある。
f号7妥 }トト帥山………….. 山……….. 山…血川山…一.. 山山…...-叩.ι山山k占山.. 空J長丹..，示正."山……. 山…叫叩.吋きν川円川川.巳竺匂司t空-阜ゆ.. 与←与ふμ‘付叩山山….. 川山.. 山山.. 山.. ι | 1: I目向妥当性 |妥当である|市内企業の安定した経営活動は、雇用の場と税収の確保空可能となる。

'I坦象(受益者)の妥当性I妥当である|設備投資を行った企業への税収還元となるため、受益者は妥当である。

主二tIコスト効率三 三|適正である|自治体間競争に打ち勝っため、一定規模の優遇措置は必要である。
三効~・H・H・・.............・H ・H・;.;.，.~ .1.... ..... ................. ...1. 
子 τ率 |実施主一体の適正11:;C~ I適正である|設備投資を行った企業への税収還元であり、市が実施する必要がある。
性 }トトい“山.山....丙戸i示占~瓦同砧…"山..“…….“山圃“且H…….. 山.. 山……‘“山.“山.“ι.

| ヤI負負鯉担割合の適正化 |適正である陣遇措置の自治体間競争は激化しているが、県内他市と比べ現行制度は概ね適正である。
I目標達成度

こ三:有 ~トトト司H山…司H川.. … .. 川川一…司"川山.刊山山……‘"川山.. 川….. 山...更肘引白
三効効 I類{恨欧事叢の存在 七 | 存在しない
H 一一………….....!....o.o......I.............................，
l土位施策への貢献度|貢献している

3 

.レ
市内企業の内発促進も企業誘致の一環となってし、るが、近年、都市間競争が激化するなか、他市制度と比較し 定の優
遇措置を保有する必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局E室・所I係)I 商工労働課 商工労働係 1 INol IーI17 ・

.....1既存盃柔b経営体質強記函ため、県や商工会議所と連
主|携して
毒|中小企業相談所(両商工会議所内に設置)による講習会
要|の開催、経営診断、巡回指導等の促進。

中小企業相談所補助事業

中小企業経営事業者

歳 出て 、予算現額(円) 決算額(円) 歳 F 入 4 予算現額(同〕

補助金 2，646，000 2，646，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出

両‘
頑肉 d 割合 地方債

r訳 訳 その他

一般財源:

合 計 2;646，000 2，646，000 合計

ヒ
‘.." • .1.司、 ， .. ，、

活動指標、または成果指標 J H24 1 H25 
目できるだけ多く|できるだけ多く

1 I中小企業相談所における相談件数 3，291 3，521 

2 

3 

安倍体関与の妥当性|妥当である|中小企業の経営安定を図る事業協同当である。
f 巴- -・.....・・，...................1 十

当 1目的の妥当性 1妥当である|中小企業の経営安定を図る事業であり、妥当である。
性 f"':'"…....・H・...刊・H・H・..…H・H・.!.............................!.

lJ一二王|対象(受益者)の妥当性| 妥当である
1コスト効率 三子:-1 適正である

効 1......，.…・竺…・H・..・・...1.............................1
率 |実施主休の適正化 l適正である|県や商工会議所と連携しながら行つている。
i 性 1 .. 恥さ?←五子孟…"一一一"一".，日一….正示一、.. 一…….. 且"……….. …....……….“….“.“山……且u山.“‘!一……M山…...一.
|負担割合の適正化仁|適正である|

I I目標達成度三五 1達成している|できるだけ多くの相談に対応できるように努めているo
有 1..・H・-・7・1・・ι.日...........u.岡山 H・H・.1.............................1
効 |類似事業の存在 | 存在する |類似事業なし。

ー上位施策への貢献度!貢献している|経営指導の推進を図る事業である。.. 
課題

両今の方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

国

2，646，000 

2，646，000 

一般

決算額(円)

2，646，000 

2，646，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 商工労働課 商工労働係 1 INol I一I18 1 

歳出 予算現額(円) 決算額{円) 歳入 至豊里豊(円) 決算額(円)

補助金 240，000 。
、一一一
国産支出金

内支出寸 府財1夏じJ手割育
県支出金

地方債

7訳 訳 その他

一般財源 240，000 。
合 計 240，000 dロ』 計 240，000 。

日三日摘し1人工航可一人間~I 嗣無|陶芸;11I 一般 | 経常
活動指東吉正直成果指標 1 .. H24 H25 

1 I実績補助件数 1.....…・'I{<年一…1……'Of'年…

2 

3 

i自治体関与の妥当性|妥当である|既存商庖街の活性化を図る事業であり、妥当である。
三妥..[..・M・-叫・♂示・戸山………1.............................1
主|目的幸当性 ょ|妥?である|商問振興につながる?業であり、妥当である。

|対象(受益者)の妥当性|妥当である

た1::1スト効率適正である|要綱に従い適正に管理している。
b・・・・6・・・・・・・.........!.，・面貝五!'・・・・・・・・H・1..............................
事 |実施主俸の適正化 |適正である

世|晶画面沿正i~......"' 長.~~6...1副議ゐ五五福山三

l同目標達成度 「三;三 I検討が必必、要|恒H2却5年度においては、申請がなかつた。
有 nト，.山.
効之もI類似事業φ存在 I存在しない

世日両ぶ説説|長仁三.~.~6.T雨量議長日以み五二L伝説じぞiG;

' H26年度においては、申請がなかったが、引き続き制度を維持し、商居街の振興に寄与する。

計画どおり事業を進めることが適当

圏



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 商工労働課 商工労働係 I INol I一I19 

商工会議所運営事業(小野田商工会議所・一山陽商工会議所)

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

補助金(小野田) 5，463，000 5，463，000 国庫支出金

4 支 補助金(山陽) 2，160，000 2，160，000 
出

内
財調向 割合
県支出金

地方債

訳 5 訳 その他

一般財源 7，623，000 7，623，000 

合計二 、 7， 6~3 ， 000 7，623，000 .'"ロL 計 I 7，623，000 7，623，000 

人件費概算 i入瑚入?:|吋引|宮町無 II吋IJI -什 l 経常

2 

3 

「活動指標、または成果指標

市内事業者数
(商業統計時に測定)

三:1 H24 L H25 
増やす | 増やす

2，354事業所 12，354事業所

畏 .自宅生関与の妥当主|妥当である|市内の商工業の振興を図るものであリ当である。
ー叫川り〓・~_"" '_o・・・・H・M・...・H・-・・1 ・.1.............................1

c当 |目的の妥当性主主 I妥当である|市内の商工業の振興を図るものであり、妥当である
性 l…--…さ・"..・H・，0;.1.............................，
:'1対象(受益者}の妥当性|妥当である

三f三竺斗王十:
効 } 巳 -←λ吋L日己日山..一…......，...，1.............................1
率 |実施主体の適正化三|適正である|市内の商工業の振興を図るものであり、適正であるo

J 性ト.o..o•• ・・....・-……1.............................1
三|負担割合の適正恒三|適正である|要綱に基づき適正に支出している。

手 |目標達成度子 |概ね達成している|市内事業者数が減少しており、現状維持に努めている。

:! 1場持続;;;;;jI:5臼.~...r..... 
Iili.位施策への貢献度|貢献している|市内の商工業の振興を図るものであり、貢献している。

4易
新たに起業する人の支援が必要である。また、中小企業や地域に密接した商庖街の支援が急務の課題である。市として、中
小企業振興条例(案)の策定するととに商工会議所と連携を図りながら施策を推進する。 I

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改畦期善

向性

圏



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局E室・所得)I 商工労働課

事|恥J謀者等を対象とした低利で有利な制度顧画

書|崩量融資の啓発、金融審査会の開催、保証料の補給、金
量|融機関への預託。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

三長会V両訳茸I:f:l主L 主r主

金融機関預託金 153，000，000 153，000，000 

編自厩訳一三三J 割合

国庫支出金

商工中金預託金 25，000，000 

保証料補給金 4，500，000 

三合 計 三 182，500，000

L 
活動指標Lまたは成果指標

1 1金融審査会の開催

21融資実績額(年度内実行額)

3 

25，000，000 

3，248，574 

1~1，248 ， 57 4 

H24 

12回

12回

設定困難

県支出金

地方債

その他

ー般財源

合

設定困難

I"'i誌;568平目r9Ei:ii70平目...

計

商工労働係 | 回

予算現額(円)

182，500，000 

182，500，000 

一般

;1自自Aj治台体関与の妥当性1妥当である|市が行うことで低利で有利な制度融資のサ一ピスが提供できる。
:翼畢二三三lトト卜..山.叫山.“山4“山山川……..山……..山……..山…..山..………….，山...山-勺.京山山山.ι…1一…一.一空
二と)三二当当当.'，旧目的の妥当性壬日コ 止 | 妥当である |中小企業の経営安定化のためにつながるもので妥当である
三性 トト.町…………..……..……..…...一..ぷ.
|対象=受益者)の妥当性| 妥当である|中小企業者等を対象としている。

‘zコ:ススト効率 主 I適正である l実際の融資実施額に合わせた預託金を算出している。
効 'H-逗三....主誌不よム.…….. 山.川山.. 山 .

率:三三三三~I実施主f体本の適正;北d北f化ヒ二 I 適正である I市が行うことで低利で有利な制度融資のサ一ピスが提供できるo
三柱住佐~I………..且M…………..……..山…且u…...……….~~-~~':~; .~~-~-..・ 4・，.............................，.

ミ守l負担割合の適正化 |適正である

I I目標達成度 |概ね達成している|既借入企業のみならず、新規の利用企業の開拓が必要。
d有'h・...三H ・H・....，.......……・.-.;;.1.....・H・...・H・.....・M ・....1

効~ 1類似事業の存在 1存在しない

住 ti'伝説二ゐ長持|説仁三'~'~~'l長局員長晶玉;;説じぞお;.ト
詞肩実績の向上のたあk市制度の周知が必要である。

1 -1 20 

決算額(円)

181，248，574 

181 ，248 ，~574 

経常

Bまた、金利や限度額の見直しなど経済情勢や市場金利に合わせた対応が必要であるため、平成25年度から限度額を750万
円から1000万円へ増額した。

課題

計画どおり事業を進めることが適当 I詩|
固



様式1号(事務事業評価)

21 日回

商業振興諸行事支援事業

商工労働係商工労働課平成26年度事務事業評価シート|課a局冒室・所得)I 

商業振興、商庖街の活性化

歳 γ 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金:

財 県支出金

I掘向R割合三三与
地方慣三 ι

その他

一般財源: 300，000 300，000 

一
dE』2 言十 300，000 300，000 

凶一一間

河川一
人件空間

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

=二支

補助金 300，000 300，000 

ご出内

訳

合:計 300，000 300，000 

|人Z数f人役)1 

|0.051 
，_-三 人件費概算 経常

γH24  若動指標、またほ成裏指標

ノ
¥
"授は…

l
・:-

d
」
"
れ
V

一

J
J
1
n
n
H
V
H
 

:・，
き
一
回
一

で一
1
1
4
1
1
4
 

ノ¥…場…
以
…

、、一こ
u
n
u
u

i
・:・

る
…
訟

を
こ

L
…

で…

1 1商庖街等が実施するイベント数

21商庖街等が実施するイベントに訪れた人数

3 

自治体関与の妥当性 1妥当である|交流人口の増加や、地場産業の振興を図るため、行政として関与している。

目的の妥当性 l妥当である|商業振興を図る事業であり、妥当である。

対象(受益者Jの妥当性|検討が必要|商店街の活性化を図る事業である。

|ゴスト効率 1適正である|要綱に基づき適正に支出している。
劫j話ー……H・H・..……H・H・.1......・H・................…l
三ユ率三 I実施主体の適正化 I適正である

世 t説副長雨量子~l 通五五|副長三通五五五日三

;有有一三=乙，H~.~空男空:空男空~守I~空空骨骨;黒 |肘~:þ.竺門空胃~px;L仕rと三三""(1士士力lt'9味1ど三:三f
三γ一効 1類似事業の存在三三三I存在しじ;なない

性 [t長五員二ふ言語是正 '1 品目.~.~~..I雨量:子二広言の両岸通ZZL広三議みよ員長山花;

一
妥
当
性

.ト
ちょうちん七夕まつり、秋のふれあいまつりなど実施し、地域の活性化にはつながっているが、商庖街の日常的な集客に至っ
ていなし、。他施策の活用や商工会議所との連携を深め、引き続き商庖街振興を図る必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

止

一

中

一
天

一:
 
:
 

M
刊

ノ

-
つま
一
秋

一
度

一
年

一

n

o

-

η

L

-

H

一

一
一
記
項
一

一
特
事
一



平成26年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 商工労働課

中項目(施策)

商業・サービス業の活性化

様式1号(事務事業評価)

商工労働係 I INol. I一I22 ・

.....1商葉雇真東の一環どじて集客力の向上など白雨とした

芸|セール事業を行う。こどもの日については、小学校、幼稚
概|園保育園にチラシを配布し、成人の日については、新成
要|人にクーポン券を配布している。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出
、内

訳

」，Ehヨ 百十 。 。

4 、言~.λ 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

車頼自= 割食J 
県支出金

地方債

訳 その他

ー般財源t

_-o~口~ 計 。 。
1 人件費鱒. I人工数(入計|吋位。1 1官|無 I 一般 | 経常

活動指標、または成果指標三 H24 H25、

1 Iセーノレ協力応数(成人の日・こどもの日セーノレ) I・H・a・"36m…1…・"7oiij"""・H・-

2 

3 

妥 1.幣5何Ff主今烹里|雪~~三芝空~....I閉ザ号門?三努.守F竺空空盟~èどピごrñil~主サ?竺ご三ゴたゴご.どvど，¥ 
当 |目的の妥当性 | 妥当である

竺雨量;五平副長長|言語.~;;~...l面高記長万五五基副主i;ぷぷ2;
lコスト効率 、三 三 |適正である

il-伝説明:::[長:~:~~::J~子所長考iLlY?5551ヨ11日...........
|負担割合の適正化 |適正である

|目標達成度 E三:三 I概概iね達成している
有有~トト"………苛…..山……司H…山…司一……j一…..….
効 |類似事業の存在、 | 存在する |おめでとうセーノレは、他に敬老の目、女性の日で実施している。
性 γト…一ι..・M・……H・H・-….1.............................1
二三|主位施策への貢献度|概ね貢献している|協力盾、利用者ともに、さらなる制度周知を図る必要がある。.. 
協力事業者を増やし、集客の増加により商業振興を図る意図があるが、実際の利用者は少ない状況にある。利用率の向上
、を図るため、周知方法や実施方法などについて、改善する必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

業

一
事

一

算

一
予

一
ロ

一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

商工労働係 1 INol I一I23 ・平成26年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係)I 商工労働課

官 l商工葉両蚕輿及び商工業者相互の連携向上Iこ蚕子る画
芸|設として施設の運営管理を行う。
概I(指定管理者制度導入施設)

要

歳出 予算現額(円) J決算額(円)

支

需用費 4，777，107 4，776，092 

委託料 4，686，171 4，686，171 
ご出
その他 275，842 275，219 

内
:訳

o;/.口~ 言十 9，1$7，482 |ぉ 9，739，120

歳入 予算現額(円) γ決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

訳 その他 8，828，000 8，413，716 

一般財源 911，120 1，323，766 

合計 こ9，739，120 9，737;482 

4，697人

一般 | 経常

若動指標、または成果指標一一ち H24 1 .H25 
できるだけ多く|できるだけ多く

1 1商工センター利用者数 3，770人

2 

3 

l同自j治台体関与の妥当性l妥当である l市が所有する施設であり仇、管理が必必、要である。
て子妥 l卜トトト"山……….. 山……….. ………….一…………i一……….. 山….. 山..叫…
三当 |同目的の妥当性 | 妥当である|商業振輿を図るための妥当と判断する。
性 |ト一一..."一プバ-:_'内一，-o弓1チ'....…….ι五よ..-..................・……1.............................1
1対象(受益者)の妥当性|検討が必要

事 .....l~.:~効率 三三j適正である|適正に実施している。
1:トf男主三言z|雪許空空烹雪?仔空空!空~.......I 空円空土芝ぞ~....l.男rñ;õ主烈守で門門~mヲ;ででで士T0照-C-<b交?史~， ~ 
負担割合の適正化 |適正である|指定管理者制度を導入し、適正に実施している。

-目標達成度 三|概ね達成している

有
効
性

存在しない

..................・・・・・・・・........“......聞..1.....................・n ・・ H・1...・H・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・................................・・・・・・・・・・・..................・H・...........................・・..............・・・・....・・・・・・・・・・・・
類似事業の存在
.............・............................・.，・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・e・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......................................・・・・・・・・・・・・..............・・・・・・・・・・・・・・・・・2・・・・・・・a・・・E・E・・・・・・・・・・
土位施策への貢献度|貢献している|商業振興を図る事業であり、貢献している。

.い
施設の老朽化に伴い、維持管理費が嵩んでいる。今後、耐震化の必要性について検討する。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

圃



平成26年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 商工労働課

様式1号(事務事業評価)

商工労働係 1 INol I一I24 ・

事|商業の新規創業を目指す者を支援することを目的とした
業|施設の管理運営を行う。
概|新たに事業を興そうとする起業者に対して、貸唐舗業務
要|を行う

(円)

需用費 362，499 259，033 

支 役務費 40，000 37，6221 
出
委託料 475，000 470，880 

内
訳 182，381 182，381 

21，000 。
1，080，880 ;949，916 

{円〕

194，000 。
886，880 949，916 

1，080，880 949，916 

|三 人伺算 I人瑚tT;| 人{牛12L|| 者~I 無|時計一般|経常

0% I 0弛

活動指標、または成果指標τ H24 H25 

1 I年間入居数

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である|市が所有する施設であり、管理が必要である。
妥 i…-…7・"~"-.'!""''''''………，.............................，
当 |目的の妥当性 |妥当である|商業振興を図るための施設であり、妥当と判断する。
性ドH・H ・......・...………H・H・:...' ・・ ..1 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|起業家支援を図るものであり、妥当である。

|コスト効率 J子コ l検討が必必、要|入居の希望があれば対応できるように待機しているが、手利lリl用ない状況が続いているo
効 lトトト"山………..山……….，山…..山….. 山......刊.一山川…h山一..…i
率 l実実:施主体の適正化 |検討が必必、要|市が所有する施設であり玖、適正である。
一性γJ一三J一t，トト.日……….日…且H一.て."一h山ら山Hぷ凪二..........・H・.....……ー，.............................，

二二士負担割合の適正化ジ一一一| 適正である

l同目標達成度 r 三予壬三主 • ，検討が必必、要|入居の利用ない状況が続いているo
|卜二有 ト司"…….. …….……、いμ.. ふ川.. 
効 |類{似以事業の存在 | 存在しない|
性主二一一.竺...円..ふ"山…….. 山...山山…..川.. 山...…….. 山…..山...………!一…….日山....山…….. 山..“……..……..…川..

一 1上位施策への貢瞳度度ι|検討が必要|入居の利用ない状況が続いており、検討が必要である。.ト
雨漏りなど、施設の老朽化が進んでいる。
入居利用者がない状況であり、地元商庖街、商工会議所と意見交換を行い、今後の施設利用について検討する必要があ
る。

課題

今の向方性後 事業の進め方等に改善が必要
改善
27年度中に改善に着手

時期
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 企画課 企画係 回 日 4 

'...1地域総合整備財団の支援の下に、地域振興・活性化の
芸|観点から必要と考える民間事業活動等のうち、市の要綱
概|に示された要件を満たす法人格を有する団体に無利子
要|貸付金の貸付事業を行う。

手段|老人福祉施設等建設事業に対し、無利子資金の貸付を行う。

歳三出 予算現額(円) 決算額(円)

地域総合整備資金貸付金 。 。
支
出

内
訳

~コh 計 。
Fー
。

|主人;エ数[人役)I人件費(円)I . 剥" dfn.' I J"-言書且

ミ 1 0.051 278，5851 

サービス業の導入促進及び雇用の場の創出

人

|国庫支出金

財 |県支出金
源割 1~t1.._'_l*
肉 ι世主豊ロト一一一ー
訳 |その他一

一般財調三 J二

交付税| 士 l 
算えJ 同 | 

※上段:目標

予

100% 

若動指標、また耳元E属官事 H24 I 弔芝5-一

1 I地域総合整備資金貸付実行事業数

2 

3 

自治体聞与の妥当性|概ね妥当である
妥 ，Jト..川川.叫.

市7

。

臨時

当.I目的の妥当性 I 妥当である I新たな雇用の確保、高齢者介護サ」ビスの充実に寄与し、本市の地域振興が図られる。
性性 f.;:;:....…………….. ……….“…… .. 山.. ヨ............ … H ・H ・....... ・I ・.. 十

効

率
性

三|対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市地域総合整備資金貸付要綱の貸付対象者に該当する。

コスト効率 ご |適正である

実施主J本め適正化 |適正である

負担割合の適正化 |適正である

閏標達成度
J有 ~~~・H ・H・..十・・・.，......・ ι;'.+....…・・・"…………….. ……… .. …… .. …………… .. …………… .. …………… .. ………… .. …………… .. ………… .. ……… .. …… .. … .. …… .. … .. 

。

三効 |類似事業の存在 | 存在する |民間金融機関等の融資制度はあるが、本件の貸付は無利子であ制り、民間事業者には有利な貸付事業である私。

性 l上位詰議芸=蒜石貢献度|同概ね貢献して川 .. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期



様式1号(事務事業評価)

24 日
小項目(基本事業J
農業の担い手の育成

回農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課帰直面所(係)I 

三歳J 入 至草現輩I円〉 決算額(円)

財調訳向 割合

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 100 258，000 258，000 

計 258，000 |三 258，000~ ヨ

歳で出 予算現額(円) 決算額(円)1 

支訳出向

負担金 258，000 258，0001 

合 γ 言十 258，000 258，000 

経常
l人工数(人役)1人件費(円)1 

1 0吋 278，5851三人i件費概算

活動指標、または成果指標

事業数

2 

3 

:芸 I自治体関与の妥当性|雪当である|各団体が行う手業を支援しておリ当である。
当 |目的の妥当性 ヘ二も三 1妥当である |農業経営の近代化の促進、農家の社会的.経済的地位向上を図ることを目的としており仇、妥当である。
性 lトトトH………….日……..…...…………..……..……..…..……' “………..….….. .. …………..山……..山…..…....…………..………..……..…..….
|対象(受益者Hぬb妥当性l妥当である|各各4種農業グル一プの育成であり、妥当であるo

Iコスト効率 |適正である|協議会等で各種事業を実施しており、効率的である。
効主 1・，...~.........・h・....…......・H・-…・・・ 1.............................1

三率 1実施主体の適正化 |適正である|山陽小野田市、宇部市、]A山口宇部で構成された協議会であり、適正である。
性 1..・M ・....・M ・.，.….............……1.............................1
負担割合の適正化 |適正である|山陽小野田市、宇部市、]A山口宇部がそれぞれ負担金を交付しており、適正である。

事|骨子持 "".1きた三竺l明守明青野-0
I ~ I類似事業空存在 |存空しない

l上位施策ペの貢献度|貢献している

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・居E室圃所(係)I 農林水産課 農林係 I INol I一I25 1 

事|やまぐち農林振興公社は、県内の農林水産業の持続的
業|かつ健全な発展並びに農地及び森林の有する多面的機
概|苧の発揮を図り、農山漁村の振興に寄与する事業を行
lフ。要目

(円)

131，000 131，000 

131，000 131，000 

財草吉訴草正黒吉入手官町

マ歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債:

その他三

一般財源 100 131，000 

dE』コ 計 131，000 

入件費概算 |人工数(淵人件間~ I官|無|同問| 一般

活動指標、または成果指標 H24 

15 

H25 

15 

1 I事業数 15 15 

100% I 100% 

2 

3 

妥 自治情関与の妥当性|妥当である|各団体が行う事業を支援してお日当である。
.......・負怜・・H・.，.・ ・u・，.......~....‘・・・・ ..1.............................1 

当 1目的の妥当性 三 |妥当である|農産漁村の振興事業を展開しており、妥当である。

主|討議(主主主J均五|妥当である|各種農業グノレープの育成であり、妥当である。
lコスト効率 1概ね適正である|やまぐち農林振興公社で各種事業を実施しており、効率的である。

効ト....・H・-……H・H・...・H・-山…..1 ・↓

決算額(円)

131，000 

131，000 

経常

率 |実施主体の適正化 |適正である|県内の全市町が参加するやまぐち農林振興公社が主体であり、適正である。
性ト................-.…川…ーら…1.............................1ト
負担割合の適正化主|適正である|全市町が賛助会議を納めており、適正である。

目標達成度 概ね達成している|目標の事業数を達成した。
有 1............................................，
効 1類似事業の存在 |存在しない
=佐 p....;.;;~::.;.;，....:.， :;;;.;..;;;.......'..;.1

よ位施策への貢献度|貢献している .. 
課題

寸今の後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期

園



平成26年度事務事業評価シート|課a局室冒所(係)1 農林水産課

ーl平蔵吉存度から15年度にかけて山陽地区においてJA山
宝|口宇部が整備したライスセンター等の事業資金に対する

毒|元金、利子に係る補助。
要|期聞は平成10年度~30年度

歳ー出 予算現額(円) 決算額(円) 三 三二三三三蔵一 λ 

補助金 5，678，000 5，677，238 国庫支出金r

支
出

訳内士

財源割
県支出金、

地方債
内合
訳 その他

一般財源

4E』ヨ 計 5，978.000 5，(377，238 合計

活動指事子主正面蔵裏指標 H24. I 二H25

9，895，378 1 7，718，488 

1 I補助金額 9，895，378 I 7，718，488. 
100% I 100.00% 

2 

3 

様式1号(事務事業評価)

農林係 1 INol 1-1 27 ・

予算現額(円) 決算額(円〕

100 5，678，000 5，677，238 

5;678，000 5.677;238 

一般 経常

自治体聞与の妥当佐| 妥当である |伸地域の農業振興、地場産農産物を封利l朋用した特産品の開発を行的う農業施設の整備事業に対するものであ削り、妥当である私。
妥 lトトト.. 山…….. 山…….. 山…….. 山…….. 山山.. 叫.凶川舎
当 |旧目的の妥当性 | 妥当である |阿地域の農業振興、地場産農産物を利用した特産品の開発を行う農業施設の整備事業に対するものであ制り、妥当であ抗る。

性 1 .. ト…"一一…7一一-一戸一…..........……1.............................，
V >1対象{受益者)の妥当性| 妥当である|北部ライスセンター、育首センター、小正寺ライスセンター、農産物加工所であり、妥当である。

|コスト効率 |適正である

: .1言弁当54-:ffiI:長2255::p:!???.112五ヨヨ三五日ヨ詞日ラ'弓長-広
tl負担割合の適正化 |適正である

二子三(1目標達成度 1概ね達成している
有~....................，..~.. ，.;....:.o....;:，.;..I.............................1 
効 |類似事業の存在三壬て|存在しない
性 lト.. 一….叫山.. 山.
三d上位施策への貫献度 i貢献している

;興

1 

... 

与今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

園

改時期善



様式1号(事務事業評価)

28 己回一農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 

事i経菅猛夫その他経営発展を図るのE瓦要証農業経営基
::1:1盤強化資金を借り入れた認定農業者に対し利子助成を

!I島海助成額:問306円(8山 3円)
ま lグリーンハウス 助成額:3，375円(1，688円)

歳 λ 空豊里豊(円) 決算額(円)

国庫支出金全

財 県支出釜 z 50 848，000 848，840 
源割
地方債ニ

訳向幸三青 1その他

一般財源 50 850，000 848，841 

4ロ』 計 1，698，000 1，697，681 

ア歳 J 出 、
予算現額(円) 塁重璽{円)

主義出E ー
補助金 1，698，000 1，697，681 

内
訳

守合主計 1，698，(j00 1 1，697，681 

経常判明一

人件費市下1

竺竺オ
l入工数{人役)1
|0.051 

若動指標、または民主席旨覆

関係団体との情報確認回数

21制度利用者数

3 

1自治体関与の妥当性|妥当である|認定農業者に対しての利子助成であり、妥当であるo
E妥ご1・十M・M・00.……00.0000..，Oo '~;':;'I.... .......... ...............， 
三当 I目的の妥当性 J 三一三| 妥当である|資金の借入であり、妥当である。
三性 I.~~.........………町長一"1.............................，

対象(受益者}の妥当性| 妥当である|認定農業者であり、妥当である。

iコスト効率己 I適正である|認定農業者が、経営拡大その他経営発展を図るために必要な借入の利子助成であり、適正である。
効 Hh十三百一..... ………・...1.............................，
率づ，美実:施主体の適正化 l適正である|認定農業者であり、適正であるo
性「二三 fド“…川.. 示ι-
|負担割合の適正{位ヒ三l適正である|利子助成であり玖、適正であるo

有 i己肩??Fザ?腎空幣聖持聖J二.... 示'....二...... 二二.....二二.... 三二二....，......1 空央:三士Itど点叶Itど竺叶，\三卦:三叶雪d叶I.~庁?巧雪:è" :ßf)竺幣警腎号とと，"{'乃
効三|類似事業の存在、 |存在しない

|住ド位元ぶ雨量説|貢献山、る .. 
新規の制度利用希望者への利用拡大と、それに伴う予算措置。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

園



平成26年度事務事業評価シート|課・局呈圃所(係)I 農林水産課

様式1号(事務事業評価)

農林係 1 INol IーI29 1 

歳出: 予算現額(円〕 工決算額(円)

補助金 4，000 3，105 

支
出

訳内

一 合計 4，000 ， 3，105 

歳三人 予算現額(同)「決算額(円)

揮財訳向 割合

国庫支出金乙

県支出金 50 1，000 1，552 

地方債

その他

ー般財源 50 3，000 1，553 

合計 . 4，000 . 3，105 

ι 人件費概算ごキ |人工数(官~入件記hil 官|無| 匝副 一般 経常

1 I関係団体との情報確認回数 12回

活動指標、または成果指標 1 H24 

12回

12回

21制度利用者数

100% I 100% 
2人 I 2人
2人 I 2人
100% 1 100% 

3 

ト I自治体関与の妥当性 l妥当である 1県・市が当該融資機関に対して利子補給措置を講じるものであり、妥当である。
妥 |卜卜旬叩山.山……….. 山….“山一.. …..γJタ..匝………一.. 吋.
当 l国目的の蚕蚕i当性 | 妥当である|当該融資機関に対しての利子補給であり弘、妥当である。
性 l恥.竺?竺ケ..ふ一ふ.一…一一...山川山..山…….“….. 山一….. 川.凶山‘....……..…....………日…..……...……n…..1.............................1↓. 

T I対象(受益者)の妥当性|妥当である 1農業者等であり、妥当である。

三|コスト効率 適正である|農業者等の資本整備の高度化を図るためのものであり、適正である。
と三効ャ 1......・H・-…...・d・...円山川λ…..1.............................1
7 率 |実施主体の適正化 |適正である|農業者等であり弘、適正である。
性 .1トい竺一……‘“山……….“山….，山…，.山..……… .. 正i己?示ザごL...予グ.一ヂ?匝，...……….. ….ι一←里
|貫担割合企:の適正化 |適正である|利子補給金であり弘、適正である。

:一有て=1|•. E烹F竺-おふ二三乙~..I..~翌翌.~.~~.~.~:..I.!マ竺!烹ヒゴ民
J効、 I類似事業の存在 ..••• I存在しない
砂 性 lト卜卜叫山……….. 山….. 山……….“山…….. 山…ん.. 山….. ム.二.. “山.“句.山坦←、.. ιι.台がい.. 山.. 一.
|土位施東ヘの貢献度|貢献している ... 
本資金と同様の農業経営基盤強化資金(スーパーL資金)において、市の財政状況から平成19年度の新たな借入れに対す
る利子補給を断っており、本資金においても同様の対応を取らざるを得ない状況になっている。

言主課題

今の方後
事業の終了 改時善期

向性

固



様式1号(事務事業評価)

33 日回農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 

.".".1農業管理モンターは、直接農業著函蚕O.!::Iよるだ、けでな
芸|く、市、農業委員会、県、園、]A等の関係機関が定期的
概I!こ担い手の育成確保、農業生産組織の育成等について
要l協議している。

一歳入 予算現額(円) 決算額t円〕
国庫支出金

財轟丙訴三号L三一、二:普告J 三

県支出金ィ'

地方債

その他ー

一般財j原 100 992，000 992，000 

合計 992，000 992，00Q 

歳一出 ;予算現額(円) 決算額f円)

主コ三且:君両訳ー主毛よ

補助金 992，000 992，000 

守合二ニ計 992，000 992，000 

経常
交付税
算入入需間l人エ数{人役)1

f1 0.351 

五百動指標ーまたl;f)成裏指標

1 1会議開催回数

ーヱ一 一

21情報共有回数

3 

_m-~ぅ|自治体関与の妥当世|妥当である|問機関主団笠宮忠君認了て、
京 1 ・H ・H ・ ・ ・ u・… r"~…H・H・....……l 関掠磯:関日間.停泊・3・定期的"i~協議を狩るマ:.末市.あ農業.め現:~事ヰ.援お芳両桂:iさち...
三当二|目的の妥当性三:で 1妥当である| 慨閣山
社 l~ …..n・H・…・・・ぷ..........一一I....~.~..:・H・...・H・..I.~.~:古蹟費去五t.~ぢ:~ヲ仏系当7ごh.否o ・...…
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|農業管理センターは関係機関、団体が定期的に協議を行っており、妥当である。

コスト効率 1 適正である IJAU1口宇部
効三毛f.::iー刊M ・M ・山...・H・...・H・.............1 ↓ 

r~'.;:;~:;:~;;，;:;，.~.~..;:..l …目農薬管理モ.ジ夢二ぼ市…農薬萎貰~~..~、.菌、日等蘭掠機閣苦言定期間lさ閣議.をじで目
辛三|実子主門戸;!f.E..I迫[正であるいり、適主主あ.29. 面、 官、

I負担割合の適正化: I適正である|関係機関、団体が定期的に協議を行う場であり、負担割合は適正である。

l目標達成度 |達成している
有 I言.，
ニ妨二I類似事業の存在 r土| 存在しない
ブ性 1....川…H・H ・.....・...・'一台 | 
l上位施策不の貢献度|貢献している
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様式1号(事務事業評価)

39 日回農林水産課 農林係平成26年度事務事業評価シート|課品室=所(係)I 

.....1平成22年度から始まった戸別所得補償制度が、 25年度
主|からは国の制度名が経営所得安定対策に変更された。

読|当該事業における推進活動に係る事務費。
要l市の細々目名は26年度から変更。

歳 λ 士 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債J

内合
訳 その他一

→般財源 379，000 354，840 

dロ』 言十 379，000 354，8.40 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支l山

需用費 379，000 354，840 

守訳出内

.g. 計 379，000 $!.i荏，840

川
市
一

I人工数(人役)I人件費(円)I 
|1.51 4，590，8951 

人件費概算 経常

活耕輔I正面戒副首謀

21経営所得安定対策加入者数

1 I会議回数

3 

三乙 1自治体関与の妥当性|妥当である|生産調整事務の円滑な実施のため、妥当である0
2 妥 I..;...:~..・..ふ1・・.............……・.， 1.............................1

当 i旧目的の妥当性 主1妥当である|生産調整事務の円滑な実施のため、妥当である。
JぺE 性 1....戸示宵守f戸喧号I空子J一…………..……..……..…………..……..山…..山.，.…………..…….日……冒H………….日……..山….. 山.. ………..……..山…..…..“……一..…..γ一.竺ケ!一一...…………..山……..山…..….日ι.
|対象f受益者)の妥当性|妥当である|生産調整事務の円滑な実施のため、妥当であるo

iZ-lコスtト雪衿翌 i二 .....1 適正である|生産調整事務の門滑な実施のた吹長円:二.道正である。
三率 |実施主休の適正化 |適正である|生産調整事務の円滑な実施のため、適正である。
= 性 4↓トlトトい..一…….一一そ円山..日γa
負担割合の適正化壬 |適正である|国事業で10/10の補助率で行われており、適正である。

三寸目標達成度 1概ね達成している
ぞで:有 2士一 lトト"山….. … .  
ミ効 |類似事葉の存在 I存在しない
性 1.....，..，. ご . 三ヤ l
l上位施策への貢献度|貢献している

.レ
課題苧

l 今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

圃



平成26年度事務事業評価シート|課局室・所(係)1 農林水産課

様式1号(事務事業評価)

農林係 I INol 1一156 ・

人・農地問題解決推進事業

事|力強い融構造を実現していく玩葉吾地域で地域
:':1農業のあり方について議論を進め、地域農業を担う経営
毒|体や生産基盤となる農地を将来においても確保していく
こ要|必要がある。地域の中心となる経営体の確保やその経営
|体への農地集積に必要な取組を支援する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 24，000 1，000 

支 職員手当等 8，000 13，000 
出

訳両

| 一一一一一一:三巴 合 計 32，000 14，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額L円)
国庫支出金

財 県支出金三 100 32，000 14，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

二」 dロL 計 32，000 14，000 

ー

人件費概算 二|人王数(怯|人?5251|殺|無II会計匂| 一般 経常

100% I 100.00% 

活動指標、ま正は蔵菓子首謀 H24 I H25 
3回 I 3回

3回 I 3回1 I検討会の開催

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である|地域の中心となる経営体であり、妥当である
ι妥 h・H・..."....・い山三.........……1.............................1
当 |目的の妥当性 1妥当である|人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。
性 「ト両日目H ・H ・-山..........山1.............................1
;三|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|人・農地プランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、妥当である。

三て|コスト効率 1 適正である |人・農地グランの推進による、地域農業の将来の明確化、農地集積の推進のため、適当である。
言効 i・q・....・H・-….山…..山…..…..司……..山…..…....………..山…..山司...山……..山…..山..….
三率 |実施主体の適正化三毛ゴ| 適正である|地域の中心となる経営体であり、適切である。
性 1.卜ト"山…….“山.“山…….“….“叫.千...…….日一且示戸……….'山……且"………..…一..一'"…“山…ι..ふ一7主斗i一~…….一…山…J一一..…叫::':'~:;I ・・十
l負担割合=の適正化、 |適正である|国の負担であり、適正である。

|目標達成度 1概ね達成している
三有 ~.....................................'......I 

効 |類似事業の存在=三|存在しない
，...... ..….....…，…..........，. 
'10，11:;註施輩への貢献度|貢献している

課革A

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

、向性 時期

..... 

圃



様式1号(事務事業評価)

目

平成26年度事務事業評価シート|課局面室冨所得)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

ー』農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な
宝|農業の実現のため、青年の新規就農者を大幅に増加さ

毒|せる必要がある。平成24年度から、就農前後の青年新規
要|就農者に対する給付金の給付等、新たな国事業が創設
lされ、山陽小野岡市においてもこれに取り組む。

歳 出' 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

交付金 7，500，000 7，500，oEOI 国庫支出金

支
出
内

県支出金、

地方債 f

内合
訳 訳 その他:二

一般財調{

三二三 1:企コh 計 7，500，000 7，500，000 て dロh 言十

EE  .w.L， ， d円、 EEE.._'"包，~， 1

活動指標、または成果指標

1 1給付金支給

21新規就農者

3 

H24 

2人

2人

H25 

3人

3人

l00.00% 1 100.00% 

2人 1 3人

2人 1 3人

100.00% I 100.00% 

農林係 l回 日 59

予算現額(円) 決算額(円)

100 7，500，000 7，500，000 

7，500，000 7，590，000 

一般 臨時

l自治{体本関与の妥当性| 妥当である|営農を継続していけるよう所得を保管できるための事業であり仇、妥当である。
妥 lト卜"山山……..山….. 山山……..山….帥山….. 山盆..……且.い叫H恒?叫ポ片.-...…一..川一.“.
《当 1旧目的の妥当性 |妥当である|青年の就農意欲の喚起と就農定着を図るため、妥当である。
性 |ト卜卜ト"……………..………..…………..………..……..…...........・M ・... ・H ・7 … ..... ・H ・1.............................1 
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|新規就農者の経営安定、営農定着を図るため、妥当である。

|コスト効率 1 適正である|新規就農者の所得確保を図るためであり、適正である。
も効 lド.. 山……….. 山….. 山…..山....山………"山….... 山………..山….，山…..山..山………..山………..山………..山………..山………..山…..山…司H山..山……司.，.子.一?
i千τ 警 |実施主体φ塑正化 |適正である|新規就農者の所得確保、就農定着を図るためであり玖、適正である。
"1..... ..……......n・......‘・…….....1・・・・・・・....・・・・・・・...........1
|負担割合の適正化 |適正である|国の100%負担であり、適正である。

l目標達成度 • 01達成している
三有三} 、 ，';;;;，;....;;;.1 
| 効 |類似事業の存在 I存在しない

戸|通語芯均五|説L~'~'~~"I
4巳

7γてγプ課壬t主買主画f

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課唱E室置所得)I 農林水産課 農林係 I INol .. I一I61 1 

事|農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な
業|農業の実現のため、農地中間管理機構を設置し、担い手
概|への農地集積と集約化を図る。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)。 。 国庫支出金

支

Lピ三訳出向百f 
両額財ペ三ミ割合三

県支出金

地方債

その他

一般財源

.gヨh 計 。 合計 P

人件費概算
l人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I~ I I 二 | 
| 0叫 別刷~ I算入|有 II会計種別| 一般

活動指標、または成果指標 H24 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

目互吉一I I H26 1目標 l

1 1機構への農地集積

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である|担い手への農地集積と集約化を図るため、妥当である。
妥 1........:.川…...._...~..........“山山，.............................1
三一当 1目的の妥当性 三 |妥当である|担い手への農地集積と集約化を図るため、妥当である。
T 性二 I~….........・-二ら・1…...…石川1............................. ，

:玉三三|対象〈受益者)の妥当性|妥当である|担い手への農地集積と集約化を図るため、妥当である。

Iコスト効率 |適正である|担い手への農地集積と集約化を図るため、妥当である。
効ト山・H・H・..ーH ・H・..~.......・H・....… 1.. ・L
率 i実施主体の適正化 |適正である|担い手への農地集積と集約化を図るため、妥当である。
牲 トー....…・日…一…十 - 十
|三三三一|負担割合勾適正化三|適正である|国の100%負担であり、適正である。

目標達成度 |検討が必要
有 1..，・....…岡山…・・ 4 ム 1 
類似事業の存在 二l--tt .ょ1...;;.;.";，....，..i，....，.，，.....;.........1

三三三三三|土位施策ペの貢献度|貢献している .」

達成

度

。
。

決算額(円)

。
。

臨時

農地中間管理事業がH26年度より開始されたが、貸し付けたい農地も農振地域内の農地であり、自己管理で2年間は行う
司必要があるなど、様々な条件が整ったのが夏であり、関係者への周知が不足した。
営農法人等を中心とした集約を検討する必要がある。

課題

今後
の方
|向性

固

計画どおり事業を進めることが適当 |時|



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室個所(係)I 農林水産課 耕地係 回

予 事覇I両刃二決算額(円) 歳入 予算現額(円)

13，0001 は002 国庫支出金:

翠財調= 割 県支出金王子 100 4，732，480 

地方債三 90 8，500，000 

その他、

101，0001 100，錦1

363，0001 362，880 

4，256，4801 4，256，480 

9，480，0001 9，480，000 ?般財源 981，000 

14， 213 ，4~jO l _c1.4，2U，84i，l 合計 1ム213，480
|人工数f人;役;)J入件費(円〕 1 1 
|0.351  1，950，0951 1 

一入件費概算

活動指標‘または成果指標: H24 

ほ場整備計画事業採択件数

2 

3 

|三 i自治体関与の妥当性|妥当である l農業振興の促進及び経営体の育成を図るものであり、妥当である。
妥 |トト.. 山….. 山山….“山山….. 川山….. 山.“山.. 山…….. 山..山.. 山.. 山.山ω.…….. 山.. 山.... 山…….. 山….. 山...…盆M山.“川….川….一1一...一…i
当 l目的の妥当性iよ一三J、二γ三二主¥圭一;三三二1妥当である 1農業振奥の促進及び経営体の育成を図るものであり弘、妥当である。
性 1十十.. ………… .. …… .. ……..…....……..ぷ・・・・・自主..........古....ι+............................1卜
|対象t受益者Iの妥当性|妥当である 1農業者の経営安定と農作物の安定供給を図るものであり、妥当である。

恒瓦ト効率 |適正である|市の負担は事業費の12%であり、適正である。
「効 ト..・H・H・-…・山…....・H・-・山H・H・1.............................1

日 3 

決算額(円)

4，731，3601 

8，500，0001 

980，4831 

14，211，8431 

臨時

率 |実施主体の適正化 |適正である|実施主体は山口県、市は事業費の12%の負担で事業が実施されるので適正である。
性 トM・M・-温ー……..…ーと・……1.............................1
|負担割合の適正化 1適正である|市の負担は事業費の12%であり、適正である。

三:石~~~.. ~~~.~ よ | 空黙存とピご1ど:空引引刊叩I.~~三!
1 効|類似事業の存在 主|存在しない

性トH・H・-…- -チ l
~|土佐施策:ぺの貢献度|貢献している

..... 
課題二

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課掴局室冨所(係)I 

事|土地改亘亙等が維持菅重している扉示麗場辱の土地改
:1良施設の適正な運転を行うための維持管理費の助成、事
事|業償還金補助を行う。高千帆土地改良区、後潟土地改良
要|区、南高泊干拓農協、古開作土地改良区、山陽土地改
l良区(永安台沖開作地区)、厚狭寝太郎堰土地改良区

二歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

主主f主
負担金、補助及び交付金 49，404，588 49，114，794 

:合計 49，404，588 主9，114，794
i人王数(人役)1.:人件費(円)I 

041 1，039，2101 
三人件費概算キ

活動指標子孟正直読果指標会 H24 

基幹水利施設数(各排水機場及び寝太郎堰)

2 

3 

農林水産課 耕地係 回 日 8 

、歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源想向手 2 奇割

県支出金三

地方債

その他

一般財源 49，404，588 49，114，794 

合 z 計 49，404，588 49，114，794 

経常

三l自治体関与の妥当性| 妥当である|用水確保及び防災関連施設の維持管理を地元関係者が行うものであり、妥当である。
+ い・・u・…・."_，，・・..山・・・・…H ・H ・..・1.............................1
三当 |目的の妥当性 、 I妥当である|用水確保及び防災関連施設の維持管理を地元関係者が行うものであり、妥当である。
田 島…・・.......i~................ …・・・・・・ ..1.............................1

|卜.- I対急(受益者)の妥当性| 妥苦である|用水確保及び防災関連施設の維持管理を地元関係者が行うものであり弘、妥当であるo

効工 F.，...........:...，;.u................，....I.............................1ト卜| |Gヨ訊掛え亦岬ト
J 率i杢I実施主体ののi適Eイ化じ I適正である I市民の安全を確保する防災関連施設の維持管理であり仇、適正である。
三珪 |トトト“…………….. 山…….. 山………….. 山……….“山…….. 山….. 山.“山………….目一…….日一……..一….“山‘旬'己ιι一〉瓦一.…………-一戸.一…L一.“山………..山……..…….“…

'負担寄割l王倉Eの適正{化包じ I適正である|市民の安全を確保する防災関連施設の維持管理であり、適正である。

目標達成度
有ιJ三~_ _ ~.c.;;......;...........;....;;;...............1 

r 効二|類似事業の存在 |存在しない
ア性 l卜..……..山川..
上位施策への貢献度 l貢献している .. 
-市内の主要な排水手段である排水機場ポンプの老朽化が進み、管理者の負担が大きくなっている。

-効率的な維持管理を継続するためにも、山陽地区の土地改良区合併を促すことが必要。
課題;

T 

今の後方
事業の進め方等に改善が必要 i改時善期 27年度中に改善に着手

向性

園



様式1号(事務事業評価)

9 

重|主主宇野525窪ま鳴館患部位相対象|土地改良施設及び維持管理者
事|る。負担金を5年間で積立し、計画的に改修整備を行う。 I手段|園、県、市の負担金を5年間で積み立て事業を実施する。
要.

日回ι耕地係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 

入 (円)

693，000 693，000 

693;000 693，000 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 693，000 693，000 

合言て計 693，000 二 693;000

経常団一
IJ人工数(人役)1人件費(円)I 

三1 0.051 278，5851 

活動指標、または成果指標三三 J

積立額(千円)
1 I 
※積み立て開始はH24年度

「 ご人件費概算

2 

3 

三 I自治体関与の妥当性|妥当である|災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図る事業であり、妥当である。
妥ミ トH・H・.....・M・-山A・H・-・・5・与.......・| ・|
主|目的の去時三 I妥当である|竺片止と維持??力化及び誌の常化を図碍ゃあり、妥合iIiJ6。
|対象(受益者)の妥当性l妥当である|災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図る事業であり、妥当である。

コスト効率 I適正である
効 IιLり円竺?型?竺?円..川咽
率三-三CI一一|実施主体の適正化二三~I 適正である
J性三苫主 f 且 、 :.'..1 
|負担割合り適正化 |適正である

有 J一厚違成度 ..:..，."J達広している
効
7性 f.......................i"..;.;:'子:了........... ↓ | 
t上位施東べの貢献度|貢献している

4巳

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

型1生
時期

圏



様式1号(事務事業評価)

10 日回耕地係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課町局室・所(係)I 

、歳二人 予算現額(円) 決算額(円1
国庫支出金 J

財調訳向 割合

県支出金:

地方債 J

その他

一般財源 3，088，000 2，792，561 

d回~ 計 3，088，000 2， 7~2 ， 561 

歳三出 予算現額(円) 決算額{同〕

需用費 778，285 778，285 

主出訳向

委託費 712，000 458，700 

借上費 577，000 546，300 

土地改良事業団体連合会負担金 814，000 811，200 

その他 206，715 198，076 

合 J 計L一三プテ → 3，088，000 2，792，561 

明一
人件費I百m
竺竺当

I人エ数{人役>1
|0.051 

J人件費概算 経常

ι主H24活動指標、または成果指標

2 

3 

|自治体聞与の妥当性|妥当である
妥ごv竺………H・H ・............:..1
三当三l目的の妥当性へ 三 |妥当である

きι|対象(受益者ゆ主当性|妥当である

コスト効率 I適正である
効 1.-.......;...ーニ三 | 
率 I実施主体の適正化 |適正である

ど J性:二三;;../'.:.....;.......，....."......，;'...~I

1負担割合の適正f仁三|適正である

1 1目標達成度三二 r

有 }ト.. 川山.仇町山←τ"_"山山..………..……..…刊.竺山叩刊.，叩川山R帆山一一"_"-ぺ，.一
効効E主コ三ゴ|類似事業の存在 I存在しない

| 主主位施策への貢も献長|貢歌.して-一 .. 
今の方後三

計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性 時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課掴局・室・所得)I 農林水産課

事|単房事葉専の要件:1;:吾吾ない事業にづ示て市の単独事
業|業として地元からの要請により事業を行う。毎年要望があ
概|がり、緊急性等を考慮して事業を実施する。

要

(円)

8，352，412 8，310，000 

耕地係 | 回 1 -1 11 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財調訳内 割合

県支出金

地方債

その他

一般財源 9，302，412 9，247，348 

合計 | 一弘302，412 ~j247，3481 

|ぅ入件費哩三 |人工数(TrT2忠。II 宝~I 無 I~一両 一般 | 経常

14 

活副首東証I誠果開票 H24 H25 

1 I実施件数 21 

2 

3 

主主当
対自目象泊的I体の受関妥益与当者の性Yの畢妥当当性性

妥当である 営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。
-・・・・・・・・・a・..・E・・........... -・・・・・・・・・・・・・・......且且・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・a・・....・・・・・・・..・・・・・・・・・・・・・・E・・冒冒..................・・・・・・・・・・・・・・・.........且・・.......且・・・・ー・・・..............
妥当である 営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。

性 -・・・・・・・・・・・・・・・E・・.冒........-・・・・・・・・・・・・・・・・・・........且・・・・・・・..................・........冒・E・・・且・・・・.....・ー・・・・・・・・・・・・・..・・冒・・・・・・・・・・・且・・・・ー・.............・....冒E・・・・・・・a且・....・ー・・・・・・・・・・...

妥当である 営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。

率性効
ゑ宇負担平ト割主効要合率函望里連子正与化化三

適正である 営農促進と効率化のために行う事業であり、市の助成は適正である。
..冒・.........................-・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......................................且・・・・・・・・・・・・.............冒..............・・・・・・・・・・・・・・............且......................冒・........・......

適正である 営農促進と効率化のために行う事業であり、市の助成は適正である。
..，・・・・圃・・・・・・.......・・・・・・，..-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・且・・・・・・・・・・・・・・・・・・.....................ー......・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............................冒・・・・・・・・...・・・・・・・・・・4・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・
適正である 営農促進と効率化のために行う事業であり、市の助成は適正である。

ミョ有三
類上面i似位量華事施豊民撞…子J 内田度ξ一存川の在貢咽三献L度: 

.............・・・・・・冒.........-・・・・・・・・・・・・・・・・・........冒a・・・........................・E・・・・・・J・・・・・・・・・・・ー..........................................................・・・・・・・・・・.....................冒

効 存在しない
デ性 -・・・・・・・・............・・......・・且・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・...・・・・・・・・・・且且......且・・・・・・・・・......................且・・・・ー・・・・・・・・・・・...・・・・・・・E且・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...冒・・・・・E・・・・・・・a・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・

貢献している .. 
要望が多いため、次年度に繰り越さないためにも予算確保に努めることが必要。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課目局・室伺(係)1 農林水産課 耕地係 I INol 卜I12 ・

手段|市が管理する土地改良施設の補修及び整備を実施するo

歳マ 出 予算現額{円) 決算額(円) 歳ロ入J 予算現額(円)

工事費 4，499，280 2，609，820 国庫支出金

支 修繕料 360，000 155，520 財 県支出金
l出

訳内三

源割 地方債ご」
訳向合
その他

ー般財源 4，859，280 

合 言十 |三 4;859，280 2，765，3.40 ιγ 合、計三 4，859，280 

人件費佐三イI一江数〈人間入fZZLi|想見|無|国画 一般

三百覇指標、または成果指標

1 I整備件数

2 

3 

H24 H25 

10 16 

自治体関与の妥当性 l妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり、妥当である。
妥 !，...・H・-…"“................・・;;.......1..... ↓ 
当 |百的の妥当性 1妥当である|営農促進と効率化のために行う事業であり弘、妥当である。
性 卜トドιιふ.. 午.. …ぷ.. ιぷι
l対象{受益者)の妥当性|検討が必要|営農促進と効率化のために行う事業であり玖、妥当である。

~三τJ主づ乏-主二一一 I::Jコスト効率 l概ね適正である吋|市が管理する土地改良施設の補修及ひび春整備であり、適正であるo
ミ効 !トP円円叩売?山……円.“山….. 山….. 山.. 川……….. 山….. 山….. 山..…
率 |実施主休の適正正'1化eI検討が必必、要|市が管理する士地改良施設の補修及び整備であり、適正であるo
性 Iト“山……..…..竺fミ竺t竺「竺
負担寄割l合の適正化 l適正である|市が管理する土地改良施設の補修及び整備であり、適正である。

斗目標達成度
J有!;...............................:号 1
ご効 |類似事業の存在二二 I存在しない
コ性 |…ーふー...ぶ:;.. -..:..........1 
I土佐施策への貢献度 i貢献している

課題

.. 
今の方後

計画どおり事業を進めることが適当
向性

圃

改善
時期

決算額I円)

2，765，340 

二2，'765，340

経常



様式1号(事務事業評価)

49 日回耕地係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課・局呈・所得)I 

.....，土地改良事業等で整備した農業用施設が耐周年数を経
主|過するなど老朽化が進み、維持管理労力が大きい施設に

事|ついて計画的に改修整備を行う。
要|殿町の水路に自動転倒堰を設置。

歳 λ 一一一二一二 三 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

害調明iR割昔
地方債

その他 9，972，000 9，828，000 

ー般財源「

合計 9，972，000 9，828，000 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支

工事費 9，000，000 8，856，000 

業務委託 972，000 972，000 

内出

訳

.g. ヨ 計 て9，972，000 9，828，000 

臨時
交付税 l血 | 
算入一|市|

※上段:目標

|人工数(大役)1.人件費(円)I 
|0.21  1，114，3401 

I、 H24活動指標、または成果指標

改修施設件数

2 

3 

了T七=三二I盲治体関与の妥当性l妥当である|;災i足t害防止と維持管理の省カ化及び営農の効率化を図る事業であり、妥当である。
F 妥，-c ~←土ヂ戸i一…山一山山.. 山.. 山，'oふぶ引円d手宍汚L一ぺ巧.空.-..…'"
当 1旧目的の岳当当L性 1妥当である|維持管理の省力化及び営農の効率化のために行う事業であり、妥当である。
性~...... ~…-ー…..1.............................1

対象(受益事正)の妥当性|妥当である|維持管理の省力化及び営農の効率化のために行う事業であり、妥当である。

|コスト効率 三|適正である|国30%、県30%、市30%、地元10%で事業実施されるため、適正である。
劫三1.....………....・H・-…..…1.............................1
:率三|実施主体の適正化 |適正である|国30%、県30覧、市30%、地元10%で事業実施されるため、適正である。
性三与1主主ソhトh'.'土里
|負担割合の適正化 i適正である|国30%、県30%、市30怖%、地元10附%で事業実施されるため、適正であるo

:一有ご一一一I.~門守ザ号.符子持守F; ::::::二ふ司....乙三二:.E:.I空門骨;L:O，，三:三三?三'..1 王*~門雪雪竺;1プf士三烹Q*~号???空翌存さJi壬: 守明雪空達型性渋とと.-C士士."と"，. 
三効三|類似事業の存在 |存在しない
性 1'-.・・・4山片・ぷ.......竺f山 l 
上位施策ベぬ貢献度|貢献している

• 

臥
方
性

寸
の
向

計画どおり事業を進めるととが適当

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局E室冨所(係)1 農林水産課 耕地係 I INol 1 -1 54 1 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円〉

負担金、補助及び交付金 42，075，000 42，075，000 国庫支出金

支出 三了

内

財源割
県支出金

地方債 2 90 37，800，000 
内=合

訳 訳 J その他三

ー般財源 10 4，275，000 

合 言十 42;075，000 コ 42，075，000 合 計 42，075，000 

;人件費概算 件何 I1官 ....1有 I~三副 一般

活動指標L言正直成果指標 :τ ド一旦生

1 1進捗率 10% 

100% 

2 

3 

妥 -r~:~~~~所作.明..1 閉ざある t~~~I.~~.~そ色村然主里子f平常全門主弘子í ""Clb0o
当 1目的の妥当性¥ 二|妥当である
三性、| 予て 二|

ミ I対象(受益者)の妥当性| 妥当である

コスト効率三 1適正である
効 }トド4ザ-子.. ぷ=…山…iム...山…….. 山川一.. 川…….日山山‘“川川.. 山..……iり惇炉'員而耐..山.. …一.一よi卜一

決算額(円)

37，800，000 

4，275，000 

42，075;000 

臨時

率 1実施主体の適正化 I適正である|実施主体は山口県、市は事業費の2お5%の負担で事業が実施されるので、適正である。
性子~， 1卜ト.. ……….日……….. ……… .. ……….…………M山………..山…….“山…….“山且U一.一j一.....・H・ …乎1.............................1
負担割合の適正也τ| 適正である|市の負担は事業費の25%であり、適正である。

目標達成度、 I i:達童成している
有}

効三I類似享叢の存在 |存在しない
性 1.............，マ l

E上位施荒への貢献度|貢献している

..... 
排水機場等の施設の老朽化が進んでおり、補修・整備を要する箇所が多く、金額も大きいため5年の期間を要する。高千帆
地区の排水対策のためにも、早急な完了が必要である。

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

55 日回耕地係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課=局冒室冒所(係)I 

2歳入 予算現額(円) 決算額(円J

1長源f 割
国庫支出金

県支出金

地方債 90 2，100，000 2，100，0001 
内合
訳 その他 4

一般財源: 10 325，000 325，000 

倉一一 計 2，425，000 2，425，000 

歳出 予算現額(円)|決算額(円)

J三5両訣国是f正r 

負担金、補助及び交付金 2，425，000 2，425，000 

合 γ計 2，425，000 2，425，000 

臨時|宝~I 有|一司一

H24 

l人工数I瓦在刀
|0.11 

活動指標、または成果指標

大{手費概算

進捗率

2 

3 

妥 ;開翌村警門腎常(J)::!};翌雪~.~..I 雪烹空三芝空~....1仕7.士71<貯開T刊1警門ぞ三?幣空警開*~守吹f主rTî里烹更?竺号型r竺空全竺F空竺三今明門吟弘I?，汚1 ，*子乏雪更烹.~主?雪主.ゴ万ゴ
i当....，目的の妥当性 |妥当である
三性 f;:..................................:.，.h.' 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

.コスト効率三三 I適正である
効 トト..….“吋山.り引山川....川吋.叫モ'正主μ7主戸九..一一.一一i一、ヤ川.

率ぷ|実施主体の適E化 |適正である|実施主体は山口県、市は事業費の2却5%の負担で事業が実施されるので、適正である。
¥て性主当トH孟;片ム….ふ"………….日山…..山..，………..山………且M山………..………..……..山.“……..山….叫山山.. 山..……山 …，.............................， 
|負担割合の適正化ー|適正である|市の負担は事業費の25%であり、適正である。

目標達成度 ，達成している
有(トーい手・ぶ...::...::.;.........1
効 |類似事業の存在 |存在しない
云性ー k、 l 

t上位施策への貢献度|貢献している .. 
排水機場等の施設の老朽化が進んでおり、補修・整備を要する箇所が多く、金額も大きいため5年の期間を要する。両泊地
区の排水対策のためにも、早急な完了が必要である。

課題

:今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課a局回室置所(係)I 農林水産課 農林係 1 INol I一I58 1 

，.".1意欲のある集落営農法人等が産地め雇Ytり、県産農産
主|物の様々な需要に的確に応える「生産力の高い、安心・
概|安全な産地づ、くりJに取り組むために必要な対策を講じる
要|単県事業。

歳出 予算現額(円) 望塾塾(円) 歳 入一 至草現額(円J
補助金 18，320，000 18，320，000 F 国庫支出金=

ミ員出主両二二

財 県支出金 100 18，320，000 
源割
地方債

内合
訳 その他 4

ー般財源
.d. 計エ 18，320，000 18，320，000 Eヨ 合計 18，32O，000 

人件費概算」
人役)1人件費(円)1 1交付税 1.-1 1一一一ロ，1

| 0.21 山仰~ I 算入 |無 II会計種別| 一般
※上段.目標中段:実績下段:達成率

二活動指標、または成果福覆 H24 I H25 I r H26 !目標 1

1 I麦作面積拡大

21かぼちゃ面積拡大

31タマネギ面積拡大

7.4ha 1 9.7ha 1 I 9.7ha 1達成

2.6ha I 2.7ha 

2.7ha I 2.7ha 

103.80% I 100.00% 

0.8ha 0.8ha 

1 I 9.7ha 1度

0.8ha 

-i-;;;:弘 f.......ï~・53-;品 I J.......2b~~.61長

決算額(円)

18，320，000 

18，320，00O 

臨時

自自主;治台体関与の妥当性|妥当である l米の生産調整達成のため、主穀.園芸作物の産地振輿をめざしており仇、妥当であるo
妥 1.. 引.
当二I同目的の妥当性 |妥当である|米の生産調整達成のため、主穀.園芸作物の産地振輿をめざしており仇、妥当である。
性qト.唖竺守空竺空竺!竺竺一一一.. ………… .. …….“…… .. ….日...λムムんい}ムいいいい盆U………….. …… .. 一…E日….“.….......・H・-…1 ・・ ・・・・ト
|対象(受益者Jの妥当性|妥当である t集落営農法人等法人を対象としており、妥当である。

コスト効率=主三 |適正である|集落営農法人等を対象としており、適正である。
三効ト...'，…-…".!'"山ぷ…-…H・I・H・.........................1
率 |実施主体の適正化 |適正である|集落営農法人等を対象としており、適正である。
性←，-.-;'...;....“........“一一1.............................1
三|責担割合の適正fbl検討が必要|県1/2補助であり、適正であるが、単市支援も検討が必要

|目標達成度ブ一三 1岡概ね達成して引bい、喝る
1 有 }トトト"山…….. 川.. 川川.，.刊門、q旦.. …… .. 山….. 山..そ"山4

効 |類f似以事業の存在 | 存在しない
性性 J引ιふι一一L一…….. 山.. 一".一一….. 山…….. 山.. 山.....…...;...............，.1
よ三I上位施策への貢献度|貢献している

..... 
農業者から生産調整、農業振興、経営安定施策にかかる市独自支援に対する要望が強いが、実施されていない。単市支援
策について検討が必要。

課題

今の向方性後 事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室町所(係)1 農林水産課 耕地係 回 日 70 

.....，土地改亘事業等で整備し正施設(殿町堰)が耐周年数を
芸|経過するなど老朽化が進み、日常管理に危険が伴ってい
概|る。負担金を5年間で積立し、計画的に改修整備を行う。
要|江汐ため池取水塔の屋根の改修及び橋の塗装

災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図る。

:支
l出
J 内

訳、

歳 出 予算現額(円)

負担金、補助及び交付金 152，000 

三三合 計 ，152，000 

|人工数(人役)1
人件費概算!

10.05  

:舌動指標、または成果指標

積立額(千円)
1 I 
※積み立て開始はH26年度

2 

3 

決算額(円)

144，000 

144，000 

入?手間

H24 

歳入

国庫支出金

源財 割
県支出金=二

地方債
訳肉ミ合
その他

一般財源

合 計

交付税
算入

予算現額(円) 決算額(円)

152，000 144，000 

152，000 144，000 

臨時

|自治体関与の妥当性|妥当である l災害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図る事業であり、妥当であるo
f 妥トM・10'"…・"日H・H・.;;..;..・P・.......・I・H・...・H・ ト
当 l旧目的の妥当性 |妥当である |j災i災t害防止と維持管理の省カ化及び営農の効率化を図る事業であり、妥当である。
性 f .. 一一…….. ……… .. ……一.. 一.....一...ケ...一.....ιιふ←-与J一一…….. 山.日…...瓦斗よι;ιよ..;.バ山山よム.
|対象1曳益者)の妥当性| 妥当である 11災i災之害防止と維持管理の省力化及び営農の効率化を図る事業であり玖、妥当である。

守三ご!qヨス卜効率 |適正である
z効三|、 J 主 | 

ミ率率!実施主体の適正化! 適正である
~ 性 lトトu山…….. ……且u….. 山皐....一り吟.
|負担割倉の適正化 |適正である

;1目標標i謹違成度 三 1達成している
三=三:有~ド- 守 三記;:.;.，1
:二牛効主|類似事業の存在 | 存在しない
性 |トトい.. 山……….. 山………，内山……….. 山….. 山….. 山....o喧三空タ.. 山'
三三」主1上上~位施策への貢献度|貢献している

課題

.ト

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

園

改善r

時期



平成26年度事務事業評価シート|課局面室置所(係)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

ーI農作物に被害を与える有害烏獣の捕獲を促進するため
芸|の委託及び奨励補助。近年、特にイノシシによる被害が
担;I多発しており、農林水産課への苦情や駆除依頼が多く対
主|応に苦慮している。山口県猟友会小野田支部、山陽支部
|に委託。

F 歳 出 予算現額(同)|重望型(円)

委託料 900，000 900，000 

支 補助金 892，000 567，000 
l 出
内
訳

合計 1，792，000 1，467，000 

歳 入

酎顕同一{三一割合号→ 

国庫支出金

県支出金

地方債

訳 その他

一般財璃

工合計

，様式1号(事務事業評価)

農林係 I INol I一I46 1 

予算現額(円) 決算額(円〉

100 1，792，000 1，467，000 

1，792，000 1，467，000 

|人工数(住|人気弘II官 l無|同一| 一般 経常

活動指標、または成果指標二

1 I委託・補助件数

2 

3 

H24、

100% I 100.00% 

自治体関与の妥当性|妥当である|農作物に被害を与える有害鳥獣の捕獲委託及び奨励補助であり、妥当である。

目的め妥当性 |妥当である|農作物に被害を与える有害鳥獣の捕獲委託及び奨励補助であり、妥当である。
.............ー，.............・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・置・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・E・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............・・・・・
対象〔受益者)の妥当性|妥当である|被害者は農業従事者であり、妥当である。

I '""CT"-="'"7 I猟友会各支部において捕獲隊を編成し、
lコスト効率、三主 |適正である|

去効 l:.:~.::~・....…..，・M ・.....，..1....・……・・ ~...I.Þ.λ 連主主.争色町
ラ率 |実施主体u)適正化 |適正である i猟友会各支部であり、適正である。
姓ト.............・.....・H・………...1.............................1
負担割合の適正化 I適正である|農作物被害を与える有害鳥獣の捕獲委託及び奨励補助であり、適正である。

|目標達成度三 一|達成している
三有 ト・・"..・H・.............・'，'"戸川・・吹 i 
7 効 |類似事業ののJ存在 | 存在しない
性 lト卜卜H山…...…..吋山b“山ι6“長ぷ雨引戸丙丙石台ぷ.二ι..

貢献している .. 
猟友会員の両齢化や少人数化が進み、対策を検討することが必要。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善 3

向性
時期

圃



様式1号(事務事業評価〉

1 日回平成26年度事務事業評価シート|課・局室盲所(係)1農業委員会事務局|

歳入 予算現額(円)|決算額(円)

国庫支出金 J 24% 2，309，000 2，309，000 

源財内ぃ三割合
県支出金

地方債

訳 その他、

ー般財源 7，609，000 7，503，5121 

、 4E』2 計三 9，918，000 1< 9，812，512 

歳 出 予算現額t円) 決算額(円)

宝訳出向ミ手三ケ

委員報酬 8，553，000 8，485，134 

旅費(費用弁償) 48，000 48，000 

需用費 314，000 296，004 

委託料 366，000 365，558 

その他 637，000 617，816 

| ごう倉 計 9;918，000 !)，812，512 

. . 且k.- d. . aai司自
臨時

l人工数{人役)1;人件費(円)1
|2.31  8，759，3001 

:ニ」入件費概算~

若覇霜覆， e主たiま蔵裏指標

1 1総会開催回数

"
件
"
一寸'…
H
Q
U
H
 

eBEE---
1
・

1
M
r
u
 

…ヶー…
山

Q
U
山

21農地法3，4，5条の規定による許可件数

3 

本
一
妥
当
性

自治体関与の妥当性 l妥当である|農地法により農業委員会の許可が必要である。

目的め妥当性九 ミ|妥当である|農業委員会の許可が必要であり、妥当である。

三l主宰(受益者〉の量当性|妥当である|受益者の申請に基づくものであり、妥当である。

|コスト効率三 I適正である|農業委員会総会は月1回の開催であり弘、適正である。
マ劫効姫E仁仁子Jξ~ト千}ι|一ト一L….. 山….. 
;三率 1実施主体の適正化 |適正である|農業委員会が行う業務であり弘、適正であるo
二ずJ 性 • • ~トト.. 山.，…企日出忌H山.一ι戸ぷ丙ρ"山……….日………….. 山……….“山一.. 山一且叫山温..一………….. 山….“山..…....'ff;!:..I.............................J 
|負担割合の適正jl:; I適正である|農業委員会は、合議体の行政委員会で市の負担で行うものであり、適正である。

て三丁目標達成度 二 l概ね達成している|総会は達成している。許可件数は申請のため、目標値の設定は不必要
三有，cl...:...・..ι4・・........・..."....・-・よH・I・H・..…・H ・H ・..…H ・H ・i

主効 |類似事業の存在
性 r十}伝竺ι布T一片.ふ". 三竺 ・|
l上位施策ムの貢献度|貢献している .. 
農業者年金の普及促進や農業委員会系統組織の広報誌「全国農業新聞」の普及は今後、活動を強化しなければならない。

課題

{持今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

4 日回平成26年度事務事業評価シート|課開局直面所得)I農業委員会事務局|

事|農業委員蚕系統組織で冠年2回i至扇面震業委貢蚕会
~I長が集まり、持続可能な力強い農業の実現と農村の再生
議|に向けて意思統ーを図っている。また集会に合わせて、
要|政府、国会に対し、要請決議を行っている。

歳、入 予算現額(円1決算額(円)
国庫支出金

財 県支出金

源内宮含j 地方債さ

訳 その他

一般財調 194，000 173，130 

dロh 計 194;000 173，130 

ご歳 出、 予算現額(円〕こ 決算額(円)

支出向

旅費 160，000 139，130 

負担金、補助及び交付金 34，000 34，000 

三訳

合 J 計 194，000 173，130 
. 車 ， . tA:-
|人工数{人役)Iλ件費(円)I 

011 562，4001 
入件費概算 臨時

活動指標、または成果指標

1 I会議参加

•• •• •• •• •• •• •• •• •. •. 
，

.

 

，

.

 

-

-

a

・

.

，

 

• •• •• •• •• •• •• •• •• .• .• •• 
'
E
E
'
E
E
'
 

•• •• •• •• •• •• •• 
-

-

a

・

-

-

E

・

•• •• 
-

E

 

•• .• •• •. •. •. •. •. 
(
 

2 

3 

|妥 l.~.~~何，Ëj.(J)雪~~~..Iぞ土台三 1
当 |目的の妥当性三三 |妥当である|政府、国会に対し、要望決議を行う。
性 I.-...~""""...".………...;".....1.............""".""... ，， 1
|対象(受益者iの妥当性|妥当である|受益者の声を農政に反映させる。

|コスト効率 |概ね適正である

i場所員五五::::!::長155:::持者三労25j;;主主1;::::::::::::::
|負担割合の適正化 I適正である

|目標達成度 | 達成している
も有 ~......";:..".';.:.....'...，， ..i........;...;1 

効 1類似事業の存在 |存在しない
性 I・・… ，..;...:.."".....".1 
|上位施策への貢献度|貢献している .. 

課題

" 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

o
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課 z局 E室・所(係)I農業委員会事務局| 回 日 5 

事|農地吾雇が平成26年弱立法定化さ瓦正三とに伴い、台|対象|市内全農地
1::1帳で整備する事項が定められ、システムの更新を図る。併1 1 
君|せて、農地台帳に記録された事項をインターネット等によ|手段|台帳システムを導入している側両備システムへ更新の委託
芸|り公表するものとされており、全国農業会議所等と調整を1~ß2l 1
l行う。 I意図|農地に関する情報の活用促進を図る。

歳出 予算現額(円) 決算額C円) 二歳入 予算現額{円7
委託料 3，240，000 3，240，000 国庫支出金

調財訳向 割合

県支出金 100% 

地方債

その他

一般財調三

合〆計 3，240，000 3，240，000 二省 計

. 且 a . E#園
官二卜|Iλ工数(ミ人役)I人体賓I円子1

031 852，020 人件費概算

7苦動指標、または成栗指標 H24 
一

1 I農地情報システムの整備

2 

3 

l二 |自?合体関与の妥当控 1:妥当である|農業委員会の業務であり、妥当である。
""r7'" ........・・・..............・M・.........山川・ ‘ 

当 |目的の妥当性 ι.1妥当である|農地に関する情報が全国で図られるため、妥当である。
性・・H ・-………リ--・M・..1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|受益者への情報提供が容易であり、適正である。

3，240，000 

3，240，000 

l三羽|コスト効率九 |適正である|全国のデータを集約する情報システム会社が整備を行い、適正である。

率 |実施主体の適正化 I適正である|農地法に基づく事務の適正実施である。
性 |…i…H ・H・....・M・-・円……，よーし|・ ・・ l 
|負担割合の適正化 |適正である|補助事業であり、適正である。

|目標達成度 |概ね達成している
有~.......;.....}・1

効 1類似事業の存在 |存在しない
性ド~..òó.... 困 .-: .. -.~'....， .......I 

I I上位施筆への貢献度|貢献している .. 
課題

今の向方性後 事業の終了
改善
時期

園

決算額(円)

3，240，000 

3，240，000 

臨時



平成26年度事務事業評価シート|課z局室・所(係)1

事|農業・林業・漁業の第一次産業が全で参加するイベント0
~I安全・安心な農産物が求められる中、地元農水産物を
毒|知ってもらい、地産地消を推進するための絶好の機会で

要|あるo

歳ご出← 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 150，000 150，000 
支
出

ζ副そ両主

.，1.回』 計 150，000 150，000 

|人工数f入役)1人件費(円)1 

0.251 1，392，9251 
人件費概算

農林水産課

交付税
算入 凶
※上段:目標

若動指標、または成果干言標 H24 1 百25マア
1回 1 1回

1 1まつりの開催 1回 1 1回

2，000人 1 2，000人

21来場者数 1，600人 1 1，500人

3 

様式1号(事務事業評価)

農林係 回J 日 30 

(円〕

150，000 

..150，000 

経常

妥 .自主体関与の妥当性|妥当である|農業・林業・漁業の第一次産業が全て参加するイベントであ日当である。
ドμ・竺・...，......，..，.........，..........1.............................1

当ヘ|目的の妥当性 、| 妥当である|地場産農林水産物や加工品を市内外八PR、地産地消・消費を喚起しており、妥当である。
性三H ・H ・.........・H ・..……H・H ・-出・1.............................1
主二三 I対象(受益者)の妥当性| 妥当である|農林水産業従事者相互の連携を図っており、妥当である。

| 羽行l:.~.~芝吹士-ιぷ.....:;.........I.~幣?守翌iIE"t'<b行♂.三'.~I.三.快型.空幣型竺翌門雪士士生?号主吹翌門空土:O)~翌.全主?
率 |実施主体のの一適適E化 | 適正である|関係者で実行委員会を形成し、運営しており弘、適正である。
性トプ・J・..……H ・a・-ー| ・4
| T負担割合の適正ft.，検討が必要↑もともと市左JAが1/2毎の負担であったが、現在はJAが市の2倍の負担をしており、検討が必要。
|旧目目;標標達成度三:

f 有 }トトトH山……...川……….. …….一……そ一…...……….. 山….山山…hい山.. 吋辱吋市山."里..何ふ;喧山豆.....刊…….. 山'..............1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性三転“お山h・a・ l 
|上位施策への貢献度|貢献している .. 
農林水産まつりの運営費の一部を助成。もともと、市とJAが1/2ずつ負担することになっていたが、 H19年度からJAの負担額
が増大しているため、市の負担額に検討が必要。

課題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要 改時期善 27年度中に改善に着手

向性

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 農林水産課

事|旬莱惑星推進協議会は、生産者、流通i加工関係者、消
'!:I費者等が連携した地産地消の推進や、流通販売の活性
議|化を通じた地域農産物の生産・需要拡大を図るために設
要|置された組織。]A、県、市場、企業がこれを推進してい
iる。

歳?出 τ マ 予算現額(円) 塁塁璽(円)

補助金 300，000 300 ，~~1 

支訳出内

合 Sf 300，000 3 二 00，000

農林係 l回 日 31

歳入 予算現額(円)|決算額(円)

1IE手rミ三副
国庫支出金

県支出金

肉合
地方債

訳 その他

一般財源 100 300，000 300，000 

合計 F 300，000 |王.300，000 

人件費概算 |人工数(慌|人件?7Z51|官|無 IFtt匂| 一般 経常

活動指標、または成果指標 H25 

5回

1 1自主イベントの開催や地域イベントへの参加

H24 

5回

7回 5回

138% 1 100.00% 

21共販野菜面積
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l・・・H ・H ・.....・・・・・・・H ・H ・..l.....・H・.........・M ・.......

妥 ~~:.~里E?i秀対'秀ぞ柑柑押f*1勿:雪F烹
7ιf当j目的の妥当性 | 妥当である|地産地消の推進を目的としており弘、妥当であるo

:一一任| … ~-;;;'~';;;，-'I"'.~'~'=;~'.~."'I 地産地・消・を躍進・子'~f~j.i)'f三:宝産者-;流道者・;・加主関探・著:特設子・体E杭濁り
三|対象(受益者)の妥当性| 妥当である| ーl し I.p<. ~ ¥"，()f..roJ I組む必要があり、妥当である。

ーコスト効率 ニ I適正である |旬莱惑星推進協議会へ補助金を交付し、各種イベントの開催や関係者の連携を図っており、適正である。
効 卜 ............õ.ぷいら・… I....:~:;.;:;:.. ~....I主産者清道著:加工閣掠者・消曹著等子王ち帯腿抗で.~.\~百菜惑草薙進寵議苔
~l平均の適正化 |適正である|が実施主体であり、適正であ忌 」

二負担割合の適正化 l 適正である|生産者、流通者、加工関係者、行政が一体となった取り組みであり、応分の負担であり適正である。

目標達成度 I達成している
有 1..........，. ..~;;~.;，，:..:.; ;';i;~;;.~......1 
:効 |類似事業面存在 、|存在しない
=控|主 γ1
.上位施策への貢献度|貢献している .. 
近年の農業従事者の両齢化や減少により地域農業は低迷しており、生産意欲の喚起や、農山村の活性化が課題となってい
る。 I

米の生産調整が進む中、水稲以外の生産にシフトしてして必要があり、逆にそれをチャンスと捉え、新たな特産品の生産に

課題 取り組むような支援が必要である。
寝太郎かぼちゃ等、地域特産品の取り組みを強化し、生産者のより活発な活動を支援することなどが考えられる。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

固



様式1号(事務事業評価)

32 日回農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課z局・室冨所得)I 

ーl平歳両手lこ|日市町の生改連が合併し現在の団体となるo
主|現在、会員は33名。
概|農業の担い手との交流や地産地消の推進、地場産農産
要，1物を利用した特産品の開発等による地域農業の活性化を
I図る。

〉歳 入 予算現額(円J 決算額(円)

国庫支出金二

財 県支出金三=
源割
地方債:

内合
訳 その他 γ

ー般財源 100 18，000 18，000 
ぷロ』 計 18，000 18，000 

経常己l
※上段:目標

H24' 1 H25 

5回 1 5回

4回 1 4回

60人 1 70人

59人 1 60人

四一
I8，0001 三 18，000

|人工数(人役)1人件費(円)1 

o叫 278，5851

計

7言動指標、または成果指標ん

1 1イベント参加回数

21イベント参加人数

3 

i同自;治冶f休本関与与iの妥当性 l妥当である 1農業者との交流、地産地消推進のための活動であり弘、関与は妥当である。
三妥 l卜ト卜.. 山…….. 山…….. 山.“山.. 血山…....子ふ百i一可ふ7
当 |同目的の妥当性 、 |妥当である 1農業者との交流、地産地消推進のための活動であり、妥当である。
性 l…一一…….......……1.............. ト
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である 1農業者との交流、地産地消推進のための活動であり、妥当である。

す1コスト効率二 |適正である|地場産農産物計Ij用した特産品の開発等を行っており、適正であるo
-率 l実施主偉の適正化 |適正である|生改連による活動であり、適正である。
二性 f“.........示….. J…・…・........-1.............................1
l負担割合の適正化 1適正である|地産地消の推進、地場産農産物を利用した特産品の開発等に対する補助であり、適正である。

|目標達成度三 1概ね達成している
三有 ~.........."....，.....: 三 l 
J効 l類似事業の存在 |存在しない
性 k・H・丙 ・ i 
|土位施策への貢献度|貢献している

平成18年に旧市町の生改連が合併し現在の団体となる。
現在、会員は33名いるが、今後さらに活動を広めていくためには、若い世代の参加が必要である。
農村の技術伝承等を推進することが必要。

課題

今の後方三
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
J時期

.. 

園



様式1号(事務事業評価)

38 日回農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I 

.....，一面市戻司王農業体験を通して:取麗丙蚕びを味わうこと
芸|ができるよう開設している市民農園を、適正に管理運営で
概I!るように努め、都市住民が農業とふれあう場を確保す
要|言内3箇所(言十115区画)、使用料:丸000円/区画・年

歳入 予算現額(円) 決算額(円j

国庫支出金

財;割 県支出金守

源内合 地方債

訳 その他 273，000 250，270 

一般財源

合r 計 273，000 250，270 

決算額(円)

76，270 

120，000 120，000 

54，000 

l至草里豊(同)
99，000 

ー童二」主
・需用費

委託料支
出
内
訳

F三Z

54，000 使用料及び賃借料

交付税| 血 | 
算λ三|燃|

※上段:目標
H24 I...:C市芝吉一一
115人 I 115人
101人 I 101人

経常

250，270 

入空間
二273，000

、1人工数(人役)I 
r1 0.21 

言十合 7

活動指標4まt::.1:孟蔵裏指標

1 I市民農園利用者数

2 

3 

|旧自:治台体関与の妥当性 I妥当である l非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当であるo
妥 lトトい.. 山山………‘u川山…….. 山山…….. 山山.. 山山.. 山00“ 山…….. 一00…L……….. ……".向山ん宅υ….一叫L
三当.I同目的の妥当性 |妥当である 1非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当である。
性 }トトトト"……….. ….日……….. ……… .. … .. ……… .. … .. ….日.
対象(受益者)の妥当性|妥当である l非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、妥当である。

l白=スcト効率 |適正である|農業者の高齢化や後継者.担い手不足等によつて、遊休農地化を防ぐ一つの方策が

効ニ V1正ιι示7二，-.，-.. -，ι一…正h←1υ円i一...凶..…….... 山 ........1 ………|市民農園-r長弘.適正主長あ…・ -

J率 I実施主体の適正化 |適正である|非農家の市民に農業体験を通じて、農業に関する理解を深めてもらえ、適正である。

|負担割合の適正化.I適正である

自標達成度 |達成している

類似事業の存在τ 二三|存在しない

上位施策への貢献度|貢献している

有
効
性

旧小野田市域の烏帽子岩と両栄町の市民農園は、ほぽ全区画が利用されているが、旧山陽地域の沓山田市民農園は空き
区画がある。農業者の高齢化や後継者・担い手不足等により、耕作されない農地が増加傾向にあることから、それらの農地が
遊休農地化しなし、ように活用する一つの方策として市民農園の設置を検討する必要がある。

課題

今の後方
事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

.レ

園



平成26年度事務事業評価シート|課・局町室冒所(係)I 農林水産課

ー l地東福雇千七防止や生物多様雇保亘専E扇某の高い営農
宝|活動に取り組む農業者に対して、当該営農活動の実施に
27イ半う追加的なコストを支援することにより、農業分野の有す
婁|る環境保全機能を一層発揮させる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 92，000 44，800 

支
出

主主内家

合 計 92，000 44，800 

で三吉動指標、または成果指標

1 I農薬減科学肥料使用量

歳 入

国庫支出金

県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財調

合計

183% I 183.00% 

2 

3 

様式1号(事務事業評価)

農林係 I INol 卜I53 ・

予算現額(円) 決算額f円)

50 44，000 22，400 

50 48，000 22，400 

92，000 44，1300 

一般 | 臨時

自治体関与の妥当性|妥当である|減農薬や有機農法により地球環境の保全に取り組むことであり、妥当である。
妥 1...・H・-山一ぃ.…H・...….，...1.............................1
当|目的の妥当性 |妥当である|減農薬や有機農法により地球環境の保全に取り組むことであり、妥当である。
性て|…・....・-いH・H ・......………1.............................，
=対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象者は、エコファーマー認定を受けており、妥当である。

I.~. Iコスト効率 | 適正である |化学肥料、化学農薬の5割低減+カパークロップ等の作付けや有機栽培等に対する支援である、適正である。
効 1..・H・H・-………・・r山....・竺N・Y・..1.............................1
率 |実施主休の適正化牛 I適正である|エコフア一マ一認定を受け、農業環境規範に基づく点検を行つており弘、適正であるo
性 }トト.吋山….“d

1 云壬-己一:う三三三三cl童担割合の適正化 i 適正である |国と地方公共団体の負担割合カが3江1:刈1であり弘、適正である。
|ドτ 三|同自標達成度 |達成している.
有 1....;;.....;.........~;~.. ，..;，.:;.， ;~c.;;_:.1

効 |類似事業の存在 1存在しない
J性三卜山山ぷ・・.......・-………|
一一;ー:三 1]:位施策への貢献度 l貢献している

課題

.. 

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当

園

改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局面室・所得)1 農林水産課

士 l家畜法定伝染病及び伝染性疾病の発生予防正孟瓦雇爾
主|止に対する協力。家畜の改良増殖、受胎率の向上を図る
毒|ための協力。環境保全対策や担い手支援対策。耕作放
要|棄地の保全対策として山口型放牧の推進。(松岳畑地区
l において実施)

歳 J出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金 44，000 44，000 
支 γ

出

主訳義向二

合 E計 二二 44，000 ご 44，000

畜産業の振興

歳二入

国庫支出金

財 県支出金

踊訳向 言合割三
地方債

その他

一般財源 士

合計

農林係 l 回 ITヱ2

予算現額(円? 決算額(円}

100 44，000 44，000 

44，QOO 44，0001 

ム?頃概算 ..1 0.051 2町吋 | 算入 |無 II会計種別I一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

にご活動指標、ま士は成果指標一三 1 . H24 1 H25 .. 1 I . H26 !目標二 l

4件 1 4件 1 I 4件 |達成
1 I中部家畜保健衛生推進協議会等へ参加 i ….....~ú平.........1 ・・ H ・H・引平… 1 ("".........4存 1度ミ

100% I 100% 

2 

3 

I \V ill~+.. "2 I 本画保健衛主推進協議会に山口農林・美祢農林事務所管内全市町示告員
妥 l白塗体関与の妥当性|妥当である lUており、妥当であ弘
["，竺υ・........・山・…・..一"・"f'…・…...・M・......…|蒙蓄倒防疫:衛星:..搭療業務あ.擢J:iiir.どまり:-蓄産.握菅お安定Bifi域畜産車輿を図i:;"
当二↓目的の妥当性 .1 妥当である| 風
叫モr-~ ~~v."" .:.ac.. ~_~~--- I t(.. ~ .... v:..ro.J Iており、妥当である。
lZr r:・H ・H・....……里H・H ・~.:.;:T...~…・・・・・・・~.:...T象蓄法.定信築.病笈ぴ法.築佐官撲.病あ莞.主予.防E婁珪防正花苅.子右協.刃てで%り:.妥当...

E|対象(受益者)の安当性| 妥当である|である。

ョlコスト娘三 l適正である|畜産経営の安定と地域畜産振興を図っており、適正である。
I … …一7一1一一……"川山….叫叩山‘り刊山…….. 山….. 山….. 山.. 
霊|惇望車主体の適町じ | 適正である|いてお制り、適正である弘o 」

噌門司圃 10.._.............・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..・ ， 
と一三負担割合の適正化 |適正である|山口農林・美祢農林事務所管内全市町が会員であり、適正である。

;言|目標達感度 |手成している
一三一 ，

効|類似事業の存在 三|存在しない
性出二 ，.... .....;.... ~ ー .1
I.:t.位施策への貢献度|貢献している .. 
家畜伝染病の発生時の対応。

r 、

中部家畜保健衛生所等関係機関との密な情報交換、連携を図る。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期=

圏



様式1号(事務事業評価)

35 日回農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係)I 

ユ歳 入 杢草璽塑(円) 決算額(同)

澗訳跡丙予予宅合割

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 γ

一般財源三 100 1，137，000 1，137，000 

4 計 1，137，000 1;137;000 Eヨ

歳 出 一一 予算現額(円) 決算額(円)

負担金 1，137，000 1，137，000 

合計 1，137，000 1，137;000 

経常
交付税
算入二

i 1人工数(人役)1人件費(円)1 
E1  0.051 278，5851 

J 三三よ件費概算

H24 若動指標iまたは成果指標 2

hl告::::::::i::::::::議.....1 1分娩頭数

::::::2:説:::::::|::::::::娘二:21予防接種数

3 

自治体関与の妥当性|妥当である|主に家畜診療所業務を行い、適切な診療に努めており、妥当である。

目的の妥当性 、 | 妥当である|畜産業の振興であり、妥当である。

対象t受益者}の妥当性|妥当である|畜産業の振興であり、妥当であるo

~:g~1時効率 I適正である|雪器禁認ア切な診療に
r:;'・・・・・・・・・ H・・I・.....…..............・H・''1'蒙蓄診.療薬務'7，f行C'Ì遇明日正診療ï，と努あ:草鼓あ.低減:~英辞帯益率お砥ヤをおぎじ.. 

zン率て|実施主体の適正化 1適正である|
号性 | ‘ 旨 円 • 巧戸千戸.. 戸J一戸芯ふ...主7主正

|負担割合の適正化 |適正である I均等割、戸数割、頭数割で算出しており玖、適正であるo

l目酎j操粟違成度 |達成している
」有斗"………...............u.里・1.............................1
三効 |類似事業の存在三 I存在しない|
y 性白トH・M ・.....・H・両・.-.-.....・，........…..1.............................1
上位施東ぷの貢献度|貢献している

し

妥
当
性

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改期善

L血性 時

.. 

圃



様式1号(事務事業評価)

36 日阻一農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課E局室・所得)1 

酪農振興を図る

歳入 予算現額(円) 決算額(円)三

国庫支出金

財、 県支出金

酒肉訳三 塁割三合; 
地方債

そりコ弛

一般財源 100 112，000 112，000 

合 J計 112，000 112，000 

歳 出土 予算現額(円) 決算額(円〕

支

補助金 112，000 112，000 

出

内
訳

合 百十 T _~__--J- 112，000 112，000 
目 岨 a . 

hL=ーー
交付税
算入

lよ工薮京在TJ
|0.051 

人件費概算 経常

、竺二活動指標、または成果指標

1 I共済掛金補助数

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である|乳牛の資質向上と酪農経営の安定をはかり、妥当である。

目的の妥当性 |妥当である|酪農振興を図るため、妥当である。

|君主(受益者)の妥当位| 妥当である|酪農家を対象としており、妥当である。

£|コスト効予三三 |適正である 11頭あたり2千円を限度として共済掛金を補助しており、適正である。

三率 |実施主体の適正化. 1適正である 11頭あたり切2千円を限度として共済掛金を補助しており仇、適正であるo
Eγ 性 lトト"叫山-“….
|負担割音の適正化「二;1適正である 11頭あたり2千円を限度として共済掛金を補助しており弘、適正である。

三でJ二三f斗;1目標違成度♂ζ1i達童成している
有 二トトトい.. 山….. 山………….. 山…….. 山……司H山…司H山....……….. 叩山…川.. 川…川.. 山川.. 川.吋Hμ川川川川川.. 山…円門.. …山….円…山…一….. 川.. 

l三効 |類{似以事業の存在 i 存在しない
性 f.....一九ザ;~;..;:.，..................， ..I

， 1上位施策への貢献度|貢献している

妥
当
性

課汗三題;一tB

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 :改時善期

向性

.. 

圏



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課骨E室・所(係)1 農林水産課 農林係 I 1Nol • 1 -1 37 1 

歳出 予算現額t同j 決算額(円〉 J歳入 予算現額E円) 決算額(円)

交付金 3，788，000 3，787，360 国庫支出金

支出訳向 財調訳向 割合

県支出金 2/3 2，524，000 2，524，904 

地方債

その他

τ ー 一般財澗三二 1/3 1，264，000 1，262，456 

合;計 |三、 3，788，000 3，787，360 合:三計 ...3，788，000 i子3;787，360

明概算 7三n入工数(人主-い?で201官|有|匝副 一般 経常

活動指標、または成果指標

1 I集落協定数

21協定面積

3 

H24 1 H25 

5協定 1 5協定

5協定 1 5協定

100% 1 100% 
18.29ha 1 18.29ha 
18.29ha I 18.29ha 

E・.... 
100% I 100% 

I 自治体関与の妥当性|妥当である|耕作放棄地の防止であり、妥当である。
妥ド.........山H・H ・..…-…ν.......・..1.............................1
当当て.1百的の妥当性 | 妥当である |耕作放棄地の防止、自立的克つ継続的な集落営農による農業生産活動の体制整備であり仇、妥当である。
住主 lト"………….. ………….日……E目…….目一.町.………….. 山….. …… .. …....山……….. …… .. ….....一.
| =三;三三iミ1対象(呈益者Jの妥当性| 妥当である 15集落は、知事の定める特認地域として事業を実施しており、妥当である。

!コスト効率 | 適正である ト条件不利地の農業生産活動や農村の生活の維持、耕作放棄地の防止などを目的としており、適正である。
効 ~..・H・・M・-…...・H・...……1.............................1ト

率 |実施主体の適正住三 |適正である 15つの協定は、知事の定める特認地域として事業を実施しており、適正である。
性トム-……........山........…....・1.............................1.} 
|負担割合の遁正化、 1適正である|国、県、市がそれそぞ守れ負担しており弘、適正である。

I三主主 l.~~胃明?幣空黙守持聖 ぷιJλi一ζ示.. 一一.. 竺男任吹.ど日日とピご
効 I類似事業の存在1三;三 I存在しない

主三

協定農用地の適切な管理
平成27年度から第四期対策が実施される

1課2量題ーーご

..... 

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

圏

改善
時期



平成26年度事務事業評価シート|課 z局室・所(係)1地域活性化室|

様式1号(事務事業評価)

|Nol 1 -1 3 

中山間地域の活性化

歳出 予算現額(円) 豊里塑(円)

二、支

=出一

訳内

合計 。

(円)

It .. ^i*~τ-で=-~人工数(人役)1川崎(同UI 交付税| 鉦

人件費担算 I 0叫 278，5叫 | 算入 | 
※上段:目標

語副首覆Lまたは成果指標 1 H24 1 H25 

中山間地域づくりの推進に係る事業数(農林水産業を I I 2事業
除く) I I 2事業

(デマンド交通導入、厚狭地区複合施設の整備) 1 1 100.00% 

2 

経常

3 

妥
当
性

???何~(J)黙空 !?22!?ゴ台三1T~た己主王子照会全
目的の妥当性 1妥当である

対象(受益者)の妥当性l妥当である

Iコスト効率 | 適正である
効ヲ~..・H・ .......h....・......・H・-….....・H ・I ・ 1 

率 |実施主体の適正化 |適正である|市で行うべき行政サービスであり、適正であるo
r性 h・H・H・........川H・H・..……・“1.............................1
l負担割合の適正化 j 適正である|市で行う行政サービスの負担であり適正である。

1目標達成度 |検討が必要|事業展開を考えているが、地域の課題解消に有効な手立てが、見出せず苦慮している。
有 1........，:.....…ら…H・H・....ふ..1..........................…l
劫 |類似事業の存在 I存在しない

r 性トー…-….....;.;..;......~;.;;........I

1上位施策への貢献度|貢献している .. 
深刻な担い手不足による集落機能の低下及び、日常生活支援機能・サービスの低下をきたしている。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期
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平成26年度事務事業評価シート|課掴局宮・所得)I 農林水産課

中項目(施策)

林業の振興

1，'歳出 予算現額(円) 決算額(円) 一歳 入

三三言支? 出

内
訳

負担金

iニ:ユて£E』コ 計

人件費概算

33，000 33，000 

33;000 33，000 

|人工数(大役)1人件費(円)1 

l 仏叫 278，5851 

活動指標、または成裏詣覆

1 1会議

2 

3 

1豊尉羽富 音割t 

国庫支出金

県支出金

地方債

訳 その他

一般財澗

合計

自治体関与の妥当性|妥当である|県内全市町が会員であり、妥当である。

目的の妥当性 ]妥当である|林業振興を目的としており、妥当である。

対象I受益賓)の妥当性| 妥当である|県内全市町が会員であり、妥当である。

I ;;il:&!スト効率 |適正である|森林整備事業の推進であり、適正である。
二効;-q言...・H・-……・山山H・H・・1.............................1.
三率二|実施主体の適正化 |適正である|県内全市町が会員であり、適正である。
三:性ト......………引円一一:..， ↓ 

様式1号(事務事業評価)

農林係 回 巴 42 

予算現額(円) 決算額(円)

100 33，000 33，000 

33，000 33，000 

経常

|負担割合の適正1b ，適正である[森林面積雪IJと事業費割が算出根拠であり、適正である。

旧標達成度 f 二 |達成している
J有三ド円...・H・..............................，
f効 |類似事業の存在 |存在しない
?性 1・H・H・-…川…・ 4 二 l
上位施策んの貢献度|貢献している ，. 

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

圃



様式1号(事務事業評価)

農林係 I INol IーI43 I 平成26年度事務事業評価シート|課z局面室・所得)I 農林水産課

一|山口・美祢農林事務所管内の区域における地域林業の
主|活性化のため、木材生産、流通、加工体制の整備、林業
譲|労働力の育成確保、及び高性能林業機械の導入等、並
|びに森林の多様な利用について総合的かっ一体的ピ推
要|進する。

歳 出三 至算璽額(円) 決算額(円)

負担金 52，000 52，000 

支
出

ぷE』Z 計二 52，000 52，000 

-E  主E星且_.， I ~F，唱 、. E S.. 望書SE ， 、 1 

人件費概算

一 E豆入 予算現額(円) 決算額(円)
ヲ

国庫支出金

財 県支出金二
源割
地方債内合

訳 その他=ご

一般財源 100 52，000 52，000 

合計 52，000 52，000 

一般 経常

活動指標、または成果指標 H24 I H25、;
2回 I 2回

2回 I 2回1 I会議
100% I 100% 

2 

3 

妥
当
性

I ='-"'-=+' '7' I山口・美祢農林事務所管内の区域における地域林業の活性化のため、流域市町で
自治体関与の妥当性 l妥当である|

1....::.~..~.~~~'・H・.J構成Lておりう妥当である。
員副長員長 |妥当である|山口・美祢農称事務所管内あ区域ï~諮問班嚇業百倍程花あ間:流域市町で

I ~-==I ¥，. f.Y.)'o.J 1;構成しており、妥当である
…….'..い….…:'~~I""~'~': 日………….目…….目….日..…寸冒日↑.↑I山.日 :γ.美美.称.農.梓事務務所所1管管両め.医域1花乞お百却ï仔T沼~':地暖椋業あ.措.僅1吃Eあ7疋三.め.;斑域市町守

.対象(受益者)の妥当性| 妥当である|I .T<.:::::::I.... (Jl_.l'QJ 1;構成しており、妥当である。

コスト効率 適正である|総合的かつ一体的に推進するため、適正である。
二 効 iト山山….. 山..山.. 山…….. 山.叫山.. 川.刊，….. 山.. 山司..…….山……i戸......叫山.. ….竺旦
率 |実施主休の適正化 |適正である|山口.美祢農林事務所管内の流域市町であり弘、適正である。
性 }トト“山….. 円.

負担害劃j合の適正化 I適正である|山口.美祢農林事務所管内の流域市町であり臥、適正であるo

目標達成度 ニニ己 I:i達童成している
ラ有 } 、 己ニ γ ;.;;~.......I 

効 !類似事業の存在 |存在しない
性 f.一円L
1 三ヨ1-上J:.位施策への貢献度|貢献している .. 
課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E局 E室冒所(係)I 農林水産課 農林係 I INol I一I45 I 
大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

中事百I施葉7
林業の振興

事|林業技術・経営の研究改善により林葉雇吾の向上を目的
業|とし、自主活動を実施。また、都市部の市民との交流事業
概|や小学生対象の森林学習体験などを展開している。

要 担い手育成・地域林業の活性化

歳三出 予算現額(円) 丞霊童l円〕 重;入 予算現額(円〉

補助金 72，000 72，000 国庫支出主

器支出向二手

財 県支出金
j原書リ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 72，000 

合計 72，000 72，000 4E』2 計 72，000 

人件費概算 J l人工数(常|人件111Jil|想見|無|巳画 一般

活動指標、または成果指標

1 1事業数

2 

3 

I H24 

92.30% I 100.00% 

自治体関与の妥当性 l妥当である|担い手育成、地域林業の活性化を図るため、妥当である。

当 |目的の妥当性九 二ニ|妥当である|担い手育成、地域林業の活性化を図るため、妥当である。

決算額(円)

72，000 

72，000 

経常

二世~--~~; t::"~'::;:';_'~~:{~~-]:l'I.....;;;.~.=;..~....t~都市部あ市民'Eお安流事業平iF苧主・苅豪お茶梓苧習・停験・な:t'~展閣じぞ制:妥当
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|i J パ I y.. ==1 '-u..rnJ l'である。
|コスド効率 I適正である|都市部の市民との交流事業や小学生対象の森林学習体験などを展開しており玖、適正

効 卜己 ?ι日示守い示孟元守ケ..o..一，o.'γ牛!. | |.協五諦暴争論詰恥恥あ広柿.市糊市
{率乎jイI~実実施主体の適正化 |適正である|1_~~}~;~ ......L. I"""V"" J:L!::!..lL.. 1'-' 1.t.l!:S....1.L '-Vl..rnJ Iであλ
位 I~:~ぃ ・，.......…，;:.I....:::;;:;..::;: .. ;....I~都市舗あ市且民;'Eö5安流・草案事'F'苧E・苅・蒙応義蒋苧習・体-顕在ぎを・展閉じ・;粉運菅
|負担割合の適正化 |適正である|l 二 I .lI.!:!LJ.l..- ¥，.. ur.)'nJ I補助金であり適正である。

目標達成度コ 七 |概ね達成している
有}ぷ，:............................:1

2 ょ l存ifJ;，.l子:a):ff.:ff. 主 I....~.:':と土:
土位施策への貢献度|貢献している

• 
F課題

今の向芳性後 計画どおり事業を進めることが適当 F 改時善期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課掴局一室箇所(係)1 農林水産課 農林係 I INol ト144 ・

造林支援事業

歳出 予算現額{円) 決算額(円) 歳入 予算現額I円) 決算額(円)

曜
補助金 450，000 189，400 

源訳財両?守笥合

国庫支出金

県支出金

地方慣

その他二

一般財源 100 450，000 189，400 

ぷE』ヨ 言十 450，000 |二 189;400 dロ:.. 言十 450，000 189，400 
ー

主7二|人工数(人?;iAf?12;。i|鷲見|無II釘釘| 一般 | 経常
ぺ二活言語子百標、または成果指標 H24 

1 1事業量
100弛 I 100.00% 

2 

3 

，自治体関与の妥当性|妥当である|国土保全及び水源酒養に資するための造林事業であり、妥当である。
妥イ山戸一......~.._.-・ふ…，-.-...山..:.1.............................1

三当 I目的の妥当性 . I妥当である|国土保全及び水源酒養に資するための造林事業であり、妥当である0
4性ドー…….................…....・I・H・.........................1
.対象{受益者)の妥当性|妥当である|国土保全及び水源酒養に資するための造林事業であり、妥当である。

一
コスト効率 、 |適正である|事業費の2/10以内であり、適正である。

効ト 「二 1.............................1
r;;;;:~.r-;:z-;.;;，:;&'iZI.....I....;-;:;;:.:::;:_.:・M ・ '1国.王保.杢笈び未源酒業 1:::資ず苔花、奈蒋所有者が.民有株.地Iとおいで有う道帯事業.. 
率 |芸;施主体の適正化主|適正である|1~~~-:~:~;_~~，~~~~pt_:~，~'1_~~~~=-1 AY-1.I.- ¥._ o:.rnJ Iであり、適正であるE-性 }山里山・日目H・H・H・...…・・1.............................1
三三|負担割合の適正化 |適正である|事業費の2/10以内であり、適正である。

目標達成度 |概ね達成している
有 1.......;:.:.;....，ム|

効 |類似事業の権在 l存在しない
三性二h':示、 ;::...;:，.........;.:1 

こ Lt位施策への貢献度|貢献している .. 

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当

国

改善
時期



農林係

様式1号(事務事業評価)

I INol. 1一122 平成26年度事務事業評価シート|課局室町所得)1 農林水産課

査|帯主主管理部勢鰐理;首品、こ京詑!対零|市有林

孟|本数率にして30%以上、樹冠祖密度が間伐後5年で8/101二手陣|カノレスト森林組合で業務を委託するo
f開 l以上となるように実施。間伐回数は2~5回 l t 

1~ ..J......."__.c:7'o-Q..Io:::r-./ ，-.，...，....UI.!:lO .....) 1~ 1-'-'-IÞY'- I Ch"" V I-'-'-IO I一意図|森林の持つ多面的機能を持続的に発揮する。

歳出 予算現額(円) ;五宴型(円)I 
ノ 業務委託料 6，000，000 5，907，8701 

支

千R出向壬3三ミ

4回』 E十 6，000，QOO 5，907，870 

-.  _.U...， ，d円.，EE，...，.E ，~司、 =l

人件費概算

百動指標、または成果指標

歳入 予算現額(円) 決算額(円}

国庫支出金

財 県支出金 40 2，400，000 2，010，760 
源割
地方債

間向合
その他

一般財源 60 3，600，000 3，897，110 

合計 6，000，000 5，907，870 

一般 経常

1 I市有林の整備面積
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自治体関与の妥当性|妥当である|市民共有財産を守り育てるため、妥当である。
妥 i…・，-...ん.....・M ・-………1.............................1.
当~ 1目的の妥当性、 |妥当である|市民共有財産を守り育てるため、妥当である。
性よ|戸..................…一一…・| 十
|対象(受益者)の聾当性|妥当である|市民共有財産を守り育てるため、妥当である。

|子 |コスト翌三 ご I適E正で慨あ抗る I.~:~間鵬伐出俳にこつ仇い門て械榊率叫上ぱ樹冠制疎臓密度悶が澗間伐附後働5年刊で明8/1叩叫0
三効 1......:.....， •• ;.y ，~!:..;，..，...........， ....I.............................1 

率 |実施:主体の適正化 |適正である|市民共有財産を守り育てるため、妥当である。
性ニ~.~.，~.;ふ…....・H・......・M・-品…1.............................1

三三|負担割合の適正化三|適正である|国土の保全は市だけでなく、国・県も負担で行うものであり適正である。

l目標達成度主ニア |検討が必要

有ト…・1・i・--“一日 l 
効 |類似事業の存在 l存在しない
性三l・h・-ニ....・H・...... τ.....1 
l上位施策への貢献度|貢献している .. 
国土の保全、水源の酒養、生物多様性の保全、地球温暖化防止等の多面的機能の発揮を通じて、国民が安全で安心して
暮らせる社会の実現、木材等の林産物の供給源として地域の経済活動と深く結びつくなど、さまざまな働きを通じて暮らしを
支える森林を、無秩序な伐採や開発、荒廃を防ぎ、長期的な視点にたった計画的かっ適切な森林の取扱いを推進。

:課題 またH32年に木材自給率を50%にする目標等のため国の森林計画制度があり、施業の集約化等が課題。

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
九時期

園



様式1号(事務事業評価)

41 日匝農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課開局室首所得)1

歳主人 予算現額(円) 決算額(円)十

国庫支出金

財 県支出金

地方債

その他

一般財源 1，351，000 1，342，171 

合計 1，351，000 ー1，3.42，1711

歳 出 予算現額(円) 決算額〈円J
需用費 413，000 405，571 

支 委託料 938，000 936，600 
出
内
訳

dE』コ 計 可了l'，351，000 1，342，171 

経常
|人工数(人役)1λ再責T円Fl
|0.11  557，170 

人件費概算

自治体関与偲時|妥当であるは埜表込道瓦て

1・・・・…… --I杯葉作業百7Ji'.輩Eじで遭現在雑.持世理を・行.~'・\茨害防正王手主砂・流!出防正等め五…
目的空妥当性二三 |妥当である|め、妥当である。 日

証言;弘通j雨量.4五|言語.~;;6...T林業作業百答遣をじで遇腕維持菅理若行い:斑害防E平王拶流出防正・等慌
| |め、妥当である。

三三 I~スト効率 l適正である|林業の振興、山火事・不法投棄防止になり、適正である。
包司、ト山山山山H・H・.:-....山山H・H・，......1.............................1
三-で茅事 i実施主休の適正4化ヒ;三コ一I適正である|市有林を中心lに乙市内山林を監視する業務委託であり弘、適正であるo
f 性 ~..………“山….“ザ‘へ主

、1負賃λ担寄劃j合の適正化 l 適正である

三|目標達成度 |達成している
三有 cl............... ，...................~..-..，..I

三効 |類似事業G仮互存在 --1存在しない
性い..山.“山圃

.上註麺策;λヘべiの貢献度 l貢献してしい、る

活動指標二または成果指標

1 

1 1契約件数

21巡視回数

妥
当
性

3 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.. 

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課骨宮・所(係)I 農林水産課 農林係 | 回 1 -1 40 1 

歳出 予算現額(円)l海軍盟(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

保険料 495，000 479，263 国庫支出金

支= 財 県支出金

言三出訳凹
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

工 ム般財源 495，000 479，263 
合ょ計 495，000 よ 479，263 4E』ヨ 計《 495，000 479，263 
. 車 ，g . ' =藍担
lJ人工数(人役)I入件費(円)1 1交付税 1_ 1 1ムよ吾.，1 _"'fu 1 

三み件費概算 1 0.051 278，5吋 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標、または成果指標 I H24 I H25 I I H26 1目標 l

1 171.9伺6加 11口171口1.9問6h加aI L 171.96ha I達成
1什|協森林面積 r....コ:::3::1::11l江7江!':;.;鴻:

100% I 100% 

2 

3 

|旧自治f体本聞与の妥当性| 妥当である|市有林の森林保険の加入であり玖、妥当であるo
妥 ご}ドト.. 山山……..山………..川山.. 山山.. 山...….. 山山.. 山.. 川山…….. 山.り戸戸川川冒叫.バ凶…戸ιふ山.. 山….“山.川…….一…J一.一山….. 山…….. 山.町山り引.1ト......... ・・・|

三当 1目的の妥当性 1妥当である|市有林の森林保険の加入であり、妥当である。
三性 1.:.........，......・...............・M ・......1.............................1
|対象(受益賓)の妥当性|妥当である|市有林の森林保険の加入であり玖、妥当である。

コ2スミト効率 I適正である|市有林の森林保険の加入であり、適正である。
効J主主:cJ.ド.日ぷ....-山.山………..山……..川山.凶山.. 山……….川山….. 山…..山....日…………..山……..山…..山..………....…....，..乍
寧亘司|実施主体の適正f化じ I適正である|市有林の森林保険の加入であり、適正である。
性二三1・.....・H ・-….............ふ....・H ・.1.............................1

E負担割合の適正化 |適正である|市有林の森林保険の加入であり、適正である。

1目標達成度 γ i達成している
有ト.F，}:J…・;....;........:.......~;.-i..~1

語翻以事手合空在0..........1存在し台、，
上位施策λの貢献度|貢献している .. 

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室圃所(係)I 農林水産課 水産係 回

水産資源の回復及び水産物の安定供給

、歳 出ニ

負・補・交

ま主E訳
ヨ 一

合;計

三九件費概算 T 二

予算現額(円)

1，800，000 

1，800，000 

I人工甑I瓦喪刀
|0.151 

活動指接、または成果指標

1 1放流回数

決算額(円)

1，720，000 

1，720，000 

人梓賓T再n
竺，5101

AFて て ご三三て

す三|国庫支出金

財主|県支出金三
源;司;
|地方債一子て内合l

璽 |その他i
一般財源キ

~合計

交付税 1 血 | 
算Xe 1 m< 1 

三j三
※上段:目標

H24 1 二 H25

ljz:|ljz 
22 I 22 

21過去3ヶ年のクルマエピ・ガサーミの平均漁獲量(t)1…引よ…1.....之5.3
99% I 115% 

3 

d自治体関与の妥当性|妥当である|市も協議会の構成員であるため、妥当である。
妥二 F.;..................山元………..1....... 十

予事事顧I両)

;当、|目的の妥当性 |妥当である l水産資源の回復及び安定供給を目的とするため、妥当である0
7住~..;.........;~;，λ……...........・H・|↓
l対象(受益者)の妥当性|妥当である I漁業者の経営安定と水産物の安定供給のためであり、妥当である。

コスト効率 三二 1概ね適正である
効 iり P子..;'.・H・H・-・・、・・・・・川.....・H・;.1.............................1.
率三l実施主体の適正化 |適正である|市も協議会の構成員であるため、適正である。
蛙 f..........・a・-…戸…H・H・-……・1.............................，ト
|負担割合の適正化 |概ね適正である|市と漁協1/2負担であるため、概ね適正である。

有空空常・"...I~.~~~と~.~.:~I.!~~~秀子ヨF.TIT-与.仔町民
効二|類似事業の存在 |存在しない
位 lトい.“山……….. 山……….. 山….. 山….. 山....…、.....川.. …… .. …..叩日九.. ふL二λ.....川.“山晶

l上位施襲ベの貫献度度~I概ね貢献している ... 
-自然や人工による海況の変化があり、放流場所や方法等について詳細な検討が必要。
-放流場所や方法等について、有効性を検討し、改善実施する。

課題

二の今向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

固

日 16 

j来事覇I円7

経常



様式1号(事務事業評価)

水産係 1 INol.. I一I64 1 平成26年度事務事業評価シート|課・局直薗所得)1 農林水産課

事、漁業者が行う水産の多面的機能掴玩瓦藻場干潟の
業|保全(ナノレトピエイ駆除)、食文化の教育及び啓発活動の
概|場を提供する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額C円)

旅費 30，000 。
、支出二三三需用費 70，000 70，000 

負・補・交 350，000 。
: 訳同

合計 ~A50， 000 .70，000 

木件費概算

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 100，000 70，000 
源割
地方債

訳内含
その他

一般財源 350，000 
d回h除 計二 450，000 70，000 

一般 経常

J:舌動指標、または語裏指標 一 1 H24 、1 H25 

1 Iナ川

21ナルトピエイ駆除匹数
500 I 500 
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31食文化の教育及び啓発活動
150也 I I 100.00% 

|自治体関与の妥当性|妥当である|水産の多面的機能を図る事業で、あるため、妥当である。
妥rト山.................・叩……ー..1.............................1
当 |目的の妥当性三 |妥当である|拍自然環境の保全、食育を目的としているので、妥当である。
性 }トトトト目一………E日…….. ………….日…….目…….. …..町一………町…….. 日.山……….. … .. …山一
目対象(受益者1の妥当性| 妥当である

コAI'効率 |適正である l燃油が高騰しているが全国的な傾向にあり、概ね適正である。
劫 h.;.:;;.;;;;.....・G・....・H・-片山…・4 ↓ 

率三|実施主体の適正化三|適正である l実施主体は地域協議会で、市は補助する立場であり、概ね適正であるo
j 性?:~;一…....………….日……….. …… .. …....山……….. 山….“山.“aで?一目一….“.. 叩叩.勺正一
i負担割合の適正化 |適正である l水産庁の事業の不足分を補う事業であるため、概ね適正である。

I目揮達成度一一 |概ね達成している|ナルトピエイの捕獲は不漁であったが、普及啓発活動は目標以上に実施できた。
有....b竺手示.夕μ壬〉し….. 山….. 山….. 山町...……….刷山…司"山山.. 川司....山……….. ……… .. …… .. …...…… .. 川….. 山山.. 叩川….. 川叩.叫叩叩'い山..川...….日更
，一効三三三ヨJ類似事業の存在 C I 存在する |有害生物漁業被害防止総合対策事業

佐佳T7J;;.日L位施策ベb奇主貢五蒜長|貢献aしている l .. 
捕獲匹数自体は目標に達していないが、沿岸付近の回遊数が減少しているように思えるため、駆除の効果が現れていると考
えられる。
駆除の時期や方法を再考し、更なる効果の出現を図る。

課題

今の両方性後 計画どおり事業を進めることが適当
|改善

時期

園



様式1号(事務事業評価)

17 日回水産係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課骨喧冒所(係)I 

漁業経営の近代化

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 J

源両財三ウ;割貴
県支出金二

地方債

その他

七 ー般財源 4，000 3，237 

合‘計 γ 4;000 3，237 

(円)

3，237 

経常
交付税
算入

|入工数(入役)1入件費(円)1
|0.051 278，5851 

人件費概算

活動指標、または蔵菓子言覆+

1 1関係機関との情報確認回数

21利用者数
•• .• •• •• 
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l自治体関与の妥当性| 妥当である l水産業担い手育成事業であるため、妥当である。
妥 f......."，.，;.・M・.....・H・-山?ん忌| ↓ 
当 |目的の妥当性三 1妥当である I漁業経営の近代化を目的としているため、妥当である。
性 トトト...……….日……….日……….. ……… .. ……..山ι.. 
|対象ιt受益者}の妥当性| 妥当である I水産業担い手育成事業であるため、妥当であるo

一|恒ヨス一ト効率 |概ね適正である
こ効ふ p;~.. ・H・-…・・・・・・........・H・..…..1.............................1

率 |実施主体の適正化三|概ね適正である|市内の水産振興を図るものであり、概ね適正である。
性 ト・.............…一二一一λA・M・;1.............................1
|負担割合の適正化 |概ね適正である|市100%

ヨ目標達成度 |検討が必要|漁業者の高齢化及び減少により新規利用者がいない。
吉有ト…山H・H・H・H・.......・H・".…↓............目.............1.
効 |類似事業の存在 |存在しない
性卜….......;，...，~;.，.....;::，........':.I

|土位施捷へ、の貢献度|貢献している .. 
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課?局直・所得)1 農林水産課 水産係 回

作業効率の向上、安全性の向上

歳出 予算現額(円) 決算額(同) 7 歳入 l 予算現額(円)

財調訳向 割合

国庫支出金

県支出金 80% 24，000，000 

地方債

その他 (元気交) 5，999，000 
諸苧豆訳

需用費 128，000 125，511 

使用料及び賃借料 405，000 397，080 

工事請負費 30，000，960 29，999，160 

一一 J 

一般財源 534，960 

合乙計 I三30;533，960 30，521下751 1 合 計コ 30;533，960 

|人工数(入役)1よ再賓I再n
三 1 0.61 3，144，7751 

人件費概算

七三三 J活動指標iまたは成果指標

1 1漁港施設の整備数

21事業の進捗率(%)

3 

三一主-三 1自治{体本関与の妥妥;当当性正| 妥当である |漁港は市の施設1.'あるため、妥当である。
:三三妥 |トH叩山...山…….凶山山….. 山.. 山..…山…….帥.. 
ミ三三1子一当 |目的の妥当性主三二子 | 妥当である I漁業の作業効率の向上と安全性の向上を目的とするため、妥当であるロ
二¥牛性 Iト卜卜トH一……E目….目……….. … .. … .. ……… .. … .. …...“…一.. ….一，.~-õÕ~~-;.-.-..-.. ~ι.……...1..................: 十
I対象(憂益者}の妥当性|妥当である|漁業者のための施設であるため、妥当である。

|こJ~卜効率 l概ね適正である|事業計画の見直しにより、経費縮減を図ることにより、概ね適正である。
効 r事竺ぷ.!"・H・...・H・..………1.............................1
:三j率三....1翼施主体の適E化， 1適正である|漁港は市の施設あり臥、適正である。
:ごご牲性勺 lト卜.. …………且u………….. 山….“山….“山....山……血u山….. 山….. 
l負担割含の適正化 |適正である|国1/2、県3ν/1叩O、市2/1叩Oであり、適正である。

有一l入l~‘?‘?雪?空黙里 .'....'..m...l肘:mtl~空烹で?たrとピ三L.lV士士lV¥;S吹Vど三¥三:三T
劾 1類似事業の存在J三j亘よJ三一:一主二1存在しない
=三圭ご牲性 }……… .. …….一…J一円"川叩….. 川.. 山.. 日山-

上位施捷〆内可の貢献度|貢献している .. 
-事業の長期化と漁業者の両齢化により、漁業者が減少している。
-事業計画を見直し、早期完成を図る。

課題

日 20 

決算額〈円)ー

5，999，000 

523，4231 

30，521，7511 

臨時

今の方後 P
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

時期
向性

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課掴局面室置所(係)I 農林水産課 水産係 I INol.. I一I18 
中項目(施策)

一l地区の魚食普及推進協議会め壬扇面顧山口県水産物
主|消費拡大運動推進協議会への負担金の一部を市が負担
割する。これにより、市内小中学校の給食材料(水産物)の
要|一部を県協議会が負担する。

歳'出 予算現額(円) 量豊塑(円)

負・補・交 23，000 22，400 

ユ:事宵主

d回~ 計 .. ;2~.000 22，400 

水産業の振興

l、今、 ニ二 歳ごよ

国庫支出金

調財向 割合
県支出金

地方債

訳 J その他

一般財源

j 〆d回』 計三、ァ:

予算現額(円) 決算額(円)

23，000 22，400 
|三三三23，000 22，400 

主 l木工数t入役)1人件費(円)I I交付税 Idm: I Iムー一五日，1
ふ件費時三\~I 0叫 肌叫 I....~算入|無 I I釘種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標、または成果指標 I . H24二 ! ごH25" I I H26 1目標 l

| 随時 | 随時 1 I 随時 |達成

1 1栄養士との打合せ回数 12121121  度

19 I 19 

21利用した学校数

3 

l自治体闘長の妥当性1妥当である|食育は市が推進するものであるため、妥当であるo
-妥三 f::."~";:~'''';;:山山…ー...・M・-・.1.............................1

当三|目的の妥当性 |妥当である|魚食への関心を高めるものであるため、妥当である。
三桂.F.....:...............................….1.............................1 
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市内の小中学校を対象としているため、妥当であるo

zコスト効率 三J概ね適正である|給食としての食材提供であり、適正である。
効 lト…H巳….. プ一"....で1
率土 1実施主体の適正t花じ 1適正である|市も協議会の構成員であるため、適正であるo
性/'.fト…"……...二日i一;一ιふ.. ……… .. … .. 山.... ……… .. …...……… .. … .. 山…….. … .. …....……… .. 山....……….“…...………iム…….. 山.“...…..1↓1.............................1
|負担割合の適正化 |概ね適正である|市が4割負担あり、概ね適正である

目標達成度 1概ね達成している|市内の小中学校が参加しており、概ね達成している。
有....1..…電"山山..  叩町.. ツマイ{主うν竺一.三かF
効三斗|類似事業の存在 1存在しない
二住..;1............................................1
1 1上位施策への貢献度 l貢献している

.い
-市内の小中学校一斉に同じ食材を提供するとなると、冷凍加工品や乾物等食材の種類が限られてくる。
-校区別や小・中学校別など、市内一斉の実施方法以外について検討し、いろいろな水産物を提供できるようにする。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課'局室・所得)I 農林水産課

大項目(政策)

魅力と活力ある産業の振興

水産係 l 回 I -I 19 

事丙守子手種百孟ヲヌ芳三種苗購天蚕面二部を予算丙
業|で補助し、定期的な稚魚の放流を行うことで厚狭川の水
概|産資源の回復を図る。

要

歳出、 予算現額(円) 決算額(円)c 

負・補・交 216，000 216，000 

支
出
内キ

訳

| 二三合計士 216;000 216，000 

ご歳 入 予算現額(円) 決算額(円〕

国庫支出金，

両踊鼠財ーττ 罰首t 

県支出金

地方債

その他

一般財源 216，000 216，000 

合計 216，000 216，000 

一
一
一
一
一
一

ー

人件費概算 |人工数〈守~竹宮司|ずj 無 I~翌| 一般 経常

21放流量(kg) 470 

活動指標、または成果指標 ?r 三 H24 .1. ... H25 

11放流回数
l00.00% I 100.00% 
470 1 470 

470 
虻
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3 1 r水辺の教室Jの開催
100.00% I 100.00% 

H
W
百

山
口

U

M

《

H
V

I
晴

F
n
u
 

"ハ
H
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.自治体関与の妥当性|妥当である|水産資源の回復を図るものであるため、妥当である。
妥 f.....;，:…ν…・M・M・'P'"ι…1.............................1
当 |目的の妥当性 、 1妥当である|水産資源の回復及び安定供給を目的とするため、妥当である。
性 l一日.ιH・a・-…"品二…;1.............................1
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内の小中学校を対象としているため、妥当である。

|コスト効率 主 |概ね適正である
三効 1:...・H・..…円一.言.........“H・H・....1.............................1
率 I実施主体の適正化 |適正である|厚狭川の漁業権を持つ厚狭川漁漁、協が実施主体であり仇、適正であるo
性 l十卜トト“山….“‘“.ム…‘ 戸手"……….“…川一.. ….日…….. 
l負担審割l合の適正化 1概ね適正である|市と漁協1/2負担であるため、概ね適正である。

1自標達成度三万 i概ね達成しているIr水辺の教室jの開催により、地域との交流を深めており、概ね達成している0
2有~;.，・H・...・H・H・............・H ・ ...H..... ・1....・M ・......・H・ ...........1

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 hと・..•. :o.~...-.;o:....;.・ ，;.'" 

三|土位施策への貢献度|貢献している

. r水辺の教室Jの開催により、自然とのふれあいは成果を上げているが、厚狭川の自然を育む意識はまだ向くない。
-小学生等とともに鮎などの種苗放流を行い、自分たちが放流した魚の成長を通じて、自然を育む意識の向上を図る。

謀題

〆

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

... 

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課局宮町所得)I 農林水産課 農林係 l回 日 66

世 IS58市房扇設。高千帆青果物地方卸売市事と小野田青
宝|果物地方卸売市場との統合による。
議|適切な施設整備・維持管理を行いつつ、市場の公益的機
要|能の発揮に努めていく。

歳 出 -予算現額(円)量豊塑{円)

需用費 3，252，280 3，053，580 

支 役務費 104，000 95，945 
出
委託料 5，496，000 4，848，932 

内
訳T
使用料・賃借料 169，350 112，140 

その他 70，650 70，650 

4E』ヨ 計 9，092，280 8，181，247 

人件費概算

山陽小野田市地方卸売市場管理事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

l財
国庫支出金

県支出金
;頂割
地方債

内合
訳 その他 3，121，000 2，962，810 

一般財源; 5，971，280 5，218，4371 

合:計 9，092，280 8，181，247 

270日

臨時

活動指標、また面画裏百票一 H25 

268日

1 1開場日数

H24 

270日

268日

100% 1 100% 

2 

3 

自治体聞芽の妥当性|妥当である|公設市場であり札、妥当である。
妥 lトトト.川叩'い川一.川'
当 i目的の妥当性二 |妥当である|公設市場であり、妥当である。
性 1.-....-.-;.:ーん:.~;....ò.....;.....;....I.............................1ト

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である。

|コスト効率 I適正である|公設市場であり、適正である
叩‘.................………… ....1.............................，
| 事 |実施主体の適正化 |適正である|公設市場であり、適正である。
性 lトト“一……J一一…….. …川且...吋咋十'ザ山山Y戸竺.."一守了j一.主ら宇-示示話iら示ιムム月...九二.竺-←一j戸J一.
|負担割合の適正化 |適正である|公設市場であり玖、適正であるo

l目標達成度 |概ね達成している
有 r........:，................，.，.:._，.;.~:.;，;:.1

効 |類似事業の存在ご |存在しない
性 lトトH………...……….. …… .. 山杭.. 尚.宍-ら.λ=

I~主k位施策への貢献度|貢献している .. 
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



平成26年度事務事業評価シート|課局室刊(係)I 農林水産課

様式1号(事務事業評価)

農林係 I INol 卜I67 ・

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 1，305，720 1，305，720 

支

訳出向4二ι主主

合三計 1，305，7Z0 1，305，720 

ニ一

ー

よ件費概算 三|人工航同人件官川交記1無 Ir主主削除(市場)I 
※上段:目標中段:実績下段:達成率

:間h品目|事

歳入 J 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金三

財源内 割合
県支出金

地方債二

訳 その他

一般財源 100 1，305，720 1，305，720 

合 計 1，305，720 1;305，720 

臨時

100.00% 

活動指標主または成果指標 H24 

1 I修繕料

2 

3 

自活体関与の妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である。
妥 |同一:..:..~....……...・H・.......，.............................，

主|目的空妥当性1:..:.........1妥当である|公設市場であ日当である。
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|公設市場であり、妥当である。

ê~~< lコス団牢 じl適正である|公設市場であり、適正である
t........ー......‘....・・・・・・・・・p・・・・・・・・・竺・・里.1.............................1

f率 |実施主体の適正化ニ|適正である|公設市場であり、適正である。
性ド.-.'.. ….....・H・.......竺・，........・H・....1.............................1
日三|負担割合の適正化 |適正である|公設市場であり、適正である。

!目標達成度 I達成している
三有ト. 三 ... ;.;...;..;;.;~.;...I 

1 効 |類孤事業の存在三 |存在しない
性:ト..…… ず古 l 
|上位施策への貢献度|貢献している

..... 
生鮮食料品を扱うととから、時代の変遷に見合った衛生的な環境を整えていく必要があり、年次的な施設整備、改修が必要
である。

一課題 a

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圏



様式1号(事務事業評価)

68 日

山陽小野田市地方卸売市場管理事業L卸売業者運営補助金)

事|小野田中央青某雇音再雇PTを語麗I盃画課所管江事
::::1業継続判断、経営分析等を実施。
歪|平成26年度から経営状況を確認しながら運営補助金を

霊|支出し、自力の経営改善を促しつつ徐々に適正な財務
I状況へと導く。

回農林係農林水産課平成26年度事務事業評価シート|課M局室園所(係)I 

歳入 聖草現額(円) 些算費C円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財澗 100 5，000，000 5，000，000 
合計 5，000，000 5，000，000 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 5，000，000 5，000，000 
支出

1 c内

訳

」ニ三~dEeヨh 計七 5，000，000 5，000，0001 

己l
※上段:目標

一 12，440，753円

一 12，440，753円

一 I 100.00略

750，000，000円1600，000，000円
528，126，000円1481，157，000円

臨時
仁人工数(人役)1人件費〔円)1 

|0.11  557，1701 

H24 語塾w標、または旦扇富標

21市場取扱量

11補助金

3 

妥
当
性

自治体聞?芸毎の妥当性| 妥当である|公設市場であり弘、妥当である。

目的の妥当性 1 妥当である|公設市場であり玖、妥当である。

対象I受益者)の妥当当i性性| 妥当である |公設市場であり札、妥当であるo

l同=スト効率三 了 |適正である|公設市場であり弘、適正である
劫j三三iHトド.. 山….巾山川…"刷山.. 山...山……….. 山…….. 山….. 山....山……..，一一!

|ド;歪霊 |医雪黙聖ぎT空空空!.~.;.:，:.I 空~.~~~....I宅計???J.P.f空全
負担割合の適正化工ご l適正である|公設市場であり、適正である。

t目標達成度三 1達成している.
事斗 二 1.............................1 
-効、|類似事業の存在 |存在しない
性 1..;......，.，.;)，........;..........;.....;..1.............................1
主位施策への貢献度l貢献している l

..... 
平成24年の売買参加者の破産を受け、不良債権化した売掛金に対する貸倒引当金を積むための補助金と、再建残両が
多い売買参加者への根抵当権を設定するための補助金を支出。資金繰りが困難となるばかりでなく経営困難となり、 1社の
卸売業者であるから市場の機能を失う可能性が高い。

課題 平成26年度からは定期的に経営状態を確認しながら運営補助金を支出していく。これにより自力による経営改善を促しな
がら、徐々に適正な財務状況へと導き、市場の持つ公益的機能を堅持・確保していく。

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

|Nol . . I一|

展望台用地の借り上げ、登山車道路肩の草刈

観光振興係

事|市丙最高峰(標高324m)の松獄山は、展望台から厚狭市|対象|松撮山展望台及び登山車道
~I街・竜王山・瀬戸内海までの雄大な眺望が得られ、また、じここ
毒|その近くに県指定文化財である銅鐘を擁する。とれら観|手段
要|光資源への良好なアクセスを維持し、観光客の増加を図
lる。

観光課平成26年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 

J 歳入 予算現額(円) 決算額(円〕

国庫支出金 1

訳財調向 割合

県支出金

地方債

その他

-三般財源 100 452，000 445，240 

合計 452，000 445，240 

歳三出 、聖璽璽璽L円) 決算額(同)

支

管理委託料 345，000 339，160 

用地借上料 107，000 106，080 
出
内
訳，

言十， ごにヲ452;000 44f;，240 

経常
|人工数〔人投)1'人件費(円)I 
1 0.051 .278，5851 一 三^件費概算

活覇指標ーまたは蔵裏指標

1 I展望台と登山車道路肩の草刈実施回数

2 

3 

妥 .自治体関与の手当性|妥当である|旧町時代から私有地内に設けている市内最高峰に位置する展望台であリ当であム
1............， •. ，.....・A匂..ー......竺盆..~.・ H・I ・........・H ・....・H ・ ........t

当 |同目的の妥当性三: す. 1 妥当である|市内でも誇れる景観への良好なアクセスを提供するものであり、妥当である。
性 lトト卜ト"…………..…..一………..……..……..山..…………"山….凶山.旬山...一……..….“…盆....一ι.“ 
|対象(受益者)の妥当f挫全| 妥当である|展望台は景観確保が、車道はアクセス確保が必必、要で、妥当であるo

|ヨXト効率 、 |概ね適正である|展望台用地借上料が割高なため、 H21から適正額になるまで毎年5%ずつ減額している。
ミ効 ド守山...・H・....・H・-・山1.............................1
」率 |実施主体の適正化 |適正である|委託先の地元自治会委託は状況を熟知し効率的な管理ができるので、適正である。
性 .1..・H ・ ιぷ…....u.....“1..............................1
負担割合の適正化モ l適正である|私有地を観光振輿目的にイ借昔地するものであり弘、適正であるo

一五?
効 l類似事業の存在 l 存在しυyな注い
マ性トH・H・...・ 主士 l 
|プ i上位施策への貢献度|貢献している

.... 
ニ課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期J

向性

圏



様式1号(事務事業評価)

2 日阻一観光振興係観光課平成26年度事務事業評価シート|課・局直面所(係)I 

交流入口の増大による観光振興

歳入 予算現額(円) 決算額(円J
国庫支出金 c

雨踊向雲割合: 
県支出金二:

地方債 子

訳 A その他

一般財調 100 3，299，000 3，299，000 

合計 3，299，009 τ ふ299，0_goj

経常
l人工数(人役)1人件費(円)1 
10.651 3，621，6051 

歳÷出 予算現額(円) 決算額f円)
負担金、補助及び交付金 3，299，000 3，299，000 

支
出

合計 3i2Q9jOOO 3，299，000 

人件費概算
ー

t 活動指標、または成裏指標

1 1市観光協会ホームページのピ、ュー数
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21市の観光客数

3 

I自治体関与の妥当性|概ね妥当である|市の観光振興に最も寄与している団体であり、妥当である。
妥 h'，;;"…山..............…-…1.............................1
当主|目的の妥当性 1妥当である|市の観光振興に寄与するものであり、妥当である。
性;q・-…………...................↓|
z ー|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市の観光振興に最も寄与している団体であり、妥当である。

|三 |コスト効率三三 ム |適正である
効ト............主守……-…...;.;...1.............................1
率 I実施主主:体の適正化 I概ね適正である引|観光事業を多く実施しているロ
性一1主 1:"う与ヤ….日…….. ….一j…!一一“…….. 山且..“…….. ….“...……… .. …… .. 山.“.山
J三I負担割合の適正化 |適正である|観光協会補助金交付要綱に基づき補助している。

|卜二右t.~円.宇惇空.n!/;Jjl摂摂摂空竺史史5......;~...;..... ，1 空空労片存'.~:..~.~:..1
効 |類似事業の存在 I存在しない
司司孟 t.............;...・H・- ・月，-，..1

|三l上位施策への貢献度|貢献している .. 
将来的には自主運営に移行の検討が必要。

課題

lii 事業の進め方等に改善が必要 改時期善 27年度中に改善に着手

園



平成26年度事務事業評価シート|課z局・室冒所(係)I 観光課

様式1号(事務事業評価)

観光振興係 ]fN<;l 卜| 4 1 

小項目(基本事業)

観光・交流資源の整備・充実

ー房副市.~美祢市とともに産葉麗元語重富議会を組織し、
主l本市内催行分ツアーについては引率として同行すること
毒 I~より、交流人口の増加と訪問先地場産業の振興を図|手段|協議会への負担金支出、市内催行分産業観光ツアーの引率

裏 I~O I意図|交流人口の増加と地場産業の振興

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

〆 負担金、補助及び交付金 540，000 540，000 

支
出、

内
訳;

|三言合計 ミ 540，()00 540，000 

ム歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財調ニ 100 540，000 540，000 

合し計 540，000 三τ540，000

8回

一般 経常

活動指標Jまたは成果指標 間
一
咽

1 1募集型ヅアー催行回数

R24 

9回

9回

89.00首 I 100.00% 
150名 1 150名

129名 1 139名21募集型ツアー参加者数

3 

自治体関与の妥当性1妥当である
妥 }…….H......一戸川;'-":，-...:-.;.1・・ 1 

当 |目的の妥当性 | 妥当でで、ある|近年の観光ニ一ズに適合しており、妥当である。
「性「τ斗IトH…山…..…J一…..示"..“..ιL
I対象〈受受i益者)の妥当性| 妥当である|参加者は広く個人.団体を対象としており玖、妥当である。

1二三 clコスト効率 |適正である|近隣市と協働運営してコストを分かち合っており、適正である。
「効 l・H・M ・..………吋…リ1.............................1
率 |実施主体の適正化 I適正である|近隣市と協働運営してコストを分かち合っており、適正である。
性'_f，.....，"，:一台所?…ヂ…斗…… | 
:「ー |負担割舌の適正化 |適正である|近隣市と規模に応じてコストを分かち合っており、適正である。

十二 三一~目標達成度 |概ね達成一
有~...............，............，..... '".，.::'...j 
効 |類似事業の存在.cC- I存在しない

三|主位施策への貢献度|貢献している

..... 

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

圏



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局面室置所(係)I 

事|きららピーチ焼野の維持管理については山口県より市に
業|管理委託されている。現在は市から指定管理者に管理委
概|託している。この施設が安全かつ適正に管理されること
要|で、安心かつ快適に利用できる。

歳 J出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 291，600 291，600 

三守三内主国訳r よト

合 4 言T 291，6QO 291;600 

J 人件費概算

土木課

歳入

国庫支出金 F

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財澗

合計

l 舌動指標、または成果指標 H24 1二 H25

1 I年間利用者数

2 

3 

20，000人 1 20，000人

18，788人 I28，706入
94.00% I 143.00% 

河川港湾係 | 回

予算現額(円)

100覧 291，600 

291，600 

一般

1自治体関与の妥当性| 妥当である|山口県より市が管理委託を受けているので、妥当でで下ある。

1: t巨骨門明巳?勿.?5今引竺.?烹?言許男.~芝???券主:-乞空!: ;;;;:三::;;;;:1:::| 2弓点討?ざ主:k三汚点汚:士芝?於:主子だ於引空(b6引♂叫引6引ι訪行司.. 一fι~:J~~!い.!t?主門Tイ??ザj!i円1]，円.用早
対象(受益者〉の妥当性| 妥当でで、ある|利用者が快適に利用するためなので妥当である。

1 -1 48 

決算額(円)

291，600 

291，600 

臨時

コスト効率 適正である|修繕は緊急を伴うため随意契約するが、 2者から見積りを徴しており、概ね適正である。
効 f作竺山'リ町f円.....雪n貝
率主寸|実施主体の適正化 | 適正である|市が管理者であり仇、適正である。
性佐1三f……….リF…….. …… .. 山……….山山山……..山….. …… .. …..，“…….“….“...“………… .. ……….“…… .. 山.“.…….............……斗且日.1ト卜トト日……….目….目……….……日…….日.日……….“….目.................1
fマ |負担割合の適正化三|適正である|指定管理委託契約に基づく費用負担であり、適正である。
'目標達成度 |概ね達成している|年間利用人数は大幅に増加しており達成しているo
有}三 i

効 |類似事業の存在 |存在しない

性一エ手話通二伝言語|首長仁三;;訂正記長iiぷ語以Ei;函iLZL正面五日日;.. 
沿線の施設管理者や地域の方々等で組織された竜王山・焼野安全対策推進連絡協議会で利用に関する協議を行い、利用
者のマナー向上を図る方法を検討する。
観光部局へ窓口一本化をすることで、より魅力的で効率的な施策が実践できるともに、人員削減が図れる。

課題

寸 方
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

の向性 時期

園



平成26年度事務事業評価シート|課M局官官所(係)I 都市計画課

zに誰持管理破損酌融調闘の受付及
び料金徴収について平成19年10月Hlから指定管理者
四制度を導入した。

要

7歳出 予算現額(円)

委託料 3，240，000 

支
出

内

合計: 3，240，000 

人件費概算

活動指標、または成果指標

オートキャンプ場有料施設利用者数

2 

3 

決算額(円) 歳入

3，240，000 国庫支出金、

財源内二割合
県支出金

地方債 r

訳 その他

般財源一一

3，240，000 合計

H24 I H25 
22，000 I 22，000 
24，052 I 18，956 
・_..“

109% I 86首

妥 l官I1g空?衿今門円?7??何雪常雪塑黙空F引，.1 雪黙?三交で~....1翌戸空!史:ì烹主$主史で$1
当 |目的の妥当性 |妥当である
性 1.......，. ...... ......;...... ， .;， . ::， . :~:.， ....1 

l対象(受益者)の妥当性| 妥当である

コスト効率 概ね適正である

様式1号(事務事業評価)

管理緑地係 I INol I一| 5 ・

予算現額(円) 決算額(円)

3，240，000 3，240，000 

3，240，000 3;240，000 

一般 経常

il場所持jlJ;;;[::H515::|祥子百奈子51355:在日三;151挺汚;;;二二二:
]負担割合の適正化 |適正である|施設は市により管理すべきである。

有
効

目標達成度 I概ね達成している

類似事業の存在 |存在しない

干|斗元員二説説|説モ~.~6.l .. 
集客力のあるトレーフーハウスが老朽化している。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

園

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

観光課 3 

小項目(基本事業)

情報発信・誘客体制の強化・充実

日回観光振興係平成26年度事務事業評価シート|課回局室・所(係)I 

観光宣伝事業

山口県観光連盟

歳入 予算現額(円) 決算額(円上l

国庫支出金、

=ニ訳て財源向~云z主号苦割
県支出金三

地方債主

その他ご

ー般財源 100 799，000 799，000 

合 計 799，000 

歳三出=ム 予算現額(円) 決算額(円)I 
負担金、補助及び交付金 799，000 799，000 

支

合 計 799，000 ヤ 799，000

経常川
市
一

i人工数(人役)1人件費t円)1
|0.21  1，114，3401 

人件費概算三
ー

山口県観光連盟ホームページのビュー数

660，000人 1 920，000人

909，370人 1977，051人
138% I 103% 

21市の観光客数

3 

ー自演依関与の妥当性|妥当である
妥 |トトト.川川.日…?再戸J山可.竺頃?

当当. I目的白妥当性 主|妥当である 1広域的広報の推進は欠かせない施策であり臥、妥当であるo
性 lト.ιιぷ;二ぷ...…….. 山.. … .. ……….“… .. … .. ……… .. … .. 叫..  山…….“山.. 山.. ……….日….. … .. 一…….. …E目….. ……….日…E目….. 山…….. …ヨ日….. ……… .. ….日….. ……… .. … .. …....…… .. 一1.............................1卜
毛三~~~I対象(受益者)の妥当性| 妥当である lネットワークやノウハウからみて、県観光連盟は連携の欠かせない団体である。

|コスト効率 I適正である|広域的な広報効果からみて、適正である。
効 Iト.. 山……….. 山……….. 山….. 山….. 山....……….. 山山.. 刊...丙丙山.丙-白-示与.吐石旦引ぷ山司示…円i一.
率 |実施主体の適正化 |適正である|県観光連盟のネツトワ}クやノ!ウフハウからみて、適正であるo
性 七I円言デ.示戸.λ"……….. …....………且u山….. …且..品h山川….. ……… .. …… .. 山.叫.……...1.............................1| 
1負担割合の適正化 |適正である|人口規模、観光客・宿泊客数に応じた負担となっており、適正である。

目標達成度二三コ |達成している

類似事業の存在 |存在しない

上位施策への貢献度|貢献している

ム有
t 効

4易

課題

今の向性方後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

出
※上段:目標

〉活動指標、または成果指標三三 1 H24 1 H25 

で蹴吹くiできる3けき5

園



様式1号(事務事業評価)

5 日回観光振興係観光課平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 

-..1本市の観光資源を活かじ王、山陽小辱面市が目指すべき
芸|観光のあり方を検討し、それを実現するための具体的な
概|指針として観光振興ビジョンを策定する。

要

手段|観光振興ビジョン検討委員会を設置して運営する

56，000 

56，000 

予事現顧I再)j京事覇I円7

臨時

90，000 

90;000 

100 

合己計

|叡見|無|

一

"<.17人工数(A役)1人件費(円)1 
?三 1 0.91 5，014，5301 

1"'，--，歳三出 予算現額I円) 決算額(円)
報償金 90，000 56，000 

γ 支
出、

内
訳

合主言r 90，000 56，OQ() 

人件費概算

H24 ョ活動指標、またI孟戒果指標:

1 1観光ピ‘ジョン策定委員会開催回数

21観光振興ビジョンの策定

3 

妥
当
性

自治体関与の妥当性|妥当である|市の施策への意見を求めるものであり、妥当である。

目的の妥当性 f五 | 妥当である|施策立案への市民参加を図るものであり、妥当である。

s l対象(受益者)め妥当性|妥当である|委員は観光関係団体などの委員からなっており、妥当であるo

コスト効率三三 |適正である|規定の委員報酬のみであり、適正である。
劫 トー....・E・-円らで.........・H・..........;，:+............................1
三三率 !実施主体の適正化ミ|適正である|委員は観光関係団体及び公募市民で構成されており、適正である。
性 |トト“山…….. 山..ヂ.♂τJ主....一よよL二二Lλ...示示.示示lし一...'ι一一一Jλム…….. ……… .. … .. 山...……‘“山.“山...山….“山.. 円.“千一d戸円~プ?←.. 円'

|負担割合の適正化 |適正である|市が求めて委員参加してもらうものであり弘、市が支出するのは適正であるo

有三日空空警よ...........，;.:.1 黙とご:ヨ!万戸空???EP.T.守点!;:l!ì.子望号l::"~三と竺空点っととl"， JiJJ.ltと""("'00
三劫ヘ|類似事業の存在三|存在しない
叫 .....・・・.......・… ' ・ 4 
三|土位施策への貢献度|貢献している .. 

課題

二今の後方
事業の終了

改善

向性 時期

圃



様式1号(事務事業評価)'

平成26年度事務事業評価シート|課・局 z室・所(係)1公営競技事務所| 1 -1 1 1 |回

.;.".，オートレース事業のうち、施行著丙面有事言語を除く競走の
芸|実施に関する事務を、平成26年度から、新たに日本写真
概i判定株式会社と3年間の包括的民間委託を行うことによ
要|り、オートレース事業の継続を図る。

霊園|関税;臨調謂:、協議事官官育事業その

歳 出 予算現額(円) 決算額{円)

ξ:主訳主向

包括的民間委託料 650，000，000 621，813，487 

義務的経費 5，549，844，595 4，965，594，145 

開催経費 1，892，304，785 1，645，807，459 

累積債務解消額 207，317，620 217，013，474 

その他 576，410，141 537，943，399 

舎で計 8，875;877，141 7，988，171，964 

τ一二歳，}， 一二二 予算現額(円J決算額(円)
国庫支出壷て二一

県支出金

地方債

その他 8，875，877，141 7，251，144，871 

ー般財源
マー dロ』 言十 8，875，877，141 7，251，1{4，871 

人件費概算 |江数(人?;|ぺittillj想見|無1h会耳目|特会(小型;-1臨時
r 三活動指標、またlま成栗詣覆 H24 H25 

1単年度売上額

9，523，375，000 7，573，480，000 

7，436，530，600 6，773，534，100 
a・・・・・・・B・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・ -・・.冒歯・・.....且a・・a・....・，車専.. 
78.09% 89.44% 

2 
包括的民間委託によるオートレース事業での収益

246，075，000 110，000，000 

確保を行う。(市収益保証)
310，733，954 240，310，711 .............・........冒......
123.17% 218.46% 

3 I~つの累積債務(トス料、 JKA交付金猶予額累
319，886，000 292，383，000 

積赤字)の解消(=争累積債務の減少を図る)
308，053，000 217，532，000 

96.30% 74.40% 

nu

、y

n
U
叫
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八
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ρ
b
…
1
H
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向
山
…
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…
η
t
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川
同
日

n
U

2
E
1
 

1 壬三|自治体関寺再妥当性|妥当である随行者である市は、小型自動車特別会計により事業運営の適正な執行を図る必要が
ぺ妥ート………一…ぷぷ........卜.........， ↓ 
当、 |目的の妥当性 1妥当である /いj卜、型自動車競走法に基づき、公益事業の振輿及ぴ市財政の健全化に害与することを目的に運営される。

性 lトト日………，一…一一…….. …… .. 対象〔受益者)の妥当性| 妥当である ↓包括民間委託を行い、売上向上を図る必要がある私。(仰収益確保lに乙よる累積債務解消は重要課題である。)

I:Jコえ卜効率、 1概ね適正である|包括的民問委託業者による経費削減効果があり概ね適正であるo
効 ド….....・H・-川H・H・山・A・H・..・|・ | 
;率 '1実施主体のi適直i正主化 l概ね適正である叶|包括的民間委託業者による経費削減効果があり概ね適正である。
ご 主性性 .ト一………….. 山……….. 山……….. 山…..山………..……且“山….“山..“…i一....竺ケ...一..ム-川川......一…..…臥"ι.

|負担割合:のの適正イ化じ |概ね適正である|契約に基づく包括的民問委託料と市の収益保証の確保による累積債務の解消により概ね適正である。

有 l，~~~空号黙性明聖 竺一，....，.t..~.守空守空黙黙!~史庶予~.どとご三士:ど:三オ~..I刊I.~?でT明台惣空門空許守史警照T三V~男里閉号常雪勿?計竺T史.門?
効 l類似事業の存在 τニ |存在しない
佳子十… い i...，.;，，;，c，;....1 
l上位施章式の貢献度|貢献している .. 

課題

包括的民間委託契約による収益保証額は確保できているが、安定的な市の収益保証を確保するためには、勝車投票券の
売上額の減少に歯止めをかける必要がある。

今の方後
事業の進め方等に改善が必要 改時期善 27年度中に改善に着手

向性

圏



様式1号(事務事業評価)

3 

経常

日

一般

回用地係管財課平成26年度事務事業評価シート|課帰呈刊(係)I 

末再賓用7
2，507，265 

三 三三 三 三|人工数以役)

:J三三二三毛争責概算:三一二三I 0.45 

、H24|下 活動指標、ま正面詰栗指標三三--三己

1
・

.，AT
I
-
-

n

向ぺ

υ
H

H
4
Eよ

H

+
E
E
B
E
E
-
'
 

H

件
"

H
n
u
d
n
 

1開地交渉件数(目標は設定しなし、)

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である 1市有地の購入であり、妥当である。
妥 、ト....・M・.....・H・-…・・....……1.............................1
当 |目的の妥当性 |妥当である|公共事業用地の購入であり、妥当である。
性トH・H・uno………H・H・...・H・..…1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

;三:羽 1~:1[劫子適正である
串 I実施主体の適正化 |適正である|用地取得業務であり、適正である。
性~.........，.........・....・M・..aa・M ・，:，....:1......……H・H・...…・ l

負担割合の適正化 l適正である

目標達成度
有-f;....~.....，...，...;"..，;~;;，.;.....'.， ....1 

勤三|類似事業の存在主， I存在しない
性三 r.ご三 二|

l上位施策への貢献度|貢献している

なし

|課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.レ

業

一
事

一
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一
予

一
ロ
一
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記
項
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事
一



様式1号(事務事業評価)

4 日

手段|届出の受理、進達。現況実地調査の実施、報告

回用地係管財課平成26年度事務事業評価シート|課鳴宮個所(係)I 

.".".，乱開発苓無秩序な土地利用を防止するとともτ蚕示
芸|土地の有効利用を推進し、適正な土地利用を図ることを
担~1目的とした国土利用計画法に基づく届出を受理し、進達
霊|する。また、その後に遊休地の現況実地調査を行い、報
l告する。 適正な土地利用を図る。

歳 入 予算現額f円) 決算額{同}

零封
国庫支出金

県支出金 100% 171，000 162，000 

地方債

1訳 その他

一般財源三=三 130 

合計 171，000 162，130 

歳 出 予算現額C円J|ず決算額(円)

三主三主主三円奪由両主

消耗品費 77，111 68，241 

燃料費 93，889 93，889 

r訳
合三計 17l，000 162.，130 . E 車 ， . E=ー

人需司1A工数(人役)I 
z1 0.251 

γλ{宇費概算 経常一般

じ H24」主活動指標、または成果指標

届出・無届及び現況実地調査件数(目標は設定し1...........・H・..……...t
1 Iない!)7ï't"/lí:l/.x..

V

. ?I...VU;::;t<;:.....I!:l W"J ....El. IT ;p;.. \R 'V"'Ì'\: r d..lV<..J.，C.
v

l …......?!~...........l.・--pf..

2 

3 

卜 士三三ヨ↓自自自自1;治台体関与の妥当性| 妥当である|国土利用計画法第23条第1項により玖、市町村長を経由して届け出るため、妥当であ割
主三;妥 1ト.. 山山.. 山…..
:当 |目的の妥当性性」ιJ三Jチ |妥当である|法律に基づき、妥当である。
: 柱 lトトトh山………ヨ"…..一………ヨn山…..……..山………..山…..山….目一.町，………….，山-・M ・… M ・M ・....1.............................1 
|対象(受益賓)め妥当性|妥当である|対象者は法律で決まっている。

コスも効率 。 I適正である
効 F.....1;';....;.ふ山H・H・......・H・…・・・1.-............................1
2軽 I実施主体の適正化 1適正である|
牲 lーし"……邑“……….“山…………且u山……..山…….，山…且M山...…………..………且u山…….“山…‘“山...……….“……..……盆u山.“.ベ…………L一一..川.
|負担割合の適正化 |適正であるI!県県から土地利用規制等対策費交付金がある。

lι:有 |同目標達戸時里ご~..:........ó.....ó.1
効 |類似事業の存在 τ|存在しない

空|土問一言への貢献度|貢献している

なし。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 「改時善期

向性

.レ

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|諜・局呈・所(係)I 都市計画課 計画係 1 INol 1ー117 I 

歳出土 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 L

支 財 県支出金
出

内
j内原 割合 地方債

訳 訳 その他

l三; ー般財源
γ 二二 f dE』ヨ 計 。 。 .g. ヨ 計 。

二三O

|三人件費概算三|人瑚tt|川君山想見|無|恒到
活動指標、または成果指標 1 H24 

1 I審査件数

2 

3 

自治体関与の妥当性l妥当である
L妥 1..................;..;..;;-...."....;:......1

l当 |目的の妥当性ご |妥当である
r 性 l イ
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

lコスト効率 1概ね適正である
効三l… ， ~~.:..I 

ι 率三|実施主体の適正化主主|適正である

|性|負通告白通正化 |適正である
E目標達成度

、有=十ι..，.. ........... .......... .:. .~..;I 

1劫 I類似事業の存在 存在しない
壬性 [...............;.;-..;.，...:，;.-，..;;.，;......1 
上位施策への貢献度|貢献している

課題

4易

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

同一事業

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室副所得)1 都市計画課 建築指導係 | 回 1 -1 18 

開発指導許可業務

市内(1000rd以上)の開発行為事|都市許面語の規定に基づく蘭嘉有扇許可扇請に対して
1::1は、市の意見を付して許可権者(県知事)に進達。市条例
議|の規定に基づく土地開発届出に対しては、審査の規定に

要|基づいて承認する。
開発許可申請書等に対する意見並びに審査・承認を行う

意図|無秩序な市街地の拡大を防止し、計画的な市街化を計る

歳出 予算現額(円)f決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

需用費(消耗品) 25，808 25，8081 国庫支出金

支 備品 22，680 22，680 
出

内
覇財向 割合
県支出金

地方債

訳 訳 その他

一般財源 48，488 48，488 

| 合 計 1 48，488 48，488 合計 48，488 1 48，488 

KÅi~景品.~人工数(人間人間~I 智| 無 11会計種別| 一般 | 経常 | 
若動指標;または成果指標 1. H24 H25 

1 11年間の開発行為許可申請書等の受付件数 12 17 

2 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である|関係法令の規定により、市が実施するものである。
妥 1.:・H・-…・山・H・H・，.………...・1.… | 
当 |同目的の妥当性 | 妥当である l無秩序な市街化の拡大を防止するためであり妥当であるo
性 }トトト目一…E目.. ………… .. …… .. 山….. …....……… .. ….....川山….. …… .. ….. 一
|対象[受益者)の妥当性|妥当である

ーコ丞ト効率 |適正である|関係法令の規定により、市が実施するものであり適正である。
効二.一戸山....・H・H・H・..…...・H・...・....・I・H・.....・H・.....・..........1

率土|実施主体の適正化 |適正である
三性 ~............;:..;....;;..;.......;.;;:..;...I 

負担割合の適正化

目標達成度

適正である

:il持者計千五;;:::::|::t422J::::::二二:
上位施策への貢献度|貢献している .. 
平成26年度に開発許可の一部(lha未満)を権限委譲を受ける。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

20 日回建築指導係都市計画課平成26年度事務事業評価シート|課a局直面所得)I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源;割= 県支出金

源内合 地方債ア

訳 その他

一般財源

dロ:.. 言十 。| 。

歳出三 予算現額(円) 決算額(円)

l 主出I
内
訳

..~ロ』 言十 。 。
人件賓I百TI

2竺H
|人工薮I末在)1
10.31 経常一般

H24 活動指標‘または成果指標

1 1建築確認申請の受付件数
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民間指定確認検査機聞からの情報照会依頼件
21数

9 31山口県福祉のまちづくりに関する届出受付件数

I一自j台体関与の妥当性l妥当である I市内の建築物の動向を把握するために必必、要であり弘、妥当である。
妥 }ドιふドふ戸"…….ム.. ………00山.. 山.00….. 山.. 山山….. 山.. 川.刊..，… .山.. 叩，.川.

当主三当二1プ，'1目的の妥当性 1妥当である I市民の安全のため、違反建築物等を把握する上で必要であり、妥当である。
τ世圭1..・M・-………“…...・"，...:.....1.............................1.
|対象(受益者)の妥当性|妥当である

コスト効率二 I適正である
効 1...... .~:. ;;;，;;.. ，;，;.... ............ ;.;;;.1 
率 |実施主体の適正化. I適正である
町議員雨量ft;:..，品目以|

|戸 l.~.. ~計百;........:;......1
効 i類似事業の存在三 |存在しない
性7 卜ぷ・・…“ ・ 1 
'1上位施策への貢献度|貢献している .. 
建築行為に関する市民などからの相談等について、許可権者である山口県の判断を仰ぐ必要があるため、即座に対応でき

課題

ないケースが多い。また、権限委譲を受けて市で対応している案件もあるが、対応できる職員が少ないため職員の確保が課
題となっている。

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

圃



平成26年度事務事業評価シート|課伺E室冒所(係)I 都市計画課

中項目(施策)

適正な土地利用の推進

様式1号(事務事業評価)

建築指導係 I INol I一I21 ・

限定特定行政庁業務事業

建築基準法第6条第1項第4号に関する建築行為を行う市民

手段|各種書類の審査や許可を行う。

ー・平扇亙右手度から権限委譲により、建菓基準法第6条第1
宝l項第4号に該当する物件の建築確認申請等の建築行政
義|業務を行うようになったため、その審査や許可に関する事

要|務を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 330，000 153，080 

支 需用費 148，512 105，822 
出
役務費 14，000 11，686 

吋 訳肉 、
使用料・リース料 346，000 255，636 

負担金 70，000 55，000 

dE』ヨ 計 !"}08，512 581J224 

歳入 予算事覇I円〕 決算額(円)
国庫支出金今

財 J 県支出金

源内二割合 地方債

訳 その他J

一般財源 908，512 581，224 

4口』 言十 908，512 581，224 

IJ晴一一|人瑚官|人T12。||殺|無 II会計判 一般 r~~l 
※上段:目標

活動指標よま正i孟蔵裏指標 H24 1 H25 

1 1条例等の策定 …了
…
古
河

21権限委譲による引継ぎ業務 …了
…
白
河

3 

.自治体関与の妥当性|妥当である|県からの権限委譲であり、妥当である。
ム妥ト...............……………，.............................，

当 i目的の妥当性三 τ ，妥当である|市が判断できるようになるため、妥当である。
性ト....-.-o-.....今H ・H ・...…o..・M ・...・M ・，.............................，

対象f受益者)の妥当性l妥当である|市民の宇部土木への提出が減少し、市役所にて対応できるため、妥当であるo

r rト効率 |概ね適正である職員の宇部土木への進蹴が減少するため、妥当である。
=三効壬 1..............................，.......:.....1.............................1 
二寧1実施主体の適正化二|概ね適正である|すべての建築物が対象ではないが、 般的な小規模建築物に係る建築行政を市が担うことは妥当である。
性 f........・山….........ι・・H・M ・.;..，.............................，
負担割合の適正化 i適正である

|目標達成度 I概ね達成している
二事い l 
二効.....1類似事業の存在 二 |存在しない
性 f......i.....".，...，...，.i ・|

上位施策ペの貢献度|貢献している .ト
限定特定行政庁のため、権限については建築基準法第6条第1項第4号に該当する建築物に限られ、他の建築物の権限に
ついては山口県のままである。

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



a 

平成26年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)1 都市計画課

事|都市計画の決定および変更等の審議案件があった場
::1合、都市計画法の規定に基づき、都市計画審議会を開

計画係

様式1号(事務事業評価)

I INol 1 -1 27 1 

事|催する。 I手段|都市計画法に基づき、委員を招集し開催する。

裏

ム歳Y 出 予算現額(円) 決算額{円) 歳入 至豊里璽C円) 決算額(円)

Lて三茸出向ーとさ三

委員報酬 104，000 98，0001 

消耗品費 118，320 116，919 

訳

国庫支出金

源財訳再三T割合づ
県支出金

地方債

その他
， 

一般財滞 104，000 98，0001 

合三計 222，320 ~14， 919 合計 104，000 98，000 

-E  品凪L' • t n.' E E E... ，.包 ，~司、 l 

三木件費概算 ヱj 経常

活動指標、または成果指標 H24 

1 1都市計画審議会協議会

21都市計画審議会

3 

I自j治台剖f休本闇与の妥当性| 妥当である|都市計画法に基づづ、き運営するものであり1、妥当である。
妥 f↓|トトド.ζμi二..ぷ.日..川.. 山山而
「当c_1目的の妥当性 1妥当である|都市計画の推進に寄与するものであり弘、妥当である。
性 l上ιJ一一山一..………..山.日…..…….冒山..一一 "山………..山一..…....………..…..山………..……….“……..…..……1.............................1
対象(漫益者)の妥当性|妥当である

コスト効率三 適正である

il計三持5111E515E伝子三主主!;:記長;;二.........
ー二二|負担割合の適正化 |適正である

1> I目標達成度 • 1概ね達成している
有 f..・H・..…刊日古里 l 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 lじ .........1
三 |上位施策への貢献度|貢献している .. 
平成27年度は、協議会として「婦の基本計画策定に関すること」、審議会として「火葬場の変更J、「小野田駅前土地区画整
理事業の廃止」を予定している。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E局宮・所(係)| 都市計画課 都市整備係 l 回 1 -1 10 

小野田駅前土地区画整理区域整備事業

事|住民意向調査や勉強会等により、合意が得られれば、区|対象|小野田駅前土地区画整理事業区域の未施行区域
主|画街路や公園などを直接買収方式により整備し、区画整
目|理事業と概ね同等の整備水準とすることで、土地利用制

霊|限の解除を行う。事業メニューは、都市再生整備計画事
l業(旧まちづくり交付金事業)を想定している。 I意図1駅前地区に相応しい良好な市街地の形成を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額{円)

計画策定委託料 1，300，000 1，198，800 

支
出

内
訳 ι

言十 1;300;000 1，198，800 

-l .. 且且ιー， ， .，，曹、. E E.L '"s~ ， 、

|三 人件費時二

活動指標、または成果指標

合意形成に向けた住民への説明会等の開催

歳入 予算現額(円) 決算額(円〉

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

ーー般財源 1，300，000 1，198;8001 

4E』ヨ 計 J 1，300，000 1，198，8001 

H24 

(随時)

一般 臨時

四
一
冊

1回 0回

2 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である|区画整理事業は市が施行すべきであり、妥当である。
l妥ト…......山……川}….1.............................1
当 |目的の妥当性 | 妥当である|有効な土地利用と市街化の進展に寄与するものであり、妥当である。
性ト……......…"...............・H ・...1.............・M・............1.... 
対象I受益者)の妥当性| 妥当である

ケlコスト効率 | 適正である
劫ノード".............................，;.....1
二三率三1実施主体の適正化 | 適正である
壬性" f......... ，...，..，.~..，...;;.:.:J..:.. ， .';..1 

負担割合の適正化 |適正である

l目標達成度
有プ，'....;...................;.. ，....;...;...'，A 
r 効 |類似事業の存在 | 存在しない
性 f..........，:.......;....;.:.:.:.............1
上位施策への貢献度|貢献している .. 
これまで開催した説明会の出席率は30%程度であり、住民及び権利者の問題意識の低下が懸念されるが、地元自治会の協
力を得ながら関係者の理解を得て事業を進めてして必要がある。
しかし、地元説明会で色々な意見や要望があり、特に沖中川の浸水対策など早期に解決することができない課題があるた

課題 め、平成26年度に課題や問題を再度整理し、地元合意を図りたいと考えている。
今後の予定は、平成27年度に地元合意に基づいた整備計画を策定し、平成28年度の事業着手を目指す。

| 今の後方 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期
向性

圏



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 都市計画課

大項目(政策)

計画係 | 回 旦三2

コンパクトなまちづくりモデ、ノレ事業

事|山口県副設の「コンパクトなまちヲミり吾子}レ事業」に採択
業|された厚狭駅周辺について、基本構想を策定し、それを
山|基に事業を進めていくモデノレ地区を設定するための基本

霊|計画の策定やまちづくりの先行的な取り組みであるコーポ
|ラティブ、方式の導入について検討してしく。

歳 出 予算現額(円) 量豊璽(円)

委託料 5，400，000 5，238，000 

金-主E 白
訳

合計 5，400，000 5，238，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/2 2，700，000 2，619，000 

調財 割
県支出金

地方債
内合
訳 その他一三

一般財源 2，.700，000 2，619，000 

dロ恒 計 5，400，000 5，238，000 

一般 臨時

活動指標、または成裏指標 H24 H25 

調査

1 1基本構想の策定
"
似

m

…了…∞

…完…肌
"

唱

E
A

A
'
+
 

21基本計画の策定

コーポラテイブ、方式による戸建住宅整備計画の策…
3 1::' 
目、

-
W
河

…了…∞

…完…肌

|自治体関与の妥当性 l妥当である|モデ、ノレ事業として市が施行すべきであり、妥当である。
妥J……H・M ・.....・H・-………十一..… | 
当工|目的の妥当性ー |妥当である|有効な土地利用と市街化の進展に寄与するものであり、妥当であるo

A 性ト..........…H・H・-…・…H・H・.....・・1.............................1
対象[受益者1の妥当性| 妥当である

コスト効率 1適正である
効 1...，，'....;...... -...........................， 
率::j実施主体の適正化 |適正である
性 F.z:::-..:..................................:I
|負担割合の適正化 |適正である

1'" 1目標達成度 、 |達成している
有 l.m..;..;...;..;;;...::;:..................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f.ι……・・ | 
|上位施策への貢献度|貢献している

• 戸建住宅の分譲を進めるためには、まちの魅力を局める施策が必要である。
戸建住宅整備計画を進めるためには、地権者との合意形成が必要である。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



平成26年度事務事業評価シート|課局室置所(係)I 都市計画課

様式1号(事務事業評価)

都市整備係 I INol 卜I28 1 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

普通旅費 50，080 50，080 国庫支出金

支 燃料費 4，080 4，080 財 県支出金
出
光熱水費 972，000 957，7641 

肉
j原害IJ
地方債

内合
訳 修繕料 52，000 51，840 訳 その他

通信運搬費 21，000 。 一般財源 1，099，160 1，063，764 

~ヨ.. 言十 ご 1，099，160 1，063，764 dロL 計 j 1，099，160 1，063，764 

人件費概算三 一般 経常

活動指標、または成果指標 H24 

2 

3 

レー l自治体関与の妥当性|妥当である|駅前広場は市により維持管理を行うべきである。
守 …・0山山山山川・........・・・・・・ e 

当 |目的の妥当性 |妥当である|駅前広場利用者の安全確保のためであり妥当である。
性 ト......一 .;....~-;.i-...........;..:......…| ・・・・|
同象[受益者)の妥当性|妥当である|駅前広場利用者の安全が確保されるため妥当である。

|コスト効率 1概ね適正である
効~.......・ H ・..…....・H・......川......・ .;1.............................1.

率 |実施主体の適正化 |適正である l駅前広場は市により維持管理すべきであり適正である。
性ト・...............・-……'......;"......1.............................1ト
負担割合の適正化 |適正である 1駅前広場は市により維持管理すべきであり適正である。

I目標達成度
:有~......，.....;;..........，;...，.;...:，.;.;..-.I

，効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト…H・H・-ザザ ;..........1 
|上位施策への貢献度|貢献している ，. 

課題

一

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局面室E所得)| 都市計画課 都市整備係 | 回 E工三2
丈項目T政棄7 中項目f施策)

適正な土地利用の推進

厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地管理運営事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

| も支
保険料 4，000 3，006 

清掃委託料 903，960 903，960 

国庫支出金

財 県支出金 7

出
草刈等委託料 530，000 523，210 

内
訳 機械器具借上料 229，520 158，112 

源訳向 割合 地方債;

その他

負担金、補助及び交付金 4，044，000 4，043，790 ー般財源 5，711，480 5，632，078 

I 5，711，480 5，632，078 4E2Z h 言十 5;711，480 5，632，078 

人件費概算 I人工数(矧人件間~ I想見|無川竺到 一般 経常

活動指標、または成果指標 1 H24 

2 

3 

| ュ |自治体関与の妥当性|妥当である!厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地は市により維持管理を行うべきである。
妥 1..........・H・........・f・-…H・H・-…1.............................，
当 |目的の妥当性 |妥当である|厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地利用者の安全確保のためであり妥当である。
性卜...・H・-…ι.....................・H・...1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地利用者の安全が確保されるため妥当である。

|コスト効率 |概ね適正である
:勃トH・H・-り......・H・，'"・H・..…-・1・p・1.............................1
三率|実施主体の適正化ー|適正である|厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地は市により維持管理すべきであり適正である。
性トH・H・......ょ....・H・..…・...……・1.............................，
負担割合の適正化 |適正である|厚狭駅南部地区土地区画整理事業用地は市によろ維持管理すべきであり適正である0

.目標達成度
三有 1....，.:.;.........:"."...."; .. :....，，，;..1 
二効セ l類(似以事業の存在 | 存在しない
J性性 lトトト"山……….. 山….. 山……….. 山….. …….日….日...…….. 山….. 
上位施策への貢献度|貢献している

課題

.. 
今の後方

計画どおり事業を進めることが適当

向性

園

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

1 日回地籍調査課平成26年度事務事業評価シート|課皿局宮冒所得)I 

一l正確な地籍情報は、土地取引の円滑化、境界紛争の未
主|然防止、各種計画立案の基礎データなどに必要不可欠

歪|です。現在、法務局備付けの土地登記簿や公図は、多く

慨|は明治期に作成されたもので正確性に欠けている。現在
要jの社会ニーズに対応する正確な地籍情報が必要である。

経常交付税ι1 *" 1 
算入 1 'H 1 

※上段:目標
H24 1 H25 

2.9krrf 1 1.86krrf 

2.9krrf 1 1.86krrf 

歳 出 予算現額(円) 決算額C円〕
需用費 745，130 464，298 

支 役務費 107，270 75，531 
出
委託料 7，517，000 6，588，000 

内
訳 借上料 1，918，800 1，786，800 

その他 167，800 102，436 

合三ご計 10，456，000 9，017，065 

，1人工数(人役)1人件費(円) 1 

| 71  31，939，9001 
三二二二土木件費概算

一活動指標ιまたは成果指標ー

一筆地調査地区の実施面積(計画)

21地籍図、地籍簿の法務局への送付地区数
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31地籍調査完了進捗率

効
率
性

自治体関与の妥当性| 妥当である|国土調査事業十箇年計画(第六次jに沿って行う事業である。
妥~...:...………...............・1.............................1

当 |目的の妥当性 | 妥当である|地籍の確定により、土地に関する様々な問題について解決が図られる。
;性ー-ふー一一…….n.n..…・1...........:.................1
-1対象(受益者1の妥当性| 妥当である|土地取引の円滑化や境界トラブノレの未然防止に役立つ

コスト効率 1適正である

実施主体の適正化 |適正である

負担割合の適正化 i適正である|園、県の負担金及び交付税措置があるo

主三~.~主主控;.;，~..:.........I~.~空~~~.~.:~I.!~~~三????主力企
効 |類似事業の存在 |存在しない

性五掃員二ぷ副長;.，是正三'~'~~'l伝説二五二ii長JJi;;;五五五ぶi二五i2.長議員五暴露三二~2:::tt0

• 平成27年度に平成25野年田度市調の査地地籍区調(査東が沖完、新了沖とな)平る成。そ26の年た調め査平地成区2(西両泊)の認証申請、原案の閲覧を経て登記所への
送付を行い、山陽小 。 8年度以降の地籍図や地籍簿の保管の問題，地籍情
報の提供や修正対応などの体制(対応課)の検討が必要

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

国



平成26年度事務事業評価シート|課・局E室‘所得)I 都市計画課

様式1号(事務事業評価)

都市整備係 1 INol 卜I1 I 

事{主居表示台帳の修正(土地の分合筆、建物の加除)及び
1::1街区表示板の取付状況を調査・点検し、維持管理等を行
事|う。住居表示実施区域内の建物等の新築届出により住居
要|番号を付番する。住居表示証明書の発行事務。

歳 出 至璽塑額(円)

報酬 32，000 

支 需用費 30，000 

訳目委託料 573，000 

合 P計 635，000 

人件費概算

す活動干首標、または成果指標 r 

住居表示維持管理実施地区数

|決算額(円)。
5，184 

572，400 

577;584 

住居表示維持管理事業

住居表示の既実施区域

歳 入

国庫支出金

覇財向 割合
県支出金

地方債

訳 その他

一般財源:

γ 合計

(全68地区中の単年度実施地区数)
100% I 100% 

2 

3 

予算現額(円)

635，000 

635，000 

一般

自治体関与の妥当性|妥当である|住居表示地区の表示板等の維持管理は市がすべきであり、妥当である。
妥 1......…ぷ川叩…H・H ・...・H・..1.............................1
当す|目的の妥当性 |妥当である|表示板等の維持管理を適切に行う必要があるため、妥当である。
性半円…..，・M・.....・H・...~.・H ・.....・1 ・|

:こ|対象(受益者)の妥当性|妥当である|郵便物用の誤配防止に寄与するため、妥当である。

決算額(円)

577，584 

577，584 

経常

|コスト効率 三三 1概ね適正である|維持管理業務については、入札により業者委託しているため概ね適正である。
効 }・H・H・"……山竺一山山1.............................1
率 |実施主体(J)適正化 |適正である|維持管理の主体は市であるため、適正である。
姓 f ，......~:~.ぷ子，~~-.i..;...... ・ M・H ・M ・ ....1.............................1

|負担割合の適正化 |適正である|維持管理は市の負担で行うものであり、適正である。

有 t，明13円円目円門号.. 竺司秀主空幣空ι;人ぷよよぷ戸己λ.;;.J..~
効 i類似事業の存在 l存在しない
性…J・.. _.~..・H・H ・H ・....・M・-……l ・H・M・-….......

I I土佐施策への貢献度|貢献している
4易

既に住居表示が行われてしも地域においても、庖舗の場合は、転入転居の届出が不要で、住居l表不の届出がないため、住
居番号の符番がない状態になってし泊場合がある。

=課題

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局E室z所得)1 

事|市内にある県道の整備はまだ十分ではなく、交通渋滞の
業|解消や歩行者の安全確保、運転環境の向上等、安全に
概|対する課題がある。

要

歳 出 予算現額{円) 決算額(円)

県事業負担金 23，595，375 23，595，375 

支
出

衰え向主三 τ 

1 合r 計ム 23，595，375 23;595，375 

土木課 管理係 l回 日 49

歳 入 予算現額{円)1決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債 21，200，000 21，200，000 

内合
訳 その他 i 

一般財源プ 2，395，375 2，395，375 

合計 23，595，375 23，595，375 

1 1 人件費概算 |江数(惚|人件間~ I官|無|同問| 一般 | 臨時

活動指標、または成果指標

1 1県事業負担金

21道路改良率(県道)

3 

H24 

負担金

H25 

負担金

21，011，393 I 19，744，102 

90% I 90% 

85.70% 86.50% 

95% I 96% 

.自治体関与の妥当性| 妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり妥当である。
妥 1..・H・-…....・H・.....・M・-…H・H・...1…・|
当 |目的の妥当性 |妥当である|交通扶滞の解消、歩行者の安全確保、運転環境の向上が期待できるので妥当である。
性卜………H・H・...・H・-…..1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当である。

.戸ヨ天ド麺率二三三三三~二乙T三三 ，1 適正である |県が競争入札により請負者を決定しており、適正である。
効 1トト….. 山….. 山….. …山?戸叩山川色りω.. 山.日瓦山….川山.. ι. 
率斗1実施主体の適正化 |適正である|山口l県果が管理する道路であり、県が事業主体なのは適正である。
性 トu…………日山….. “u...........・M・H.........・H・H・..1.............................1.
負担割合の適正化 |適正である|負担割合は県下統一で適正である。

旧標違成度 二云子 主|同概ね達成して引bい、喝叶る|公共事業削減により整備が遅れているが、概ね達成している。

二号， 有cl長-孟丞;し.. 一.I ~I類似事業の存在 |存在しない

l上位施策への貢献度|貢献している|幹線道路の整備は地域間交流に貢献している。

.レ
市内にある県道の整備はまだ十分ではなく、朝夕の通勤ブッシュ時の交通渋滞や歩行者の安全等に問題があるが、用地補
償交渉の難航や道路財源の縮小lこより整備が遅れている。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

固



平成26年度事務事業評価シート|課・局掴室園所(係)I 都市計画課

大項目(九一、

様式1号(事務事業評価)

都市整備係 1 INol 1 -1 19 1 

事|幹線逼蕗丙整備を推進することで、交通渋滞の解消、沿諒藻扇
lの改善、また防災機能の向上を図る。ついては、道路整備の早
業|期完成を促すため、国や県に対して、広域連絡道路の事業促進
概|を要望する。
要|要望路線:山陽自動車道、国道2号・190号、小野田湾岸線

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

与ぐ三さ去世向ぎ

負担金、補助及び交付金 220，000 15，000 

訳

合計 220，000 15，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円〕

財調内‘劃合

国庫支出金}

県支出金

地方債

訳 その他

一般財源巳 220，000 15，000 

合キ計 220，000 15，000 

l斗費概算 ;J; |人工数(官~人件記~I 官.1 無 I [会計判 一般 | 経常

若動指標、または成果指標 H24 

1，820 
H25 

1，820 

1 I小野田湾岸線整備延長(m) n
U
川
似
苅

2
山

44
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E
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2 

3 

王子!台体自その警警| 妥当古る I~幹戸道路は国土5è:ii!i1!i'士山口J.Il<7，)1整竺るfのであるが:整備iJE:~lìiñの要望が必要竺るたT妥当ごあるo

f当 |目的の妥当性 |妥当である|渋滞緩和や沿道環境が改善するので、妥当である。
ご性 f........……・・・・λ...::................1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

効.[~{~常 リ，.I.~~~.~:.~.る|型開1iiiH門戸空竺!??.Tb.F門主:-cìb.:so
率三 l実施主体の適正化 |適正である
性三 l 円 三 | 

負担割合の適正位 |適正である

目標達成度 |達成している

iニ，持:停所持:;;;::::::|:::日.~.~..T
上位施策ベの貢献度 l貢献している

--
課題

山陽自動車道宇部下関線については、交通量の推移を見ながら、 4車線化を要望してして必要がある。
国道190号については、休止となっている小野田拡幅事業の再開を要望していく必要がある。
小野田湾岸線については、整備区間の約1.8kmについては平成26年12月に供用開始となったが、調査区間(約4km)の整
備区間への格上げが課題である。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期

幹線道路に関する協議会の中で現在会費の徴収を行っているのは、山口県国道2号整備促進期成同盟会だけである。



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室ー所(係)I 都市計画課

中項目C施策)

広域交通体系の整備

計画係 | 回 1 -1 9 1 

都市計画道路見直し事業

事|都市計画道路について、計画決厨も語字以上経過し
品|たもの等について、県から示された「都市計画道路の見

毒|直し基本方針Jに基づき、各路線の必要性等を検討し、|手段Ir都市計画道路の見直し基本方針」に基づいた見直しを行う。
|廃止を含めた道路計画の見直しを行う1';;lI:o..J...L- (.!.. J........I V-./.f"_ ，>..，!:!_J.'-~j-，j I i='-I-//L.lI-=-.........(.!.. I.J ./O I意図|都市計画道路を見直し、計画的な道路網の整備を図る。

二:歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

変更図書作成業務委託料 。 。
支出内

訳

合計て 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

訳内合
その他

一般財源 。 。
合計 。 。

人件費概算 !人工数(入役2.J人傾向 |官見|無|同問l一般 臨時

活動指標、または成果指標 ー土ー H24 H25 

策定

1 1道路網見直し方針の策定
"
似
m

…了…∞
…b

元一∞日唱E
A

+
B
E
E
-
-
-
'
 

21見直し路線の関係機関との協議

3 

自;治台創f体本関与の妥当性| 妥当である t都市計画道路は都市の骨格をなす公共施設であり札、妥当である。
妥 lι竺竺竺?γd“山山…….. 山….. 川山川川.日川吋.“石一…….. 円叩….. 川山.. 山...山…….. 山山….. 山山.. 山..……  .. 山..……. 山…......
当ノ|旧目的の妥当性 「 二|妥当である↓健全な市街地の形成及び快適な都市形成に寄与するものであり、妥当である。
性 F'...:'...・M・......・H・"'H・H・...ム，+............................1ト
|対象(受益者)の妥当性|妥当である↓長期未着手の都市計画道路であり、妥当である。

|コスト効率二 |適正である|市が主体で実施すべきであり、適正である。
効 lトトト..山…….日一……..山……..山.叫山.. 山…….. 山司"山..山……司....………..山…..山..山…川.山…‘日.
率 |実施主体の適正化 |適正である|市が主体で実施すベきであり、適正であるo
性 1ιH……ぷ..ムんJ示ふ....示斗Lふギιムム..…………..山…..山…..…...…川..
| •. I賃担割合の適正化 |適正である|都市計画決定の変更は市が実施すベきであり、適正である0

I~l円特需 ; 
効 |類似事~業の存在 |存在しない

九 U~'雨量二極証言|説仁三;;五|五五iJLZごみ二;;ぷ:モ;通以員五三ii-32i;ぷ;

見直し方針に基づいた変更候補路線は、県道や国道等の影響があるため、関係機関との協議が必要である。
都市計画道路の都市計画変更には、都市計画審議会の審議が必要となる。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.. 

園



様式1号(事務事業評価)

計画係 I INol I一I26 ・平成26年度事務事業評価シート|課唱官刊(係)I 都市計画課

中項目(施策)

広域交通体系の整備

士|都雨許面歪路網見直し方針(案)に基づき、線形や構造
芸|の見直しが必要となった路線のうち、事業化された県道の
概|事業費にかかる市負担金を山口県に支払う。

要

三歳出 予算現額(円) 決算額(円〕

県事業負担金 5，000，000 4，950，072 

-主王主宜H訳向5ii 主ト主

合計 5，000，000 4，950，012'1 

歳 :λ 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

詩訳:書z 
地方債 4，500，000 4，400，0001 

その他

ー般財源 500，000 550，0721 

i三- 4E』Z 計 5，000，000 4，950，072 

え件費概算 |人工数{人役i人欄91想見|無|同町l一般 臨時

活動指標、または戒裏指標 I H24 H25 

詳細設計

100% 

1 I県道の事業進捗 …了一宇中

2 

3 

|自治体関与の妥当性| 妥当である|県事業を負担するものであり、妥当である。
妥二一一........……H・M・...・H・-・・..1.............................1
当斗目的の妥当性 1妥当である|都市計画の推進に寄与するものであり、妥当である。
=性、 1.........且…H・H・…H・H・-・←・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|都市計画道路網見直し方針(案)に基づいており、妥当である。

コスト効率〆 |適正である|県事業を負担するものであり、妥当である。
効卜・"..・v・..・-・...・H・..……・H・-…，.............................，
率 |実施主体の適正化化守し 1適正であるI!県県事業を負担するものであり玖、妥当である。
性号1一7斗lト卜.日一'
|負担割合の適正化 l 適正である|都市計画事業lはま1智割l負担であり玖、適正である。

旧標違成度 |概ね達成して叫bい、泊叶る|ほぽ計画どおり進んでおり弘、概ね達成している。
有 kでγ"O"……..山………..山…司"山….，山.日.・・・H・H・...・H・....・H・-司・1.…… …H・H・.......1.....
効三|類似事業の存在 c/I存在しない

|.1$--1エ副長二説証言|説仁三;;布石詣通両面判長i... 
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

両性
時期

園



土木課

様式1号(事務事業評価)

管理係 I INol I一I5o 1 平成26年度事務事業評価シート!課・局・室町所(係)1 

小野田港港湾整備事業償還金等

ーノj、野国語尋頭用地造成事業に係る県債償還費のー:蔀を

主l負担する。
毒|港の利用に係る各協会に加入し連携を図る。 I手段|埠頭用地造成事業の償還金と各協会負担金を支出
要'

285，000 285，000 

歳入 予事事葡(円〕 決算額(円)

国庫支出金

調財内訳 割合

県支出金 J

地方憤

その他 19，860，894 19，860，894 
一 一般財源

合計、 19，860，894 19，860，894 

藤一面、~

造成事業償還金

支 |協会負担金
出十一一一一一
内
訳

予算現麗I同Tii来算額{円)
19，575，8941 19，575，894 

i言三:三合計 1 ". 19，860，8941 .. Hl，860，894 

人件関算三三.f--= ，n~~1 "" 55;'， i~01 I 算入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標、または成果指標 1 H24. I H25 1 I H26 1目標 l

500万トン I 500万トン I I 500万トン |達成
1 1小野田港の貨物取扱量 1""....376芳下シ r"'43O芳下ジ....1 1""'3'88芳下予H ・a・1度

75% I 86% 

2 

3 

自治体関与の妥当住|妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり妥当である。
妥ト..........一山...・H・，-;......・H・-…l・H・H・......................1
当 |目的の妥当性 |妥当である|地域経済発展のため、重要港湾小野田港の整備促進は妥当である。
性 1..;;.......;.::.，・M・.. ー.....・...・M・...;..1.............................1
I対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当である。

コスト効率 概ね適正である|平準化債を活用し単年度償還額を抑えており、概ね適正である。

言|勇経伝説:::[::日夜J~:~:~:常務:所主切手2255日55;:::::::::::::
負担割合の適正化 適正である|負担割合は県下統一で適正である。

有 l~空黙聖 ，一一 I~.~空?と~.~.:~I.~?.雪!JWI&:Jlk主li烹!??.空!?.2TUFf?と，"("\60

f効 |類似事業の存在 |存在しない
ム性 1...;..............:; .. ，.;.;.;.:，.......;....1 
上位施策への貢献度|貢献している .. 
特になし

三課三題有 F 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 二改時善期

向性

圃



平成26年度事務事業評価シート|課局室園所(係)1 

大項目(九叶、

土木課

様式1号(事務事業評価)

管理係 I INol 卜151 ・

県が行う港湾施設改修事業費の一部を負担する。

歳出 予算環額(円) 決算額(円)

10，935，432 10，935，432 

支
出

内
訳

ft ヨ 言十 .1. 10，935，432 10，935，432 

歳入 至璽現額(円1決算額(円)
国庫支出金

財源訳百ι台r割T 

県支出金

地方債 9，800，000 9，800，000 

その他

一般財源 1，135，432 1，135，432 

dロb、 計 10，935，432 10，935，432 

人件費悌 1人工数(人役l 人件費(円91 官~1無|同町1一般 臨時

※上段:目標

ご-活動指標、または成果指標三 H24 

56，198，000 

H25 

381，000 

1 1県事業負担金 。
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21小野田港の貨物取扱量
75% I 86% 

3 

自?治台体闇与の妥当性|妥当である l公共施設は自1治台体で整備すベきであり妥当である。
妥 lトトいH吋山……E吋巾…，.川…….川山山.. 山山…….. 山…且川山山.. 山...….. 一.ぷi
当 |回目的の妥当性 |妥当である|地域経済発展のため、重要港湾小野回港の整備促進は妥当であるo
性 r 卜ト.. … .. よぷλ
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担を支払うことは妥当である。

|三一 |-fが競争対比一を決定し一正である
効 I・・H ・H ・...…-…・・ふ.;.~:; . ，. . .1....... . . . .. ..... .... . .... . . .1 

r 率 |実施主体の適正化 |適正である|山口県が管理する施設であり県が事業主体なのは適正である。
性ト…..--……-ーH・H ・.....・M ・M ・......1.............................1
|負桓割合の適正化 |適正である|負担割合は県下統一で適正である。

|目標達成度 I概ね達成してしも|公共事業削減により整備が遅れているが、概ね達成している
有 i・H・H・...・M ・-山山川ふふ…・1....・H・...・H・...・H・.......1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 lトト山……帥山.. 吾.. 言.示=示示弘ι山…ιふ山.. 川.'ι.
|主位施策への貢献度1:貢献している .. 
小野田港施設は老朽化が進んでいるため補修が必要である。
また、大型船舶が入港するためには、航路や泊地を計画深さまで淡諜する必要がある。

課題

今の向方性後' 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

園



様式1号(事務事業評価)

20 日回一学務係学校教育課平成26年度事務事業評価シート|課・局室盲所(係)I 

ー，平成21年4月から民間プロパイダ事業者にフィルタリング
芸|適用が義務化された。今のところ市町村に義務化はない
町|が、学校で児童生徒が利用するパソコンに対してフィノレタ

霊|リングをかけることは必要であるため、その環境を整備す
lるおの。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源 県支由金

内キ割合 地方債

訳 その他

ー般財源 100% 553，000 552，852 

4E』3 計 553，000 552，852 

三三二=歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

機械器具借上料 553，000 552，852 

出
内
訳

合 γ 計 553，000 552，852 

経常無
人件費(円)1 

己f当
|人工数(人役)1 

10.021 
人件費概算 一般

活動指標、または成果指標

21子ども達が有害情報に接した報告件数

3 

妥
当
性

自治体関与の妥当性|妥当である

目的の妥当性 1 妥当である|児童生徒に有害情報を触れさせない環境の構築

対象(受益者)の妥当性|妥当であるー

初~，l~;3ト幣 ;;...1 適正である
三率 |実施主体の適正化 | 適正である|各学校配置の児童生徒用のパソコンについて、市がまとめてコンテンツフィノレタを適用
"+ ....・o・.........・-・・・・・・・・・・・0・・・“・・0・・"'1"・・・…・・…・・............1
負担割合の適正化 |適正である

目標達成度 r l i達童成している
: 有 Iトム.. ム...一……….. ………… .. 山…聞"山….. 山..町刊.
効 |類似事業の存在斗 |存在しない
性ト…~.....ι .1 
|上位施策への貢献度 l貢献している

市内全小中学校の児童生徒用パソコンについて、有害情報に触れさせないためのソフトであり、十分な効果が得られてい
る。

課題 . 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

i交付税 I
| 算入"I 

※上段:目標

H24 1 H25 

19 (校) 1 19 (校)
フィルタ設定d校数/!児尼童生徒用パソコン設置校数，.....…寸.目.

0川(回) 1 0 (回)

0川(回) 1 0 (回)

100% I 100% 

.レ

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 学校教育課 学務係 I INol. I一I22 1 

事|中字表面新学習指導要領において、パソコンを利用した
業|授業が義務付けられたため、平成24年度にパソコン教室
概|用に最新osを整備した。

要

歳 出 予算現額〈円) 決算額(円)

機械器具借上料 7，846，000 7，845，012 

支
出

内
訳

言十 7，846，000 7;845，012 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

書財訳翠令
県支出金

地方債

その他

一般財源 100% 7，846，000 7，845，012 

d同~ 言十 7，846，000 7，845，012 

I I J#-;fß-IfI~-:æ- I人工数(人役n.人件費(円)I I交付税| 鉦 I I :e:#Hi'i!11I -sU' I ~~ I | 人件費時 I 0叫 川 5吋 | 算入 |山 II~計種別| 一般 | 経常|
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標、または成果指標 I H24 I H25 I I H26 1目標 l

7(校) I 19 (校) I I 7(校) I達成
1 Iパソコン教室機器設置校数 し 7(1:~)…… I 19 (校) I I 7 (校) I度

7(校) I3(人)

21授業での使用実績のある学校数 I 7(校) I 1 (人)

3 

自治体関与の妥当性|妥当である

i1165柑::::::[記長:]~子55115手持551ヨ非常持........
|封象〔受益者7の妥当性| 妥当である

|コスト効率 | 適正である|入札により業者決定
効 1...・H・.....・H・-…H・H・....・H・..…ト…・・......……・......1
率 l実施主体の適正化二l適正である
性 f........…".....，.....，，;;.:::;;;:.......1
l負担割合の適正化 |適正である

目標達成度 |達成している
有 1....."，.，...................;..，;..........1
効 |類似事業の存在 I存在しない
性 f.......:...，;...;;....;.: ・・l
1上位施策への貢献度|貢献している

.レ
平成24年度に機器の更新を行い、指導要領に対応出来るようになった。
今後、継続して機器を使用していくための管理及び運用を行う必要がある。

課題

今の向方性後二 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

園



平成26年度事務事業評価シート|課・局室置所(係)I 学校教育課

様式1号(事務事業評価)

学務係 I INol. I一I23 I 

士山221こ校務用PCを整備し私物PCをネットワ}クから排除

主|した。児童生徒の個人情報は校務用PCからしか使用でき
議|ないようにし、そのパソコンに対してウぷルス対策ソフトを導

要|入した。

歳 出 杢算現額t円) 決算額(円)
需用費 1，560，000 1，559，520 

支
出

訳内 、

4E』ヨ 言十 z 1，560，000 1，559，520 

歳入 至里璽璽{円〕 決算額(円)

国庫支出金

財、 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100% 1，560，000 1，559，520 
4Eb2 h 言十 1，560，000 1，559，520 

人件費概算 i人工数官|人{牛12;511 宝~I 無 I I会計種別| 一般 | 経常 | 

100% 1 100% 

活動指標、または成果指標

1 Iウイノレス対策ソフト設定済み校数 :
 

:
 
;
 

一=一-、，
s'

目、、，
J

問
J

一
校
一
校

，a
-
r
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、t
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t

、

H一

9
…
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一1
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一1
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:
 
:
 

一-、
l
'
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、l
r

当
校
…
校

(
 

H一

9
一9

噌
E
ム
・
噌
'
ム

21ウイノレス感染による情報漏洩回数

100% I 100% 
o(回) I 0 (回)
o(回) I o(回)

3 

自治体関与の妥当性 I妥当である
二妥 }・M・M・-……川...........1...................・H・H・-・十・・
当 |目的の妥当性 | 妥当である|個人情報を扱うことの多い校務用パソコンに対してウィルス対策を行う
性~...・H・-…・M・M・..........…… ......1.…....・H・-……...・H・l

対象(受益者)の妥当性|妥当である

イ|コスト効率ヰ I適正である

，>-: I手雨明言511;::|:者5155:院長持活再REY12日日;主主主fJ:;:日汚221ザ........
| |負担割合の適正化 |適正である

有 l!目黒男性.......三 ...1 明日.~.~~J!.~:..二三ご??fffff男子qhy
I霊|類似事業の存在 |存在しない
1'1.1- ...“........................................1 
1よと位施策への貢献度|貢献している .. 
ウイノレス対策ソフトを導入し、インターネットを経由するウイノレス感染を未然に防止できるようになった。
しかしながら、USBによるウィルス感染の危険性は存在しており、学校への更なる周知が必要。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善
ー

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

9 日INol........ 市民交流係協働推進課平成26年度事務事業評価シート|課E局・室・所得)I 

日

u
-
n
u

n
u
-
n
U一

oo--口
白

，.， 

戸

b
-
n
b

p
n
u
-
F
n
u
 

q
a
-
-
n
J
 

n
u
-
n
u
 

n
u
-
n
u
 

n
L
-
n
L
 

，.， 

ワ
t
-
弓

t

「

D
-
F
D

η
a
-
q
d
 

入

一

金

一

三

出
一
金
一

i

源

支
一
出
一
債
一
他
一
財

庫
一
支
一
方
-
の
一
般

国
一
県
一
地
一
そ
、
一

割
合

財
調
内
訳

|人ー工数(.人役)1人件費(円)1 

0.651 3，621，6051 

歳出 予算現額C円) 決算額(円〕

普通旅費 5，200 5，200 

支 市国際交流協会補助金 300，000 300，000 

出訳向豆
山口県国際交流協会負担金 52，000 51，600 

合 計 357，200 356，800 

経常

21成果指標:市国際交流協会の事業参加人数

活動指標、または成果指標

1 1活動指標:市国際交流協会の事業数

3 

‘自治体関与白妥当性|妥当である
妥 1;:...~....;;;:;:....;.ii~(，......;........;.1

当 ↓目的の妥当性 |妥当である
性_...F:.，.:..:;;...:..，:......，.................I
lr 一二三 1対象(受益者)の妥当性| 妥当である

lコスト効率 |適正である
三効 1.......................，........，..:;:"，..:1 
率 |実施主体の適正化 |適正である
性}マ;0".... ;:.........1 
負担割食の適正化 |適正である

H目標達成度 |概ね達成している

! ;1持者FH:::::|::百三::J#.!~0.~~~ヨ........
'上位施策への貢献度|貢献している .. 
①今後、草の根的な交流を模索していきながら、国際交流協会の活性化に努める。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

国



平成26年度事務事業評価シート|課局直医所(係)1 協働推進課 | 市民交流係

中項目(施策)

国際交流・地域間交流の推進

高
山評業

「

事
一
叩
一

務

「

L

事
一
一
一

ロ
守
一
一
一

式

「

L

様

匡

宮町 l親善大使として幸子最誰薦f;::'王る中学生6名を姉妹都市
主|モ一トンベイ市へ派遣し、両市の友好親善と相互理解を

需|深めるとともに、広い視野と国際感覚を備えた次代を担う
要|人材の育成を図る。

10，400 

I，728，9601 1，625，400 

18，0401 18，040 

|一 己ミ歳 >k ヲ 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金?

源財 害合壬IJ 
県支出金工三

地方債=
訳内
その他 負担金 180，000 180，000 

|一般財源 1，577，400 1，473，840 

合 言十 1;757，400 ， 1;s5;3，840 合計 1ミ 1，75'7，4001 占 1，653，840

人件表制 |官|無 Ir会~iiUIJI 一般 経常人件費概算

100.00% I 100.00% 

活動指標tまたは成果指標

• • • 
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-
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、

H
一1
…l

• • 
1 1活動指標:派遣回数(人数)

21活動指標:帰国報告会等の開催回数

3 

l自治体関与の妥当性| 妥当である|姉妹都市提携、あるいは海外渡航の安全上の責務により、市が実施する事業である。
三妥 |λ …………….+............................， 
三豊|目的の妥当性 | 妥当である|姉妹都市聞の友好親善や、国際感覚のある人材育成の観点により、妥当である。
性 1....:.....………………..1.............................，
対象(受益者)の妥当性| 妥当である |各学校代表の交流大使であること、中学生全体の国際意識の高揚等の観点から妥当である。

コスト効率三 |適正である|渡航に関する業務委託は指名競争入札に附しており、コスト効率にっし、て適正である。
効ト..............…ー，-.uu.……....1.............................1
率 I実施主f体体本本主の適正化 | 適正である|海外渡航の実績とノ!ウ7ハウを有する民間の旅行会社に委託し、安全で効率的であるo
性 iト{一.ι‘.. 
;負担割合の適正化 I適正である|県内他市の状況も参考に、派遣者には応分の負担額を課している。

手I.~.警警?? ;二:....1空閉?予央r三士土土:ど~.~..l存思?目T七'G叩~二~Fど史ピη/'(会?三三?Yf.f.?於(1wOOそ男翌常?竺
効 |類似事業の存在 |存在しない

性Jri雨量ズ雨量|証二;;三!両副長晶玉ぷ正副C3;:る;

---①成果指標については、定期的 (3，~5年)にアンケート調査等を実施するなどの手法により、本事業の客観的な成果を検証
する。前回、平成24年度に実施したアンケート調査においては、直接的な成果に加え、親への感謝、日本文化の再確認、あ
るいはボランティア活動に参加する勇気を得たなどの回答があり、裾野の広い事業であると評価している。

課題 ②海外派遣を体験した中学生の生の声が、他の生徒にもフィードパックできるような機会・場の提供をさらに工夫する。
③選出方法等については、各学校の生徒数の推移を注視しながら、関係機関と協議していく。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

国



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局・室・所{係)I 企画課 仔革推進係 I INol . 1一18 1 

マ て二三極 出 予算現額(円7決算額{円)
消耗品費 660 660 

三γv三王子面訳両「二
負担金、補助及び交付金 8，217，000 7，784，900 

合計、= ;三三一8;217，660 7，785，560 . 組AL '"・1木工数(人役)1人件費(円〕 Ir空付盟主1_1 I 品l 吾 ~III _mTu I 
人情概草三三三1 0.251 1，39 

活動指標よまたは成果指標

1 IpRチラシの配布枚数

100% I 100% 
設定しない|設定しない

21転入奨励金新規交付件数 11件 1 57件

3 

l自治体関与の妥当性|妥当である|定住促進のために市が取り組む事業であり、市の関与が妥当。
妥}……....・H・-…………1.............................1
ご当 旧的の妥当性 1妥当である|定住促進を目的とする事業であり妥当 O

A 性 L………"・H・H・..，……・..1.............................1
対象(受益者)の塑性|妥当である|転入者に対する措置であり妥当。

コスト効率三一 |検討が必要|交付額や交付期間については、費用対効果を検証した上での検討が必要。
効 F...・H・~-.......…"竺........:.........1.............................1
率 I実施主体の適正化 |適正である|定住促進は市の主要施策であり、市の事業実施は妥当。
三性ド......・H・-………"・H・H・...1.............................1
}負担割合の適正化 |適正である|市の単独事業であり、全額市費である。

有 l.~守男;.:;.~..;~:..:........I..~~.とご1t三l.~!~?~~~円安子幣!?jTT!???r.1.三:
効 |類似事業の存在三 |存在しない
性言}トρ一ふ1
二三土;土k位位て施策への貢献度|概ね貢献しじ』てている|定住人口の増加に貢献している。

..... 

(円)

平成26年度は積極的な制度周知に努め、山陽小野田市に転入奨励金制度があることを広く知つ1ていただくことができた。
平成27年度は、制度の開始から4年目となる。転入奨励金の交付による効果を検証した上で、地方創生の観点からも制度
全体についての検討を行い、更なる本市への移住・定住促進に繋がる支援策の充実についての検討を行う。

課題

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要
改善 27年度中に改善に着手
時期

平成24年度交付実績 11件 529，900
平成25年度交付実績 69件 3，707，500円(うち初年度 57件 3，175，600円)
平成26年度交付実績 139件 7，784，900円(うち初年度 68件 3，888，000円)



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課?局・室・所(係)I 

午fT面蚕1t'Jや「結婚」を希望する独身男女を応蚕するため、
主|市内のロケーション等を活用しながら、イベントを開催し、

読I~出会いJのきっかけづくりを提供する。平成25年10月から
要|事業を開始した。

3 

ご歳三出 γ

若者交流推進事業負担金

支
出J

内
訳

.g. ヨ 計

二人件費概算

予算現額(円)今決算額〔円)

500，000 203，068 

コ500，00Q 203，068 

|人工数t人役汁三人件費(円)I 
|0.451 2;507，2651 

H24 一二活動指標‘または成果指標‘

イベント開催回数

企画課 企画係 回

若者交流推進事業

若者の定住促進や人口増加を図る。

歳、入~三ム 予算現額(円)

国庫支出金

県支出金

地方慣

その他

ーモ帳財源. 500，000 
三三三合=計 500，000 

自治{体本関与の妥蓋桂|概ね妥当である叶|市として定住促進を図ることが求められている。

妥 Iト.. ….  

日 12 

決算額(円1

203，068 

二 203~068

臨時

当 |旧目的の妥当性 1 妥当である |定住促進や人口増加だけでな拭く、市内のロケ一L泊匂ンを使うことで観光振輿や商業振興を図る。
性 }トトトト"山……….町…..山……….. …… .. 山….. ….. ……目n………"………… .. ………… .. …….“…… .. ….“且.............. … .1.............................1 
| |対象(受益者)の妥当性|妥当である|独身男女に対する出会いの場の提供であり妥当である。

二一一二一1コスト効率 1適正である
三効三 I.;.;"~:..;，..，，..~.~.....，円……1.............................1

率ど;1実施主体の適正化 |適正である|山腸小野回市若者交流推進委員会で運営(会長:市長、委員5名(市民)υ)0 
性 }卜日山…….“……一.. 午一.二…....一ぶ.. し一ι.. 山.. ι.よぷ〉
負担割合の適正f巨亙， 1適正である l事事:業の参加に当たつて若者交流推進委員会で参加料を徴収しており、本人負担がある。

.目標達成度 |概ね達成しているlイベント1回の平均で約17人の参加者があり、交流が図られている。
三有 1山 H・M ・....・H・.....・H・...……..1.............................1
三効ニて二|類似事業の存在 | 存在する |類似のイパントは多数開催されているが、行政が関わることで参加者に安心感を与える事業として実施する。
性斗……片ごH・....…一..，……1.............................1
上位施策への貢献度|概ね貢献している|若者の定住促進の一助となると考えているが、追跡調査は実施しないので実績は不明である。.. 
平成25年度、 26年度で実施した若者交流推進事業は一旦終了L、地方創生を踏まえつつ、取組み手法等の再検討を行う。

課題

今の方後
事業の終了

改善

向性
時期

園
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